
労 働 契 約

成否：労働者性 原告Ｘと不動産鑑定評価業務を業と

する被告Ｙ�社との間で同業務を行う不動産鑑定士と

して締結された本件契約は労働契約であるとして，Ｘ

の労働者性が肯定され，Ｙ�社による本件契約の解除

が解雇に当たると判断された例（鑑定ソリュート大分

ほか事件・大分地裁令2.3.19判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-143

成否：労働者性 Ｘは，Ｙ�社の取締役として登記さ

れていたが，Ｘの取締役登記は名目的なものにすぎず，

Ｘには，Ｙ�社の取締役という立場に見合った権限は

そもそも付与されておらず，取締役として活動するこ

とも予定されていなかったものと認められるとして，

本件契約は労働契約であると判断された例（鑑定ソ

リュート大分ほか事件・大分地裁令2.3.19判決)

……1231-143

成否：再雇用 原告Ｘは，自らの判断により，被告Ｙ

社がＸに対してした定年再雇用の申込みを拒否して，

Ｙ社との間で定年後の雇用契約を締結せず，平成29年

�月15日をもって定年を迎えて退職となったものであ

るから，同月16日以降，ＸとＹ社との間に雇用契約の

存在を認める余地はないとされた例（アルパイン事

件・東京地裁令元.5.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-88

成否：労働者性 控訴人兼附帯被控訴人（一審原告）

Ｘの労基法上の労働者性については，Ｘが被控訴人兼

附帯控訴人（一審被告）Ｙ社の指揮命令下に労務を遂

行し，労務提供に対して賃金を支払われる関係にあっ

たか否かにより判断するのが相当であり，①Ｘが劇団

の各業務について諾否の自由を有していたか，②業務

に際して時間的・場所的拘束があったか，③労務提供

への対価が支払われていたかなどの諸点から個別具体

的に検討すべきであるとされた例（エアースタジオ事

件・東京高裁令2.9.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-35

成否：労働者性 ①本件劇団が年間約90本の公演を

行っていたこと，②本件劇団との入団契約において，

Ｘは裏方業務に積極的に参加するよう要請され，実際

にも相当な回数の作業に参加していたこと，③音響照

明業務については各劇団員らが年間�回程度担当する

よう割り振りが決定され，Ｘらは割り当てられた公演

の稽古と本番に音響照明の担当者として参加していた

こと，④ＸはＹ社の小道具課に所属しており，年間を

通じて小道具をまったく担当しないとか，一月に一公

演のみ担当するというようなことが許される状況に

あったとはいえないこと，⑤Ｘは公演の稽古や本番の

日程に合わせて小道具を準備し，演出担当者の指示に

従って小道具を変更することも求められていたことな

どからすると，Ｘには上記裏方業務についての諾否の

自由がなく，時間的・場所的拘束があったとされた例

（エアースタジオ事件・東京高裁令2.9.3判決)

……1236-35

成否：労働者性 ①Ｘらが本件劇団の公演出演を断る

ことは通常考えがたく，仮に断ることがあっても，そ

れはＹ社の他の業務へ従事するためであって，Ｙ社の

指示には事実上従わざるを得なかったこと，②Ｘは裏

方業務に追われ，他の劇団の公演への出演はもちろん，
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●個別的労使関係判例

労働契約㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1

賃金・一時金・退職金㌀㌀㌀㌀6
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人事・労務㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀12

懲戒処分(含：懲戒解雇)㌀㌀㌀18

普通解雇㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀20

契約の終了㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀23

就業規則㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀25

労働安全・災害補償㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀26

会社解散・分割・承継等㌀㌀㌀32

争訟・その他㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀32

●集団的労使関係判例

労働組合･組合活動･争議

行為㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀38

団体交渉㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀38

労働協約㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀39

不当労働行為㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀39

●労委命令

不利益取扱い㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀39

団交拒否㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀40

支配介入㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀41

救済手続き㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀42

報復的不利益㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀42

項目別索引

�本誌2021年(令和�年)�月�･15日号(No.1231)から12月15日号(No.1252)までに掲載し

た判例･命令を項目別に分類し，収録した。
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アルバイトすらできない状況にあり，しかも外部の仕

事を受ける場合は副座長への相談を要したこと，③勤

務時間・場所および公演についてはＹ社が決定してい

たことなどの事情も踏まえると，公演への出演・稽古

についても，Ｘには諾否の自由がなく，Ｙ社の指揮命

令に服していたと認めるのが相当であるとして，公演

への出演等は労務の提供といえないとした一審判断が

変更された例（エアースタジオ事件・東京高裁令2.9.

3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-35

成否：労働者性 業務委託契約を締結して就労してい

た英会話学校講師である被控訴人（一審原告）Ｘらに

ついて，業務遂行上の指揮監督，依頼や指示に対する

諾否の自由，勤務場所・時間の拘束性，報酬の労務対

償性，専属性からみて，労働基準法上の労働者に当た

るとされた例（ＮＯＶＡ事件・名古屋高裁令2.10.23判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-18

成否：労働者性 原告Ｘの業務については，具体的な

仕事の依頼，業務指示等に対する諾否の自由はなく，

Ｘは，被告Ｙ社の業務上の指揮監督に従う関係が認め

られ，時間的場所的拘束性も相当程度あり，業務提供

の代替性があったとはいえないこと，Ｘに支払われる

固定報酬の実質は，労務提供の対価の性格を有してい

ると評価できること，Ｘには事業者性が認められず，

専属性がなかったとはいえないこと，Ｙ社もＸを労働

者として認識していたことが窺われること等を総合し

て考えれば，Ｘは，Ｙ社との使用従属関係の下に労務

を提供していたと認めるのが相当であって，Ｘは，労

基法�条および労契法�条�項の労働者に当たるとい

うべきであるとされた例（ワイアクシス事件・東京地

裁令2.3.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-50

成否：労働者性 被告Ｙ社の社会保険加入に伴い，保

険料負担による手取り給与額の減少に労働者側が難色

を示したため，労働契約から業務委託契約に切り替え

たものの，従前とまったく同じ業務（ラブホテルのフ

ロント業務等）に従事し，かつ，従前と同じシフト管

理を受けていた原告Ｘの労働者性につき，業務内容・

遂行方法に対する指揮命令，時間的場所的拘束性，労

働契約との内容の近似性の�点から，労働者性が肯定

された例（ブレイントレジャー事件・大阪地裁令2.9.

3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-70

成否：労働者性 契約の名称は当事者の意思の表れと

して契約の性質を判断するための考慮要素の一つとは

なり得るものの，その名称をもって直ちに契約の法的

性質が決まるものではなく，当該契約の法的性質につ

いては，契約の内容を実質的に検討することが必要で

あるとされた例（日本代行事件・大阪地裁令2.12.11判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-51

成否：労働者性 原告Ｘらを含むドライバーは出社す

るか否かを自らの意思で自由に決定することができて

いたものであり，また，労働時間も把握されていなかっ

たものであるから，勤務日・勤務時間について拘束さ

れていなかったということができるとされた例（日本

代行事件・大阪地裁令2.12.11判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-51

成否：労働者性 Ｘらを含むドライバーは，最初に被

告Ｙ社事務所に赴く必要があるが，その後は，Ｙ社の

事務所で待機して打診を待つことも，歓楽街等で打診

を待つことも自由であったのだから，勤務場所につい

ても拘束されていなかったということができるとされ

た例（日本代行事件・大阪地裁令2.12.11判決)

……1243-51

成否：労働者性 Ｘらを含むドライバーが出社日を自

由に決定することができていたことから，Ｘらを含む

ドライバーはある日について業務を受けるか否かの諾

否の自由を有していたといえ，また，本部長という高

位の役職にあることがうかがわれる者が運転代行業務

に従事しているのは，Ｙ社においては，Ｘらを含むド

ライバーが，Ｙ社の営業時間内であっても，各ドライ

バーの事情から，一定の時間になれば自らの意思で以

降の運転代行業務に従事しないこととするなどという

諾否の自由を有していたからであることがうかがわれ

るとされた例（日本代行事件・大阪地裁令2.12.11判決)

……1243-51

成否：労働者性 Ｙ社で運転代行業務に従事するドラ

イバーは，副業として従事している者が多かったこと

がうかがわれ，そうであれば，Ｙ社で運転代行業務に

従事していたドライバーには専属性がなかったことに

なり，そして，ほかに，本件において，Ｘらが，Ｙ社

の業務に専従していたことをうかがわせる事情も認め

られないとされた例（日本代行事件・大阪地裁令2.12.

11判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-51

成否：労働者性 運転代行運転手と運転代行業を運営

する会社間の契約につき，本件において，Ｘらが，Ｙ

社の指揮命令に従って労務を提供していたと評価する

ことはできないから，ＸらとＹ社との契約が雇用契約

であったということはできないとされた例（日本代行

事件・大阪地裁令2.12.11判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-51

内容：労契法20条 基本給にかかる金額という労働条

件の相違は，労働者の生活保障という観点も踏まえ，

嘱託職員時の基本給が正職員定年退職時の基本給の

60％を下回る限度で，労契法20条にいう不合理と認め

られるものに当たると解するのが相当であるとされた

例（名古屋自動車学校〔再雇用〕事件・名古屋地裁令

2.10.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-5

内容：労契法20条 皆精勤手当および敢闘賞について，

正職員定年退職時に比べ嘱託職員時に減額して支給す

るという労働条件の相違は，労契法20条にいう不合理

と認められるものに当たるとされた例（名古屋自動車

学校〔再雇用〕事件・名古屋地裁令2.10.28判決)

……1233-5

内容：労契法20条 正職員に対して家族手当を支給す
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る一方，嘱託職員に対してこれを支給しないという労

働条件の相違は，不合理であると評価することはでき

ず，労契法20条にいう不合理と認められるものに当た

るということはできないとされた例（名古屋自動車学

校〔再雇用〕事件・名古屋地裁令2.10.28判決)

……1233-5

内容：労契法20条 原告Ｘらの嘱託職員一時金と正職

員の賞与の相違は，賞与が多様な趣旨を含みうるもの

であること，嘱託職員の賞与が年功的性格を含まない

こと，Ｘらが退職金を受給しており，要件を満たせば

高年齢雇用継続基本給付金および老齢厚生年金（比例

報酬分）の支給を受けることができることといった事

情を踏まえたとしても，労働者の生活保障という観点

からも看過しがたい水準に達しているというべきであ

り，Ｘらの基本給を正職員定年退職時の60％の金額で

あるとして，各季の正職員の賞与の調整率を乗じた結

果を下回る限度で，労契法20条にいう不合理と認めら

れるものに当たるとされた例（名古屋自動車学校〔再

雇用〕事件・名古屋地裁令2.10.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-5

内容：労契法20条 有期契約労働者と無期契約労働者

との労働条件の相違が労契法20条に違反する場合で

あっても，同条の効力により当該有期契約労働者の労

働条件が比較の対象である無期契約労働者の労働条件

と同一のものとなるものではなく，また，嘱託規程の

規定は，嘱託規程において定めを置かなかった事項に

ついて，正職員の就業規則等により補充することを予

定した規定であり，本件のように，Ｘらと被告Ｙ社と

の間で行った嘱託職員としての労働条件に関する個別

の合意の内容が私法上無効となる場合に正職員の就業

規則等を準用することを定めた規定とはいえないとさ

れた例（名古屋自動車学校〔再雇用〕事件・名古屋地

裁令2.10.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-5

内容：労契法20条 法違反状態の労働条件は，Ｙ社が

Ｘらに対して提示し，その後，これに沿った賃金の支

払いがされたのであるから，Ｙ社には，このような違

法な取扱いをしたことについて過失があったというべ

きであり，Ｘらは，あるべき金額と支給額の差額に相

当する損害を被ったとされた例（名古屋自動車学校〔再

雇用〕事件・名古屋地裁令2.10.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-5

内容 原告Ｘ�∼Ｘ�と被告Ｙ法人との間の労働契約

上，週�コマが義務としての担当であり，それを超え

る分は任意に担当するものであると解することはでき

ないとされた例（学校法人関西外国語大学事件・大阪

地裁令2.1.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-52

内容：週所定労働日数にかかる合意 入社時の雇用契

約書および労働条件通知書における出勤日の記載は

「週�日程度」とされているが，「業務の状況に応じて

週の出勤日を決める」との記載も伴うものであること

等からすると，直ちに週の所定労働日数が�日であっ

たと認定することはできず，所定労働日数にかかる合

意は，控訴人（一審原告）Ｘの勤務実態等を踏まえて，

契約当事者の意思を合理的に解釈して認定するのが相

当であるとされた例（ホームケア事件・横浜地裁令2.

3.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-91

内容：週所定労働日数にかかる合意 Ｘの供述内容等

を踏まえると，Ｘはおおむね週�日勤務していたもの

と推認され，本件雇用契約における所定労働日数にか

かる合意は，週�日と認めるのが相当であるとされた

例（ホームケア事件・横浜地裁令2.3.26判決)

……1236-91

内容：職種限定合意 本件雇用契約において，被控訴

人（一審原告）Ｘを運行管理業務以外の職種には一切

就かせないという趣旨の職種限定の合意があるとは認

められないとした一審判断が維持された例（安藤運輸

事件・名古屋高裁令3.1.20判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-5

内容：職種限定合意 大学の薬学部教授と付属病院の

薬剤部長を兼務していた債権者Ｘの地位を解任して別

の付属病院の薬剤師としての勤務を命じる配転命令を

無効とし，薬学部教授として就労することを求める特

別の利益があるとして，地位保全が認められた例（学

校法人国際医療福祉大学〔仮処分〕事件・宇都宮地裁

令2.12.10決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-23

内容：職種限定合意 Ｘの地位を薬学部教授に限定す

る明確な合意は認められないが，黙示の合意による成

立が認められる余地はあるとして，募集と採用の経緯，

人事運用等からみて薬学部教授とする職種限定合意が

されたと一応認められるとされた例（学校法人国際医

療福祉大学〔仮処分〕事件・宇都宮地裁令2.12.10決定)

……1240-23

内容：労契法20条 被告Ｙ社の一般職コース社員に対

する賞与は，労働意欲の向上，人材の確保・定着を図

る趣旨によるところ，原告Ｘら嘱託社員との間の職務

内容，職務内容や配置の変更範囲，人材活用の仕組み

の各相違，および，再雇用者を除くＸら嘱託社員の年

間支給額と比較して一般職コース社員の基本給が低い

一方，定年後の再雇用者では老齢厚生年金の支給等か

ら賃金が抑制され得ること，さらに，Ｙ社には試験に

よる登用制度があり，嘱託社員としての雇用が固定さ

れたものではないこと等から，一般職コース社員とＸ

ら嘱託社員との間の賞与にかかる労働条件の相違は不

合理でないとされた例（科学飼料研究所事件・神戸地

裁姫路支部令3.3.22判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-5

内容：労契法20条 Ｙ社の家族手当や住宅手当は，支

給要件や金額に照らすと従業員の生活費を補助する趣

旨であるところ，扶養者がいることで日常の生活費が

増加することは，Ｘら嘱託社員と一般職コース社員の

間で変わりはなく，Ｘら嘱託社員と一般職コース社員

は，いずれも転居を伴う異動は予定されず，住居を持

つことで住居費を要することになる点でも違いはない

から，家族手当および住宅手当の趣旨は，Ｘら嘱託社
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員にも同様に妥当するとされ，これらをまったく支給

しないことは不合理とされた例（科学飼料研究所事

件・神戸地裁姫路支部令3.3.22判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-5

内容：労契法20条 Ｙ社の昼食手当は，当初は従業員

の食事にかかる補助の趣旨で支給されていたが，遅く

とも平成�年頃までには，名称にかかわらず，月額給

与額を調整する趣旨で支給されていたところ，一般職

コース社員とＸら嘱託社員との間の職務内容，職務内

容や配置の変更範囲，人材活用の仕組み等が異なるこ

と，両社員では賃金体系が異なり，一般職コース社員

の月額の基本給は，昼食手当を加えてもＸら嘱託社員

の月額支給額より低いこと，Ｙ社では登用制度が設け

られていること等から，一般職コース社員とＸら嘱託

社員との間の昼食手当にかかる労働条件の相違は不合

理でないとされた例（科学飼料研究所事件・神戸地裁

姫路支部令3.3.22判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-5

内容：労契法20条 無期雇用の原告Ｘら年俸社員と一

般職コース社員の間に本件手当等の支給にかかる労働

条件の相違があることについて，労契法20条を類推適

用するべき，あるいは，憲法14条，労契法�条�項，

同一労働同一賃金の原則等により裏付けられた公序良

俗（民法90条）に違反する等の原告Ｘらの主張がいず

れも退けられた例（科学飼料研究所事件・神戸地裁姫

路支部令3.3.22判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-5

内容：職種限定合意 被告Ｙ法人が，大学准教授であ

る原告Ｘの休職からの復帰に当たり事務職員への職種

変更を命じたことは，雇用契約上の職種限定合意に反

し，変更について明示的にも黙示的にも同意はなかっ

たとして，Ｘの准教授たる地位の確認と差額賃金請求

が認容された例（学校法人日通学園〔大学准教授〕事

件・千葉地裁令2.3.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-101

内容 本件変更前の雇用延長制度取扱規程において再

雇用の要件を満たしていた者が，本件変更後の雇用延

長制度取扱規程において再雇用の要件を満たさなく

なったというのではないのであるから，本件変更につ

いて，労働者の不利益に労働契約の内容である労働条

件を変更したものとは認められないとされた例（京王

電鉄ほか�社事件・東京高裁令元.10.24判決)

……1244-118

内容 一審判決は相当であって，本件控訴は理由がな

いからいずれも棄却するとされた例（京王電鉄ほか�

社事件・東京高裁令元.10.24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-118

内容：労契法20条 派遣労働者について，不合理な待

遇ないし格差の是正は，労働者派遣法に定める規律が

中心となるとしても，そのことにより，派遣労働者の

待遇格差の是正がおよそ労働契約法20条のらち外とな

るものではなく，派遣労働者と派遣元との関係につい

ても労働契約法20条の規律を及ぼし，派遣労働の特殊

性を含めて労働者の業務の内容および当該業務に伴う

責任の程度，当該職務の内容および配置の変更の範囲

その他の事情を考慮して，当該事案における労働条件

等の相違について，不合理と認められるものか否かを

判断することが相当と解されるとされた例（リクルー

トスタッフィング事件・大阪地裁令3.2.25判決)

……1246-5

内容：労契法20条 通勤手当は，被告Ｙ社の就業規則

（ただし，部門別契約社員については個別の労働契約）

において，「通勤手当」との名称で定められており，職

種により上限額の設定があるものの，原則として実費

を全額支給されていることに照らすと，直接的には，

通勤に要する費用を補填する性質の手当として設けら

れたものであることは明らかというべきであるとされ

た例（リクルートスタッフィング事件・大阪地裁令3.

2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-5

内容：労契法20条 Ｙ社における通勤手当ないし交通

費の支給は，①配転命令の対象となる職員については，

想定外の負担やライフスタイルへの影響のリスクに配

慮するとともに，社員が就業場所の変更を伴う配転命

令に対して不満を抱くことなく機動的経営を可能にす

るという趣旨と②配転命令を受けない職員に対して

は，魅力的な労働条件として求人を可能にする等の趣

旨を有するものと解されるとされた例（リクルートス

タッフィング事件・大阪地裁令3.2.25判決)㌀㌀㌀㌀1246-5

内容：労契法20条 通勤手当の支給の有無について，

労働契約法20条の「不合理と認められるもの」と評価

することはできないとして，原告ＸのＹ社に対する民

法709条の損害賠償請求が棄却された例（リクルート

スタッフィング事件・大阪地裁令3.2.25判決)

……1246-5

内容 本件契約の締結に際し，被告Ｙ法人がその就業

規則に反する労働条件を提示したとも，労働条件明示

義務に違反したともいえないから，Ｙ法人が原告Ｘに

対し，Ｘが転居した状況を利用して，基準月額を81号

俸とすべきであるにもかかわらず61号俸とする雇用契

約の締結を余儀なくさせたとの不法行為は成立しない

とされた例（独立行政法人日本スポーツ振興センター

事件・東京地裁令3.1.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-57

内容：旧労契法20条 地域手当は，物価の高い都市部

に勤務する者に対し，それ以外の地域で勤務する者と

の間で生じる生活費の差額を補てんする趣旨の手当で

あると解され，契約職員は異動が予定されておらず，

東京都特別区にしか配置されていないことから，勤務

地の物価の高低による生活費の差額は生じず，これを

補てんする必要がなく，したがって，無期職員に対し

て地域手当を支給する一方で，契約職員に対してこれ

を支給しないという待遇の相違は，不合理であると評

価することができるものとはいえないから，有期雇用

労働者法�条にいう不合理と認められる待遇に当たら

ないと解するのが相当であるとされた例（独立行政法

人日本スポーツ振興センター事件・東京地裁令3.1.21
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判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-57

内容：旧労契法20条 住居手当は，被告Ｙ法人の職員

の住宅に要する費用を補助する趣旨で支給されるもの

と解され，契約職員については東京都特別区内にしか

配置されておらず，転居の可能性はないことから，無

期職員に対して住居手当を支給する一方で，契約職員

に対してこれを支給しないという労働条件の相違は，

不合理であると評価することはできず，有期雇用労働

者法�条に違反するものではないと解するのが相当で

あり，この点についての不法行為は成立しないとされ

た例（独立行政法人日本スポーツ振興センター事件・

東京地裁令3.1.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-57

内容：旧労契法20条 本件昇給基準に関し，無期職員

について昇給の決まりを設けているとはいえないか

ら，無期職員について昇給の決まりを設ける一方，契

約職員について昇給の決まりを設けていないという不

合理な待遇の相違があり，不法行為に該当する旨の原

告Ｘの主張は，その前提を欠くものであるとされた例

（独立行政法人日本スポーツ振興センター事件・東京

地裁令3.1.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-57

内容：労契法20条 被控訴人兼控訴人（一審被告）Ｙ�

社における，正社員とアルバイトである控訴人兼被控

訴人（一審原告）Ｘ�との間における通勤手当にかか

る労働条件の相違は，労働契約法20条にいう不合理と

認められるものに当たると解するのが相当であるとし

た一審判断が維持された例（アートコーポレーション

ほか事件・東京高裁令3.3.24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-76

内容 当該契約が雇用契約に該当するか否かは，形式

的な契約の文言や形式のいかんにかかわらず，実質的

な使用従属性を，労務提供の形態や報酬の労務対償性

およびこれらに関連する諸要素をも勘案して総合的に

判断すべきであるとされた例（サンフィールド事件・

大阪地裁令2.9.4判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-89

内容 原告Ｘは，被告Ｙ社の指揮監督下で労務を提供

し，労務の対価として報酬を得ていたものであり，Ｘ

とＹ社は使用従属関係にあるということができるか

ら，本件契約は雇用契約に当たるというべきであると

された例（サンフィールド事件・大阪地裁令2.9.4判決)

……1251-89

競業避止義務 退職後の競業避止義務については，労

働者と使用者の間で合意が成立していたとしても，そ

の合意どおりの義務を労働者が負うと直ちに認めるこ

とはできず，労働者が負う競業避止義務による不利益

の程度，使用者の利益の程度，競業避止義務が課され

る期間，労働者への代償措置の有無等の事情を考慮し，

競業避止義務に関する合意が公序良俗に反して無効で

あると解される場合や，合意の内容を制限的に解釈し

て初めて有効と解される場合があるというべきである

とされた例（レジェンド元従業員事件・福岡高裁令2.

11.11判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-70

競業避止義務 本件競業避止特約は，控訴人（一審被

告）Ｙが同業他社に就職することや同業の会社を起業

すること自体は禁止していないが，その文言によれば，

もともとＹが個人事業として獲得したＹ既存顧客に対

してもＹが営業活動を行わない義務を課す内容であ

り，Ｙがこのとおりの義務を負うとなれば，Ｙが受け

る不利益は極めて大きいものであるとされた例（レ

ジェンド元従業員事件・福岡高裁令2.11.11判決)

……1241-70

競業避止義務 被控訴人（一審原告）Ｘ社が金銭の交

付等の代償措置を講じたとは認められず，また，Ｙが

Ｘ社に在職中に受領した賃金や報酬が，Ｙが退職後に

競業避止義務を負うことの実質的な代償措置であると

認めることもできないとされた例（レジェンド元従業

員事件・福岡高裁令2.11.11判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-70

競業避止義務 本件競業避止特約により，Ｙが，Ｘ社

退職後に，Ｙ既存顧客を含むすべてのＸ社の顧客に対

して営業活動を行うことを禁止されたと解すること

は，公序良俗に反するものであって認められないとさ

れた例（レジェンド元従業員事件・福岡高裁令2.11.11

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-70

無期転換 本件雇止めが無効とされたことにより有期

労働契約を�年を超えて更新した原告Ｘが，雇止めを

争う本件訴訟において，無期転換の主張をしていたこ

とにより，労契法18条�項に基づく無期転換の申込み

の意思表示が被告Ｙ法人に対してなされたとして，Ｘ

とＹ法人間の労働契約が本件雇止めの無効に伴う契約

更新による有期契約期間が満了した翌日（平成31年�

月�日）以降，無期労働契約として存続していると判

断された例（高知県公立大学法人〔第�〕事件・高知

地裁令2.3.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-23

無期転換 人員整理的な雇止めには，人員整理的雇止

めとしての客観的合理性，社会的相当性が肯定される

場合に限り，特段の事情が認められるというべきとこ

ろ，これが認められない本件雇止めは労契法19条柱書

の要件に該当し，被告Ｙ法人は，本件労働契約⑥の内

容である労働条件と同一の労働条件で同労働契約の更

新申込みを承諾したものとみなされるところ，原告Ｘ

の無期転換申込みにより，ＸとＹ法人との間には，平

成31年�月�日以降，上記有期労働契約の労働条件（契

約期間を除く）と同一の条件により，無期労働契約が

締結されたものとみなされるとされた例（公益財団法

人グリーントラストうつのみや事件・宇都宮地裁令2.

6.10判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-83

派遣・請負：派遣法40条の�第�項 被告Ｙ�社と原

告Ｘとの間でのソフトウェアに関する業務にかかる請

負，業務委託等の取引契約について，その実質は労働

契約であるとされた例（ハンプテイ商会ほか�社事

件・東京地裁令2.6.11判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-26

派遣・請負：派遣法40条の�第�項 労働者派遣法40
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条の�第�項�号が，派遣先（発注者）において労働

者派遣法等の規定の適用を「免れる目的」があること

を要することとしたのは，�号違反に関しては，派遣

先において，区分基準告示の解釈が困難である場合が

あり，客観的に違反行為があるというだけでは，派遣

先にその責めを負わせることが公平を欠く場合がある

ためであるところ，本件において「免れる目的」はな

かったとされた例（ハンプテイ商会ほか�社事件・東

京地裁令2.6.11判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-26

派遣・請負：派遣法40条の�第�項 労働者派遣法40

条の�に関し，労働者派遣の役務提供を受けているこ

と，すなわち，自らの指揮命令により役務の提供を受

けていることや，労働者派遣以外の形式で契約をして

いることから，派遣先である被告Ｙ�社において直ち

に同条�項�号の「免れる目的」があったとは推認で

きないとされた例（ハンプテイ商会ほか�社事件・東

京地裁令2.6.11判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-26

その他：職種限定合意等 交渉時における控訴人（一

審原告）Ｘ組合の関心事項が給与水準の維持および転

籍への切替えの強要阻止であったこと等からすれば，

在籍出向にかかる労働協約において，定年まで出向を

継続し，バス運転士として就労させることを合意した

とは認められないとした一審判断が維持された例（相

鉄ホールディングス事件・東京高裁令2.2.20判決)

……1241-87

その他：職種限定合意等 就業規則において，業務上

の必要がある場合には，転勤，転職および配置転換を

命ずることがあると規定されていること，従前よりバ

ス運転士から他の職種への異動実績があること，控訴

人（一審原告）Ｘ19を除く控訴人（一審原告）Ｘ�ら自

身，バスの乗務ができなくなっても他の職種をあっせ

んしてもらえると認識していたことからすれば，業務

上の必要がある場合には，労働者の個別の同意なく，

職種変更を命じる権限が被控訴人（一審被告）Ｙ社に

認められるとした一審判断が維持された例（相鉄ホー

ルディングス事件・東京高裁令2.2.20判決)

……1241-87

その他：公務員に対する労契法の適用 原告Ｘらに対

する任命行為は行政処分であるから，本件勤務関係が

私法上の労働契約関係と異質なものであることは明ら

かであり，そのような本件勤務関係の性質を踏まえる

と，労契法の明文規定に反して，本件勤務関係に同法

19条を類推適用すべきということはできないとされた

例（大阪府・府教委〔府立岸和田支援学校〕事件・大

阪地裁令3.3.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-5

その他：公務員に対する労契法の適用 本件勤務関係

を私法上の労働契約関係とみることはできないから，

本件勤務関係について私法上の一般原則である信義則

や権利濫用法理の適用をして，任用関係があると解す

ることはできないとされた例（大阪府・府教委〔府立

岸和田支援学校〕事件・大阪地裁令3.3.29判決)

……1247-5

賃金・一時金・退職金

未払賃金 原告（反訴被告）Ｘらは，平成31年�月16

日の時点において，職場復帰が可能な程度に症状が改

善しており，休職事由は消滅していたものと認めるの

が相当であり，被告（反訴原告）Ｙ社の復職拒否によ

り，同日以降の労務に服することができなかったので

あるから，Ｙ社はＸらに対し，同年�月分以降の賃金

支払義務を負う（民法536条�項本文）とされた例（丙

川商店事件・京都地裁令3.8.6判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-33

賃金減額 使用者が賃金減額を提示し，それを受け入

れる旨の労働者の行為があるとしても，当該行為を

もって直ちに労働者の同意があったとみるのは相当で

なく，その同意の有無については，当該変更による不

利益の内容・程度，労働者が当該行為を行った経緯・

態様，当該行為に先立つ労働者への情報提供・説明内

容等に照らして，労働者の自由な意思に基づいて当該

行為がなされたものと認めるに足りる合理的な理由が

客観的に存在するか否かという観点から判断されるべ

きとされた例（Ｏ・Ｓ・Ｉ事件・東京地裁令2.2.4判決)

……1233-92

賃金減額 本件契約書の内容は原告Ｘの賃金を25％も

減じるものであり，その不利益の程度は大きいにもか

かわらず， 被告Ｙ社が当該労働条件変更の根拠につ

いて十分な調査を行い，客観的な証拠を示してＸに説

明した事実がないことからすれば，Ｘが本件契約書を

持ち帰り，翌日，これに署名押印してＹ社に提出した

経緯を考慮しても，本件合意がＸの自由な意思に基づ

いてされたものと認めるに足りる合理的な理由が客観

的に存在するものとは認められないとされた例（Ｏ・

Ｓ・Ｉ事件・東京地裁令2.2.4判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-92

賃金減額 本件新就業規則の施行により，原告Ｘらの

給与および退職金が減額されることになるから，本件

旧就業規則から本件新就業規則への変更は，「就業規

則の変更」といえるとされた例（学校法人梅光学院〔給

与減額等〕事件・山口地裁下関支部令3.2.2判決)

……1249-5

賃金減額 被告Ｙ法人の財政上，極めて危機的な状況

に瀕していたとはいえないから，労働者が不利益を受

忍せざるを得ないほどの高度の必要性があったとは認

定できないとされた例（学校法人梅光学院〔給与減額

等〕事件・山口地裁下関支部令3.2.2判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-5

賃金減額 調整給という代償措置が講じられているこ

とを踏まえても，Ｙ法人の労働者の被る不利益の大き

さに照らすと，本件新就業規則の内容の相当性がある

とはいいがたいとされた例（学校法人梅光学院〔給与

減額等〕事件・山口地裁下関支部令3.2.2判決)
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……1249-5

賃金減額 Ｙ法人は，本件新就業規則への変更につい

て，労働基準法の定める意見聴取手続きを行ったもの

と認められ，その他，Ｙ法人における本件組合との交

渉に，格別の問題があったとは認められないとされた

例（学校法人梅光学院〔給与減額等〕事件・山口地裁

下関支部令3.2.2判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-5

賃金減額 Ｙ法人が極めて危機的な財政状況にあった

とはいえず，労働者が不利益を受忍せざるを得ないほ

どの高度の必要性があったとまでは認めがたいこと，

本件新就業規則の内容についても相当性があったとは

いいがたいことを踏まえると，本件新就業規則への変

更は合理的なものであったと認めることはできないと

された例（学校法人梅光学院〔給与減額等〕事件・山

口地裁下関支部令3.2.2判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-5

賃金減額 労働の対償たる賃金を減額するためには，

労働契約，就業規則または労働協約上の根拠，あるい

は，労働者の同意を要するが，支給の有無が使用者の

裁量に委ねられている任意的恩恵的給付については，

労働の対償たる賃金には該当せず，これを不支給とす

ることにつき，労働者の同意等を要しないと解される

とされた例（ＧＣＡ事件・東京地裁令3.1.20判決)

……1252-53

労務不提供と賃金 原告Ｘが平成28年�月31日まで就

労できなかったのは，Ｘがうつ状態になったことに伴

う就労能力または意思の喪失によるものであって被告

Ｙ社の帰責事由が認められないものの，その後，同年

�月�日から就労可能になったとして，ＸがＹ社に対

し，同日以降の就労再開を求めたにもかかわらず，Ｙ

社が本件雇用契約の終了を主張してこれを拒絶したこ

とについては，Ｙ社の帰責事由によってＸが就労でき

なかったというべきであり，民法536条�項に基づき，

Ｙ社はＸに対する同日以降の賃金債務の履行を拒めな

いとされた例（Ｏ・Ｓ・Ｉ事件・東京地裁令2.2.4判決)

……1233-92

労務不提供と賃金 控訴人（一審原告）Ｘの出勤日は，

被控訴人（一審被告）Ｙ社が送迎計画表を作成するこ

とによって決定され，その判断はＹ社に委ねられてい

たのであるから，Ｘが送迎計画表に入らなかった日に

就労しなかったことは，基本的にはＹ社の責めに帰す

べき事由によるものであったと解するのが相当である

とされた例（ホームケア事件・横浜地裁令2.3.26判決)

……1236-91

労務不提供と賃金：シフト減と賃金 民法536条�項

に基づく賃金請求の可否をめぐり，本件労働契約にお

いて勤務時間につき週�日，�日�時間，週24時間と

する合意があったとは認められず，毎月のシフトで勤

務日や勤務時間が決定していたことからすれば，適法

にシフトが決定されている以上，被告・反訴原告Ｙは，

原告・反訴被告Ｘ社に対し，シフトによって決定され

た勤務時間以外について，Ｘ社の責めに帰すべき事由

によって就労できなかったとして賃金を請求すること

はできないとされた例（シルバーハート事件・東京地

裁令2.11.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-27

労務不提供と賃金：シフト減と賃金 シフト制で勤務

する労働者にとって，シフトの大幅な削減は収入の減

少に直結するものであり，労働者の不利益が著しいこ

とからすれば，合理的な理由なくシフトを大幅に削減

した場合には，シフトの決定権限の濫用に当たり違法

となり得ると解され，不合理に削減されたといえる勤

務時間に対応する賃金について，民法536条�項に基

づき，賃金を請求し得るとされた例（シルバーハート

事件・東京地裁令2.11.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-27

労務不提供と賃金：シフト減と賃金 Ｙの平成29年�

月および10月の賃金について，シフトの削減がなけれ

ば，シフトが削減され始めた同年�月の直近�か月（同

年�月分∼	月分）の賃金の平均額を得られたであろ

うと認めるのが相当とされた例（シルバーハート事

件・東京地裁令2.11.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-27

労務不提供と賃金 原告Ｘが本件施設の�階（デイケ

ア部門）での労務を提供することができないのは，被

告Ｙ法人が無効な第�配転命令に基づいて労務の受領

を拒絶しているからであって，これはＹ法人の責めに

帰すべき事由といえるから，Ｘは，民法536条�項に基

づき，令和元年�月20日以降の賃金請求権を有すると

された例（医療法人社団弘恵会〔配転〕事件・札幌地

裁令3.7.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-40

割増賃金 管理職手当支給細則別表において管理職手

当の支給対象とされた「医長」は，労基法上の管理監

督者である「医長」を意味するとされた例（社会福祉

法人恩賜財団母子愛育会事件・東京高裁令元.12.24判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-40

割増賃金 被控訴人兼控訴人（一審本訴被告反訴原告）

Ｙ法人は，控訴人兼被控訴人（一審本訴原告反訴被告）

Ｘを労基法上の管理監督者に該当するものと誤解し，

そのため管理職手当を支給していたのだから，労基法

上の管理監督者には該当しないＸが管理職手当の支給

を受けることはできないとされた例（社会福祉法人恩

賜財団母子愛育会事件・東京高裁令元.12.24判決)

……1235-40

割増賃金 亡Ｋの基礎賃金額は，Ｋが受給していた基

本給等のうち，基本給30万5100円，地域手当のうち扶

養手当の月額の15％に当たる部分を除いた部分である

�万5765円および初任給調整手当24万9100円の合計額

である59万9965円となるとされた例（地方独立行政法

人長崎市立病院機構事件・長崎地裁令元.5.27判決)

……1235-67

割増賃金 問題となる手当が，時間外労働等に対する

対価に当たるかの判断に際しては，時間外労働等の抑

制，労働者への補償という労基法37条の趣旨を踏まえ，
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賃金体系全体における当該手当の位置づけ等にも留意

して検討せねばならないとされた例（トールエクスプ

レスジャパン事件・大阪高裁令3.2.25判決)㌀㌀㌀㌀1239-5

割増賃金 特定の手当以外の基準内賃金を基礎として

割増賃金を算出したうえで，当該手当の計算において

割増賃金相当額を減じ，かつ当該手当について別途割

増賃金を算出するという本件賃金規則等所定の計算方

法等に照らし，通常の労働時間の賃金に当たる部分と，

法定割増賃金に当たる部分が明確に区別できるとされ

た例（トールエクスプレスジャパン事件・大阪高裁令

3.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-5

割増賃金 業務の効率化を目的として，所定の計算額

が割増賃金額を超える場合に限り特定の手当を支払う

算出方法に合理的理由があるとされた例（トールエク

スプレスジャパン事件・大阪高裁令3.2.25判決)

……1239-5

割増賃金 労基法27条の定める労働時間に応じた賃金

の保障がされているとされた例（トールエクスプレス

ジャパン事件・大阪高裁令3.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-5

割増賃金 特定の手当に対して法定の計算方法に基づ

く割増賃金が別途支払われていることから，労基法37

条の割増賃金に当たる部分とそれ以外の部分を判別す

ることができないという問題は生じないとされた例

（トールエクスプレスジャパン事件・大阪高裁令3.2.

25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-5

割増賃金 特定の手当を算出する前提として業務量に

基づき計算される数値である「賃金対象額」は，労働

契約上の出来高払制の通常の賃金に該当しないとされ

た例（トールエクスプレスジャパン事件・大阪高裁令

3.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-5

割増賃金 労基法27条所定の賃金保障のほか，労基法

施行規則に基づく割増賃金の算出・支払いの限度で，

出来高払制の賃金と労基法37条の趣旨との整合性が図

られているとされた例（トールエクスプレスジャパン

事件・大阪高裁令3.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-5

割増賃金 所定の計算額が割増賃金額を超える場合に

限り支払われる手当は，出来高払制の賃金として追加

支給される性質のものであり，売上高等を得るに当た

り生ずる経費としての割増賃金の全額を集配職の労働

者に負担させているに等しいと評価することはできな

いとされた例（トールエクスプレスジャパン事件・大

阪高裁令3.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-5

割増賃金 割増賃金の定め方が労基法37条の趣旨に反

するか否かは，割増賃金制度全体を捉えて判断すべき

であるとされた例（トールエクスプレスジャパン事

件・大阪高裁令3.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-5

割増賃金 懲戒解雇された統括バイヤーであった原告

Ｘの管理監督者性が否定され，割増賃金等請求が一部

認容された例（石田商会事件・大阪地裁令2.7.16判決)

……1239-95

割増賃金 固定残業代の合意は有効であるとは認めら

れず，平成29年12月支給分の賃金減額も有効ではない

として，Ｘの割増賃金算定の基礎となる賃金は，基本

賃金と職務手当を合わせた額であるとされた例（石田

商会事件・大阪地裁令2.7.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-95

割増賃金 明確区分性を欠いた職務手当の支払いは，

Ｘと被告Ｙ社間の合意があったとしても，固定残業代

の支払いとは認められない（小里機材事件最判・テッ

クジャパン事件最判引用）とされた例（石田商会事件・

大阪地裁令2.7.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-95

割増賃金 原告Ｘの請求のうち，未払割増賃金737万

9533円，Ｘの法定外労働時間が相当長時間に及び，割

増賃金の額も相当に多額であるという事情を踏まえ

て，付加金520万2182円，および各遅延損害金の各支払

いが認容された例（ブレイントレジャー事件・大阪地

裁令2.9.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-70

割増賃金 被控訴人兼附帯控訴人（一審被告）Ｙ�社

のパン製造工場におけるパン製造にかかる技能実習生

として来日し，同社代表者である被控訴人兼附帯控訴

人（一審被告）Ｙ�等の業務命令により，同社が経営す

る旅館，飲食店等において食器洗浄，調理，接客等の

業務に従事していたところ，入管法違反（資格外活動）

の嫌疑で逮捕勾留された技能実習生らによる，Ｙ�社

在籍中の時間外労働の割増賃金等の請求を一部認めた

一審判決が維持された例（千鳥ほか事件・広島高裁令

3.3.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-5

割増賃金 定額手当制をとる固定残業代の合意が有効

であるといえるためには，通常の労働時間の賃金に当

たる部分と割増賃金の部分とが明確に区分され，かつ

当該手当が割増賃金支払いに代わる手当としての性格

を有していることが必要というべきであるとされた例

（ＫＡＺ事件・大阪地裁令2.11.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-77

割増賃金 調整手当の上乗せ分について時間外労働の

対価であることの合意があったことをもって，上乗せ

前の調整手当についても時間外労働の対価であること

の合意があったことになるものではないとされた例

（ＫＡＺ事件・大阪地裁令2.11.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-77

賃金控除 被告・反訴原告Ｙの所属する事業場は，

Ｃ�事業所，Ｃ�事業所および児童デイサービスの事業

所のいずれかであり，本社に所属していたとは認めら

れないことに加え，従業員代表とされるＡ氏の選出手

続きが具体的に明らかではないから，Ａ氏が，Ｙの所

属する事業場の過半数代表者であるとは認められない

として，本件労使協定によって，Ｙの賃金から給与振

込手数料を控除することはできないとされた例（シル

バーハート事件・東京地裁令2.11.25判決)㌀㌀㌀㌀1245-27

退職金 被告Ｙ社と旧ダートとの間で，旧ダートの下

で発生した原告Ｘに対する退職金債務をＹ社が引き受

ける旨の合意があったとはいえず，かえって，本件条

項の趣旨，本件覚書の内容，退職金に関するＡの説明
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にかんがみれば，旧ダートは，本件事業譲渡契約後も，

同社の下で発生したＸに対する退職金債務を引き続き

負っているとされた例（ヴィディヤコーヒー事件・大

阪地裁令3.3.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-13

退職金 退職金制度の廃止について，将来の退職金を

失わせるという不利益の大きさに鑑み，その同意の有

無については慎重に判断せざるを得ないところ，本件

においては，労働者の自由な意思に基づいてされたも

のと認めるに足りる合理的な理由が客観的に存在する

とはいえず，第�事件原告Ｘ�の同意があったものと

することができない（山梨県民信用組合事件・最二小

判平28.2.19労判1136号�頁引用）とされた例（東神金

商事件・大阪地裁令2.10.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-41

退職金：退職手当 退職手当管理機関がその裁量権の

行使としてした処分は，それが社会観念上著しく妥当

を欠いて裁量権を付与した目的を逸脱し，これを濫用

したと認められる場合でない限り，その裁量権の範囲

内にあるものとして違法とならないというべきである

とされた例（堺市〔懲戒免職〕事件・大阪地裁令3.3.

29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-33

退職金：退職手当 本件懲戒免職処分の各処分事由に

かかる第�事件原告・第�事件被告Ｘの非違行為の内

容は悪質といわざるを得ないものであり，Ｘが占めて

いた職の職務および責任，その勤務の状況を踏まえて

も，公務に対する信頼に消極的影響を及ぼし，Ｘの継

続勤務の功を抹消するものであるといわざるを得ず，

また，第�事件被告・第�事件原告Ｙの退職手当条例

は，国家公務員退職手当法とほぼ同様の文言を用いた

規定になっているところ，同法の運用方針において，

例外的に退職手当一部不支給処分とすることができる

とする�項目に本件はいずれも該当しないから，退職

手当の全部を不支給としたＹの判断に裁量権の逸脱ま

たは濫用があるとまではいうことができないとされた

例（堺市〔懲戒免職〕事件・大阪地裁令3.3.29判決)

……1247-33

雇止めと賃金 原告Ｘは，本件雇止めが無効と判断さ

れたことにより平成30年�月�日以降，さらに無期転

換により31年�月�日以降，労働契約上の地位に基づ

き被告Ｙ法人に対して賃金請求権を有すると判断され

た例（高知県公立大学法人〔第�〕事件・高知地裁令

2.3.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-23

解雇と賃金 原告Ｘらに支給されていた給与額のう

ち，本給，住宅手当，担任手当等．超担任手当，特別

手当，研究費，研究費補助については請求が認められ

たが，他方，諸活動手当および入試手当については，

請求が棄却された例（学校法人明浄学院事件・大阪地

裁令2.3.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-91

解雇と賃金 解雇によって生活に困窮を来した債権者

Ｘが賃金仮払いの仮処分の申立てを行い，同申立てが

認容されれば，Ｘは同仮払いを生活費等として費消す

ることが可能となり，「Ｘに生ずる著しい損害又は急

迫の危険を避ける」ことができることとなるから，そ

れ以上の措置が必要となるとはいいがたいとされた例

（インテリジェントヘルスケア〔仮処分〕事件・大阪

地裁令3.2.12決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-53

その他：通勤費増加分 被告Ｙ�社移転に伴う本判決

確定後の増加通勤費用の支払請求が不適法であると判

断された例（鑑定ソリュート大分ほか事件・大分地裁

令2.3.19判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-143

その他：付加金 使用者に労基法37条違反があっても，

裁判所がその支払いを命じるまでに使用者が未払割増

賃金の支払いを完了し，義務違反の状況が消滅したと

きには，もはや裁判所は付加金の支払いを命じること

はできなくなると解すべきであり，このことは，事実

審の口頭弁論がいったん終結され，その後口頭弁論が

再開された場合であっても異なるものではないとされ

た例（社会福祉法人恩賜財団母子愛育会事件・東京高

裁令元.12.24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-40

その他：付加金 一審判決中の，付加金支払いに関す

る部分が取り消され，同取消部分に関する控訴人兼被

控訴人（一審本訴原告反訴被告）Ｘの請求が棄却され

た例（社会福祉法人恩賜財団母子愛育会事件・東京高

裁令元.12.24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-40

その他：付加金 被控訴人兼控訴人（一審被告）Ｙ�社

は，一審判決によって未払時間外割増賃金等が一部存

在することや未払いに対する法律上の主張に理由がな

いとの判断が示されているにもかかわらず，その後も

支払拒絶を継続しており，控訴理由に照らしても合理

的とはいいがたく，付加金の支払いを命じるのが相当

であるとされた例（アートコーポレーションほか事

件・東京高裁令3.3.24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-76

その他：調整給 本件特別手当は，労働の対償ではな

く，本件降格による不利益を緩和するための調整給と

して支払われた任意的恩恵的給付にすぎず，これを不

支給をすることにつき，労働者の同意等を要しないと

された例（ＧＣＡ事件・東京地裁令3.1.20判決)

……1252-53

その他：中間利益の控除 使用者の責めに帰すべき事

由によって解雇された労働者が解雇期間中に他の職に

就いて収入等の中間利益を得たときは，使用者は，当

該労働者に解雇期間中の賃金を支払うに当たり中間利

益の額を賃金額から控除することができるが，上記賃

金額のうち労働基準法12条�項所定の平均賃金の�割

に達するまでの部分については利益控除の対象とする

ことが禁止されていると解すべきであるから，使用者

が労働者に対して負う解雇期間中の賃金支払債務の額

のうち平均賃金額の�割を超える部分から当該賃金の

支払対象期間と時期的に対応する期間内に得た中間利

益の額を控除することは許されるものと解するのが相

当であり，この理は，本件各解雇前の平成31年�月分
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以降の復職拒否期間中についても同様に当てはまると

いうべきであるとされた例（丙川商店事件・京都地裁

令3.8.6判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-33

労働時間・休日・休暇

労働時間 労働基準法上の労働時間とは，労働者が使

用者の指揮命令下に置かれている時間をいい，実作業

に従事している時間のみならず，作業と作業との間の

待機時間である手待時間も含まれ，実作業に従事して

いない仮眠時間であっても，一定の場所で待機し，必

要に応じて直ちに実作業に従事することが義務付けら

れているときは，その必要が生じることが皆無に等し

いなど，実質的に義務付けを否定できるような事情が

存しない限り，当該時間に労働から離れることが保障

されているとはいえないから，労働者が労働契約上の

役務の提供を義務付けられており，実作業に従事して

いない時間を含めた全体が使用者の指揮命令下に置か

れているものとして，労働時間に該当するというべき

であるとされた例（地方独立行政法人長崎市立病院機

構事件・長崎地裁令元.5.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-67

労働時間 通常業務に従事した時間は原則として労働

時間に該当するが，所定労働時間外に行われた自主的

見学時間については，被告Ｙ法人の指揮命令に基づく

労働であるとはいえないから，労働時間には該当しな

いとされた例（地方独立行政法人長崎市立病院機構事

件・長崎地裁令元.5.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-67

労働時間 当直業務は，全体として手待時間を含む労

働時間に該当するとされた例（地方独立行政法人長崎

市立病院機構事件・長崎地裁令元.5.27判決)

……1235-67

労働時間 看護師勉強会の講義時間およびその準備時

間，救命士勉強会および症例検討会の発表時間や準備

時間については，使用者の指揮命令下にある労務提供

と評価することができ，労働時間に該当するとされた

例（地方独立行政法人長崎市立病院機構事件・長崎地

裁令元.5.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-67

労働時間 派遣講義の準備や生徒に対する試験の採点

などの業務に要する時間は，業務起因性を判断するに

当たっての労働時間には該当するが，割増賃金の清算

の対象となる労働時間とはならないとされた例（地方

独立行政法人長崎市立病院機構事件・長崎地裁令元.5.

27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-67

労働時間 自身の担当する患者の疾患や治療法に関す

る文献の調査は労働時間に該当するが，他方，自身の

専門分野やこれに関係する分野にかかる疾患や治療方

法に関する文献の調査に関しては，この部分に要した

時間を労働時間と認めることはできないとされた例

（地方独立行政法人長崎市立病院機構事件・長崎地裁

令元.5.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-67

労働時間 当直業務以外の被告病院に滞在していた時

間について，Ｋが日常的な自己研さん活動を被告病院

滞在中に行っていたことを考慮しても，出張に要した

時間と平日の休憩時間を除き，少なくとも�割につい

ては通常業務を実際に行った時間あるいはその手待時

間または看護師勉強会，救命士勉強会および症例検討

会の準備等に要した時間に該当し，労働時間であった

と認めるのが相当であるとされた例（地方独立行政法

人長崎市立病院機構事件・長崎地裁令元.5.27判決)

……1235-67

労働時間 シフト上，仮眠や食事休憩の時刻が定めら

れることなく，24時間体制で勤務していた原告Ｘの休

憩時間につき，Ｘは勤務時間中の「不活動時間」にお

いても，フロント業務対応の可能性に備えて待機する

必要性があったもので，ただし，平日の
時以降の深

夜時間帯には必要性が薄い時間帯があったとして，Ｘ

の休憩時間は�時間であったと評価され，その�時間

を除き実労働時間に該当すると認められた例（ブレイ

ントレジャー事件・大阪地裁令2.9.3判決)㌀㌀㌀㌀1240-70

労働時間 研修の労働時間性について，三菱重工業長

崎造船所（一次訴訟・会社側上告）事件（最一小判平

12.3.9労判778号11頁）を引用して，労基法上の労働時

間は，客観的にみて，労働者の行為が使用者の指揮命

令下に置かれたものと評価できるか否かにより決まる

ことを前提に，本件セミナーへの参加は事実上，強制

されていたというべきであって，使用者である被告Ｙ

社の指揮命令下に置かれたものと客観的に定まるもの

といえるから，その参加時間は労働時間であるとされ

た例（ダイレックス事件・長崎地裁令3.2.26判決)

……1241-16

労働時間 労基法上の労働時間は，労働者が使用者の

指揮命令下に置かれている時間をいい，その労働時間

に該当するか否かは，労働者の行為が使用者の指揮命

令下に置かれたものと評価することができるかにより

客観的に定まるものであるとされた例（三井住友トラ

スト・アセットマネジメント事件・東京地裁令3.2.17

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-42

労働時間 所定労働時間内の作業について，被告Ｙ社

において自己研鑽だと認識する作業についても黙認し

ていたこと等からすると，少なくとも所定労働時間内

の在社時間は，業務日誌に記載された業務内容にかか

わらず，Ｙ社の指揮命令下にあったものと推認するこ

とができ，労働時間に当たると認められるとされた例

（三井住友トラスト・アセットマネジメント事件・東

京地裁令3.2.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-42

労働時間 所定始業時刻より早く出社したからといっ

て，当然に労働時間となるものではなく，所定始業時

刻前のパソコンのログ記録をもって始業時刻と主張す

る場合には，使用者から義務付けられまたはこれを余

儀なくされ，使用者の指揮命令下にある労働時間に該
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当することについての具体的な主張立証が必要である

と解されるとされた例（三井住友トラスト・アセット

マネジメント事件・東京地裁令3.2.17判決)

……1248-42

労働時間 部長に対して提出した業務日報の内容につ

いての指摘を受けたことがなく，月の半分程度は超過

勤務にかかる認可申請書を提出して残業をしていたこ

とからすると，原告Ｘが所定終業時刻後に行っていた

作業については，Ｙ社がこれを黙認していたといえ，

黙示の指揮命令があったものとして労働時間に当たる

と解するのが相当であるとされた例（三井住友トラス

ト・アセットマネジメント事件・東京地裁令3.2.17判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-42

労働時間：更衣・朝礼時間 被控訴人兼控訴人（一審

被告）Ｙ�社においては，制服を着用することが義務

付けられ，朝礼の前に着替えを済ませることになって

いたところ，その時間および朝礼の時間以降は，Ｙ�

社の指揮命令下に置かれたものと評価することがで

き，これに要する時間は，それが社会通念上相当と認

められる限り，労働基準法上の労働時間に該当すると

いうべきであるとした一審判断が維持された例（アー

トコーポレーションほか事件・東京高裁令3.3.24判決)

……1250-76

時間外（深夜・休日）労働 労基法上の労働時間に該

当するか否かは，労働者が使用者の指揮命令下に置か

れたものと評価することができるか否かにより客観的

に定まるものであり，使用者の指揮命令下にあるか否

かについては，労働者が使用者の明示または黙示の指

示によりその業務に従事しているといえるかどうかに

よって判断されるべきであるとされた例（山崎工業事

件・静岡地裁沼津支部令2.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-94

時間外（深夜・休日）労働 就業時刻後のいわゆる居

残残業と異なり，始業時刻前のいわゆる早出残業につ

いては，通勤時の交通事情等から遅刻しないように早

めに出社する場合や，生活パターン等から早く起床し，

自宅ではやることがないために早く出社する場合など

の労働者側の事情により，特に業務上の必要性がない

にもかかわらず早出出社することも一般的にままみら

れるところであるから，早出出勤については，業務上

の必要性があったのかについて具体的に検討されるべ

きであるとされた例（山崎工業事件・静岡地裁沼津支

部令2.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-94

時間外（深夜・休日）労働 被告Ｙ社の始業時刻は午

前�時であるところ，そもそも，Ｙ社は，時間外労働

は，やむを得ない場合に限り，課長または班長から指

示した者に行わせるという社内ルールを設け，かかる

指示によって時間外労働を行ったことは，日報に作業

内容や作業時間を記入することで管理することとして

いたこと，午前	時30分より前の工場内の点灯を原則

禁止していたことなどが認められ，これらの事実に照

らせば，原告Ｘが始業時刻より約�時間半も早く出社

する必要性があったとは認められないとされた例（山

崎工業事件・静岡地裁沼津支部令2.2.25判決)

……1244-94

管理監督者性 原告Ｘに管理監督者にふさわしい業務

内容や権限および責任の重要性があったとまで認める

ことはできないこと，賃金額は客観的に特に高額な金

額とはいえないこと，他方で労働時間管理はきわめて

ルーズなものであったことを総合して判断すると，Ｘ

が管理監督者であったとは認められないとされた例

（石田商会事件・大阪地裁令2.7.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀1239-95

管理監督者性 労基法41条�号は，管理監督者に該当

する場合，労基法で定める労働時間，休憩および休日

に関する規定を適用しないものとしているところ，こ

れは，管理監督者については，その職務の性質や経営

上の必要から，経営者と一体的な立場において，労働

時間，休憩および休日等に関する規制の枠を超えて活

動することが要請されるような重要な職務と責任，権

限を付与され，実際の勤務態様も労働時間等の規制に

なじまないような立場にある一方，他の一般の従業員

に比して賃金その他の待遇面でその地位にふさわしい

優遇措置が講じられていることや，自己の裁量で労働

時間を管理することが許容されていることなどから，

労基法の労働時間等に関する規制を及ぼさなくてもそ

の保護に欠けることがないと考えられることによると

された例（三井住友トラスト・アセットマネジメント

事件・東京地裁令3.2.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-42

管理監督者性 管理監督者該当性の判断に当たって

は，①当該労働者が実質的に経営者と一体的な立場に

あるといえるだけの重要な職務と責任，権限を付与さ

れているか，②自己の裁量で労働時間を管理すること

が許容されているか，③給与等に照らし管理監督者と

しての地位や職責にふさわしい待遇がなされているか

という観点から判断すべきであるとされた例（三井住

友トラスト・アセットマネジメント事件・東京地裁令

3.2.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-42

管理監督者性 労基法41条�号の趣旨からすれば，単

に経営上の重要事項に関する企画立案等の業務を担当

しているというだけでは，管理監督者に該当するとい

うには足りず，その職務と責任が，経営者と一体的な

立場にあると評価できることが必要と解されるとされ

た例（三井住友トラスト・アセットマネジメント事件・

東京地裁令3.2.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-42

管理監督者性 原告Ｘが担当する月報関連業務は，専

門的かつ重要な業務ではあるものの，企画立案等の業

務に当たるとはいえず，経営上の重要事項に関する業

務ともいえないとされた例（三井住友トラスト・アセッ

トマネジメント事件・東京地裁令3.2.17判決)

……1248-42

管理監督者性 自己の労働時間について一定の裁量が
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あり，管理監督者にふさわしい待遇がなされているも

のの，実質的に経営者と一体的な立場にあるといえる

だけの重要な職務と責任，権限を付与されているとは

認められないことからすれば，Ｘが，管理監督者に該

当するとは認められないとされた例（三井住友トラス

ト・アセットマネジメント事件・東京地裁令3.2.17判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-42

管理監督者性 労務管理等の対象範囲や権限等に関す

る諸事情を総合すると，亡Ｋが労務管理または業務管

理という管理業務に従事していたという事実を踏まえ

ても，Ｋが経営者の有する労務管理に関する権限を経

営者に代わって所掌，分掌していたといえるほどの権

限を有していたとはいえず，そのような実態があった

とみることもできないとされた例（国・川崎北労基署

長〔ＭＣＯＲ〕事件・東京地裁令元.11.7判決)

……1252-83

管理監督者性 繁忙度の高い状況において，Ｋが人員

の確保や業務の軽減に取り組むことについて一定の制

約があったことを踏まえると，繁忙度のそれほど高く

ない状況においてＫの出退勤の時間が管理されていな

かったことなどの事情は，管理監督者性を基礎付ける

事情として必ずしも大きな意味があるとまではいえな

いとされた例（国・川崎北労基署長〔ＭＣＯＲ〕事件・

東京地裁令元.11.7判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-83

管理監督者性 Ｋは，労働基準法上の労働時間等に関

する規制の枠を超えて活動することが要請されざるを

得ない重要な職務と責任を有し，現実の勤務態様も，

これらの規制になじまないような立場にある者とみる

ことはできないから，管理監督者に当たると認めるこ

とはできないとされた例（国・川崎北労基署長〔ＭＣ

ＯＲ〕事件・東京地裁令元.11.7判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-83

その他：自己研さんの時間 学会への参加は自主的研

さんの範疇に入るものといえ，学会への参加やその準

備に要した時間は労働時間とはいえないとされた例

（地方独立行政法人長崎市立病院機構事件・長崎地裁

令元.5.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-67

その他：変形労働時間制 変形労働時間制が有効であ

るためには，変形期間である�か月の平均労働時間が

�週間当たり40時間以内でなければならない（労基法

32条の�第�項，32条�項）ところ，被告Ｙ社の稼働

計画表では，原告Ｘの労働時間は，�か月の所定労働

時間にあらかじめ30時間が加算されて定められている

のであるから，�か月の平均労働時間が�週間当たり

40時間以内でなければならないとする法の定めを満た

さず，Ｙ社の定める変形労働時間制は無効であるとさ

れた例（ダイレックス事件・長崎地裁令3.2.26判決)

……1241-16

その他：安全活動参加時間 毎月�回の安全委員会の

「安全活動」に参加する時間について，労働時間に該

当するとはいえないとされた例（前原鎔断事件・大阪

地裁令2.3.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-47

その他：勉強会参加時間 「勉強会」に参加する時間

について，労働基準法上の労働時間に該当すると解す

るのが相当であるとされた例（前原鎔断事件・大阪地

裁令2.3.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-47

その他：変形労働時間制 就業規則で定められていた

�か月単位の変形労働時間制の有効性につき，原告Ｘ

の�か月当たりの労働時間が180時間超に達し，法定

の基準（週の平均所定労働時間が40時間以内）を超え

ていたことから，その有効性が否定された例（ブレイ

ントレジャー事件・大阪地裁令2.9.3判決)㌀㌀㌀㌀1240-70

人 事・労 務

配転 控訴人兼附帯被控訴人（一審被告）Ｙ社による

被控訴人兼附帯控訴人（一審原告）Ｘらに対する別々

の営業所への配置転換命令が無効とされ，転勤先の各

営業所に勤務する労働契約上の義務がないことを確認

した一審判断が維持された例（長崎自動車事件・福岡

高裁令2.11.19判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-5

配転 控訴人（一審被告）Ｙ社には，配転に当たって，

運行管理者の資格を活かし，運行管理業務や配車業務

に従事するという被控訴人（一審原告）Ｘの期待への

配慮が求められるとした一審判断が維持された例（安

藤運輸事件・名古屋高裁令3.1.20判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-5

配転 運行管理業務および配車業務から倉庫業務への

配置転換について，そもそも業務上の必要性がなかっ

たか，仮にこれを肯定し得るとしても，倉庫業務の人

員増員の必要性およびＸの適性のいずれの観点におい

ても，Ｘを配転しなければならない必要性は高いもの

ではなかったとした一審判断が維持された例（安藤運

輸事件・名古屋高裁令3.1.20判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-5

配転 本件配転命令は，そもそも業務上の必要性がな

かったか，仮に業務上の必要性があったとしても高い

ものではなく，かつ，運行管理業務および配車業務か

ら排除するまでの必要性もない状況の中で，Ｙ社にお

いて，運行管理者の資格を活かし，運行管理業務や配

車業務に従事することへのＸの期待に大きく反し，そ

の能力・経験を活かすことのできない倉庫業務に漫然

と配転し，Ｘに通常甘受すべき程度を著しく超える不

利益を負わせたもので，権利の濫用に当たり無効と解

するのが相当であるとされた例（安藤運輸事件・名古

屋高裁令3.1.20判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-5

配転 山梨県民信用組合事件（最二小判平28.2.19労

判1136号�頁）を引用したうえで，債権者Ｘが配転に

応じる旨の文書に署名押印したとしても，その行為が

されるに至った経緯と様態，労働者への事前の情報提

供または説明の内容等に照らして，労働者の自由な意

思に基づいてされたものと一応認めるに足りる合理的

な理由が客観的に存在するか否かという観点を踏まえ
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て判断することが相当であり，その合理的な理由が客

観的に存在しないとして本件配転合意の成立が否定さ

れた例（学校法人国際医療福祉大学〔仮処分〕事件・

宇都宮地裁令2.12.10決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-23

配転 使用者は業務上の必要に応じ，その裁量により

労働者の勤務場所を決定することができるものという

べきであるが，転勤，特に転居を伴う転勤は，一般に，

労働者の生活関係に少なからぬ影響を与えずにはおか

ないから，使用者の転勤命令権は無制約に行使するこ

とができるものではなく，これを濫用することの許さ

れないことはいうまでもないところ，当該転勤命令に

つき業務上の必要性が存しない場合または業務上の必

要性が存在する場合であっても，当該転勤命令が他の

不当な動機・目的をもってなされたものであるとき，

もしくは労働者に対し通常甘受すべき程度を著しく超

える不利益を負わせるものであるとき等，特段の事情

の存する場合でない限りは，当該転勤命令は権利の濫

用になるものではないというべきである（東亜ペイン

ト事件・最二小判昭61.7.14労判477号�頁）とされた

例（インテリジェントヘルスケア〔仮処分〕事件・大

阪地裁令3.2.12決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-53

配転 本件配転命令は，業務上の必要性を理由として

発令されたものと評価することはできず，ひいては，

配転命令権の濫用として無効となるといわざるを得な

いとされた例（インテリジェントヘルスケア〔仮処分〕

事件・大阪地裁令3.2.12決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-53

配転 本件配転①は，組織変更という業務上の必要性

に基づくものであり，不当な動機または目的に基づく

ものではなく，原告Ｘに生じた不利益も大きなもので

はないから，被告Ｙ社の配転命令権を濫用したものと

は到底いえないとされた例（ＥＬＣジャパン事件・東

京地裁令2.12.18判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-71

配転 本件配転①は，ＸとＹ社の間の職種限定合意に

反するものでもなく，配転命令権を濫用したものとも

いえないから，有効であるとされた例（ＥＬＣジャパ

ン事件・東京地裁令2.12.18判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-71

配転 配置転換は，転居を伴わなくとも，職員の生活

に相応の影響を及ぼすことがあるから，使用者は配転

命令を無制限で行使できるわけではなく，配転命令に

業務上の必要性が存在しない場合，または，業務上の

必要性が存在しても，当該配転命令が不当な動機や目

的をもってなされたり，職員に通常甘受すべき程度を

著しく超える不利益を負わせるものであったりするな

ど，特段の事情がある場合には，その権限の行使は権

利の濫用に該当し，当該配転命令は無効となるとされ

た例（医療法人社団弘恵会〔配転〕事件・札幌地裁令

3.7.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-40

配転 第�配転命令に至る経緯，内容，その必要性，

原告Ｘの希望およびこれに対する被告Ｙ法人側の認識

その他の事情を総合考慮すると，第�配転命令も，第

�配転命令と同様に，Ｘを意に沿わない部署に異動さ

せて精神的苦痛を与え，あるいはＸを退職に追い込む

といったような，不当な動機・目的により行われたと

された例（医療法人社団弘恵会〔配転〕事件・札幌地

裁令3.7.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-40

降格 平成30年度原告Ｘ人事評価について，被告Ｙ社

による裁量権の濫用または逸脱があったとは認められ

ず，したがって，Ｙ社が，平成30年度Ｘ人事評価を踏

まえて就業規則19条�項に基づいて行った本件降格決

定は有効であるとされた例（ＰｗＣあらた有限責任監

査法人事件・東京地裁令2.7.2判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-62

降格 本件降格は，組織変更という業務上の必要性に

基づくものであり，不当な動機または目的に基づくも

のではなく，原告Ｘに生じた不利益も大きなものでは

ないから，被告Ｙ社の使用者としての人事権を濫用し

たものとは到底いえないとされた例（ＥＬＣジャパン

事件・東京地裁令2.12.18判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-71

降格 本件降格は，ＸとＹ社の間の職種限定合意に反

するものでもなく，また，人事権を濫用したものとも

いえないから，有効であるとされた例（ＥＬＣジャパ

ン事件・東京地裁令2.12.18判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-71

降格 被控訴人兼控訴人（一審原告）Ｘは平成28・29

年度にＭ評価（�段階中�番目の評価）を受けていた

ことを根拠に，30年度の人事評価での低評価を踏まえ

て控訴人兼被控訴人（一審被告）Ｙ法人が行った本件

降格決定が不当である旨主張するものの，①上記Ｍ評

価は前回解雇後に復職して間もないＸの特殊事情を踏

まえた寛大なものであったこと，②復職後のＸには業

務範囲の拡大や文書作成・資料のまとめ方の改善等が

求められていたものの改善がみられなかったこと，③

30年�月の担当業務（本件配信業務）廃止後，待機時

間が長時間に及んでいたにもかかわらず，Ｘは業務獲

得に向けた活動を積極的に行っておらず，自己研鑽に

も熱心ではなかったこと等を踏まえれば，30年度の人

事評価についてＹ法人の裁量権の濫用は認められない

として，一審判断が維持された例（ＰｗＣあらた有限

責任監査法人事件・東京高裁令3.7.14判決)

……1250-58

降格 処分理由①∼③は懲戒事由とはならず，処分理

由④のうち，原告Ｘ�のＬ学生に対する言動はいずれ

も不適切であり，Ｌ学生に与えた精神的苦痛は大きい

と認められるが，そのことから直ちに，Ｘ�の指導全

般に問題があったとまでは認められず，これらのこと

に加え，指導を要する行動を取る学生に対する指導方

法については改善の機会が与えられるべきであるこ

と，Ｘ�にはこれまで懲戒処分歴はないことに照らせ

ば，教授の地位を剥奪して専任講師または准教授とす

るのは，重きに失するというべきであり，したがって，

本件降等級処分は，主位的な講師への降等級および予

備的な准教授への降等級のいずれについても，社会通
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念上相当性を欠き，無効であるとされた例（学校法人

國士舘ほか事件・東京地裁令2.10.15判決)㌀㌀㌀㌀1252-56

人事評価 観察期間における従業員の勤務状況を査定

してＰＡ（パフォーマンス・アプライザル）を定め，

そのＰＡに応じたパフォーマンス・ボーナス比率を乗

じて支給額が算出される場合の賞与の具体的な請求権

は，当該年度分の支給の実施および具体的な支給額ま

たは算定方法についての使用者の決定があって初めて

発生するというべきであるが，評価の前提となる事実

の認定に誤りがある場合や事実の評価が著しく合理性

を欠く場合，使用者が定めた評価方法や手順等に違反

した場合には，その裁量権を逸脱・濫用したものとし

て，従業員に対する不法行為となる場合があるとされ

た例（フェデラルエクスプレス事件・千葉地裁令2.3.

27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-46

人事評価 本件査定の前提事実とされた�月事案およ

び�月事案について，被告Ｙ社に事実誤認があったと

はいえないこと，評価マネージャーと従業員の評価に

ついての共有や議論はその議論によって評価を変える

ことを前提としていないと認められ，評価についての

共有や議論が行われていなくても査定手続違反になる

とは認められないこと，本件査定においてＹ社が評価

対象期間外の原告Ｘの言動を評価したと認めるに足り

る証拠はないことなどにより，本件査定はＹ社の裁量

の範囲において行われたものと認めるのが相当である

とされた例（フェデラルエクスプレス事件・千葉地裁

令2.3.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-46

人事評価 被告Ｙ社の人事評価が不当であったとして

平成27年度から29年度までの各賞与の差額分の支払い

を求める原告Ｘの請求には理由がないとされた例（Ｅ

ＬＣジャパン事件・東京地裁令2.12.18判決)

……1249-71

均等待遇 被告Ｙ社が本件コース別人事制度を導入し

て以降，令和�年�月までに採用された総合職全員が

男性である一方，一般職は全員女性であることからす

れば，男性を総合職，女性を一般職として男女で賃金

や昇格等につき異なる取扱いをしているとの疑念を抱

かせるものであり，同制度の運用面での女性に対する

差別的取扱いの有無を検討する必要があるとされた例

（巴機械サービス事件・横浜地裁令3.3.23判決)

……1243-5

均等待遇 Ｙ社が総合職の採用方針として現業経験の

有無等を重視していることは差別的取扱いに当たら

ず，原告Ｘらの一般職としての採用にも合理的理由が

認められるとされた例（巴機械サービス事件・横浜地

裁令3.3.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-5

均等待遇 Ｙ社の制度上は一般職から総合職への転換

が可能であるものの，従前，かかる転換が実施されず，

男女の異別取扱いへの疑念を抱かせる状況が継続して

いることからすれば，かかる取扱いに合理的理由が認

められない場合には，総合職を男性，一般職を女性と

する現状を固定化するものとして，職種変更について

性別を理由とした差別的取扱いを禁止する雇用機会均

等法�条�号に違反するか，雇用の分野における男女

の均等な機会および待遇の確保を図ることを目的とし

た同法�条の趣旨に鑑みて違法な男女差別に当たると

された例（巴機械サービス事件・横浜地裁令3.3.23判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-5

均等待遇 Ｙ社が総合職転換を希望するＸらに対し

て，そのための具体的基準等を示したことはなく，か

えってＹ社社長が女性に総合職はない旨の発言をして

いることからすれば，Ｙ社は女性であることを理由と

してＸらに総合職への転換機会を与えていないものと

強く推認されるうえ，適切な人材が現れなかったため

に職種転換制度を運用したことがなかったとするＹ社

の主張が信用しがたいこと等からすれば，Ｙ社がＸら

に総合職転換の機会を与えなかったことには合理的な

理由が認められず，Ｙ社のかかる対応は違法な男女差

別に当たるとされた例（巴機械サービス事件・横浜地

裁令3.3.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-5

均等待遇 総合職としての採用・職種転換を認めるか

はＹ社の裁量に属するため，自らが総合職であること

を前提に，男性総合職が得ていた職能給の平均額とＸ

らに支払われた職能給の差額を未払賃金・損害賠償と

して請求するＸらの主張には理由がないものの，諸般

の事情を総合考慮して，Ｘらが男女差別により被った

精神的苦痛に対する慰謝料は各100万円を下らないと

された例（巴機械サービス事件・横浜地裁令3.3.23判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-5

休職：復職 休職事由が消滅したというためには，従

前の業務を通常の程度に行うことができる健康状態に

回復したことを必要とするところ，休職事由が消滅し

た後に復職命令を発令するのに必要な合理的な期間を

経ても復職できないことは労働者に著しく不利益にな

るから，一定の合理的な期間を経ても使用者が復職を

発令しない場合には，当然復職するものと解するのが

相当であるとされた例（学校法人日通学園〔大学准教

授〕事件・千葉地裁令2.3.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-101

休職 休職期間満了時において，原告Ｘは，本件事故

発生当時と同様の�週間当たり�日間，あるいは，そ

れと大きな相違がない日数にわたって，現実に被告Ｙ

社の尾道事業所に出勤する形態で労務を提供すること

ができるとは認められないとされた例（日東電工事

件・大阪地裁令3.1.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-40

休職 尾道事業所での勤務可能日数等の点を度外視し

たとしても，Ｘは，休職前の担当業務を通常程度行う

ことができると解することはできないとされた例（日

東電工事件・大阪地裁令3.1.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-40

休職 Ｘの業務内容，後遺障害の内容，程度，身体能

力および健康状態，Ｘの業務内容や就労に伴う危険性
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等を勘案すると，合理的配慮指針に例示される程度の

事業主に過重な負担とならない措置をもってしては，

Ｘの業務の遂行は到底困難と解され，このことは，Ｙ

社が資本金267億円，従業員数5000人を超える大企業

であることを考慮しても，本件の事情の下では左右さ

れるものではないとされた例（日東電工事件・大阪地

裁令3.1.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-40

休職 休職期間満了時において，Ｘが休職前の職務を

通常の程度に行うことができる健康状態を回復したと

認められず，また，配置される現実的可能性があると

認められる他の業務について労務の提供の申出をして

いたとは認められないから，その時点において，債務

の本旨に従った履行の提供ができる状態にあるとはい

えず，したがって，休職事由が消滅したとはいえない

とされた例（日東電工事件・大阪地裁令3.1.27判決)

……1244-40

休職 本件各休職命令は，その要件を満たしておらず，

無効であり，その結果，反訴原告Ｘは，本件就業規則

29条�号の退職要件を満たしていないとされた例（タ

カゾノテクノロジー事件・大阪地裁令2.7.9判決)

……1245-50

休職：復職 原告Ｘの復職判断に際しての被告Ｙ社の

配慮義務は十分に尽くされたものとはいえないから，

Ｘの復職を認めず，休職命令を行ったＹ社の行為は違

法であるとされた例（東菱薬品工業事件・東京地裁令

2.3.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-76

再雇用 債務者Ｙ社における継続雇用制度は，平成24

年高年法改正の趣旨を踏まえ，就業規則�−	別表�

に定める基準年齢に達するまでは，労使協定に定める

基準を適用することなく，解雇事由または退職事由に

該当する事由がない限り再雇用し，上記基準年齢に達

した後は，労使協定に定める基準を満たす者に限って

65歳まで再雇用する旨定めるものと解釈すべきである

とされた例（ヤマサン食品工業〔仮処分〕事件・富山

地裁令2.11.27決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-5

再雇用 本件就業規則抵触条項についても，解雇事由

または退職事由に該当するような就業規則違反があっ

た場合に限定して，本件合意を解除し，再雇用の可否

や雇用条件を再検討するという趣旨であると解釈すべ

きであるとされた例（ヤマサン食品工業〔仮処分〕事

件・富山地裁令2.11.27決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-5

退職勧奨 本件退職勧奨①および②の態様が原告Ｘの

退職に関する自由な意思決定を阻害するようなもので

あったと認めるべき証拠はなく，不法行為に当たると

いうことはできないとされた例（ＥＬＣジャパン事

件・東京地裁令2.12.18判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-71

ハラスメント：セクハラ 被告Ｙ�が，原告Ｘ�に対し，

宿泊予定のホテルに向かうタクシー内で，愛人となる

よう求める発言を複数回行ったことは，それ自体，セ

クハラ行為に該当するものであり，加えて，Ｙ�は，到

着したホテルにおいて，別室を希望するＸ�の意向を

拒み，一時的であれ同室で過ごすことをやむを得ない

状況に置き，さらに入室後には早々にシャワーを浴び

るという行動に出ているのであり，これらのＹ�によ

る言動および対応は，Ｘ�に対し，意に沿わない性的

関係等を要求される危惧を抱かせるものであったと認

められ，Ｙ�において，このことの認識を持ち得なかっ

た特段の事情がないことも合わせ鑑みれば，以上の

Ｙ�の一連の言動および対応は，全体として，Ｘ�に対

する違法なセクハラ行為となると評価するのが相当で

あるとされた例（Ｐ社ほか〔セクハラ〕事件・大阪地

裁令2.2.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-66

ハラスメント：セクハラ 原告Ｘが被告Ｙ�の手を

払って拒否していることが明らかであるにもかかわら

ず，Ｙ�は複数回Ｘの肩に手を回そうとして，現にＸ

の肩に触れたものであるところ，当該行為は，Ｘの人

格権を侵害する違法行為というべきであり，不法行為

に当たるとされた例（海外需要開拓支援機構ほか事

件・東京地裁令2.3.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-72

ハラスメント：セクハラ Ｙ�は，派遣労働者である

Ｘが執行役員であるＹ�に対して拒否の意思を示すこ

とが容易ではないことは明らかであるのに，ＸがＹ�

に対して拒否する意思を明確にしていることを意に介

することなく複数回Ｘの肩に手を回そうとしたもので

あって，Ｘは，相応の羞恥心，強度の嫌悪感を抱いた

ものと推認されるが，他方，Ｙ�が接触した部位はＸ

の肩にとどまるなどとして，Ｘが被った精神的苦痛に

対する慰謝料の額としては�万円が相当とされた例

（海外需要開拓支援機構ほか事件・東京地裁令2.3.3

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-72

ハラスメント：セクハラ 本件懇親会において，「当た

り！！ワインディナー with監査役（交換不可）」など

と記載され，封筒に入れられたくじ10枚を，Ｘらに対

し，�人当たり�∼�枚引かせた行為は，監査役の接

待等を主たる目的として，Ｘの意思にかかわらず業務

と無関係の行事に監査役らと同行することなどを実質

的に強制しようとするもので，Ｘの人格権を侵害する

違法行為というべきであり，本件くじ引きが主として

接待の目的でされたもので業務と無関係な行事への参

加等を実質的に強制するという内容であったことに照

らせば，Ｘがこれにより相応の嫌悪感，屈辱感等を抱

いたことは優に推認されるなどとし，Ｘが被った精神

的苦痛に対する慰謝料の額としては�万円が相当とさ

れた例（海外需要開拓支援機構ほか事件・東京地裁令

2.3.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-72

ハラスメント：セクハラ 被告Ｙ�社は，被告Ｙ�によ

る本件懇親会および本件くじ引きについてＸが社外

ホットラインに通報した後，速やかに関係者に対する

事実関係の調査を実施し，弁護士の助言に基づいて

Ｙ�の行為を不適切と判断して厳重注意をしているな
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どとして，ＸのＹ�社に対する職場環境配慮，整備義

務違反を理由とする請求は理由がないとされた例（海

外需要開拓支援機構ほか事件・東京地裁令2.3.3判決)

……1242-72

ハラスメント：セクハラ Ｘは，被告Ｙ�社の担当者

に対し，Ｙ�の行為について相談した際もその後も，

何らかの具体的な措置を求めたことがなかったばかり

か，相談窓口を利用することもなかったのであり，こ

のような状況において，派遣元事業主であるＹ�社に

おいて何らかの措置をとらなければならない義務を認

めるべき法律上の根拠はないなどとして，ＸのＹ�社

に対する職場環境配慮，整備義務違反を理由とする請

求は理由がないとされた例（海外需要開拓支援機構ほ

か事件・東京地裁令2.3.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-72

ハラスメント：セクハラ 被告Ｙは，平成30年�月下

旬から同年10月下旬にかけて，原告Ｘに対し，ほぼ毎

日のように多数のメッセージ等を送信しており，Ｙが

送信したメッセージ等に業務とおよそ無関係なものが

多数含まれていたこと，同年�月31日を除いて，Ｘか

らメッセージ等の送信を開始したことはなく，いずれ

もＹから送信が開始されていること，平日はその大部

分が業務時間外に送信されており，休日の午前�時台

に送信されたり，夜間，Ｙが飲酒したうえで送信され

ることもあったことなどに照らすと，Ｙからのメッ

セージ等の送信は業務上の必要性のみから行われたと

は到底認めがたく，職場内の親睦を図るという趣旨が

あるとしても，社会通念上，相当な範囲を逸脱してい

ると評価せざるを得ないとされた例（旭川公証人合同

役場事件・旭川地裁令3.3.30判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-63

ハラスメント：セクハラ Ｙは，Ｘの息子がＸのスマー

トフォンを時々使用していると聞くと，「このメッセー

ジ，大丈夫でしょうか」とのメッセージを送信し，Ｘ

から同人の交際相手が気にしている旨の返信を受け

て，メッセージ等の内容や頻度を変化させており，自

らのメッセージ等の送信について，Ｘの息子や交際相

手に知られると問題となり得るものであるとの認識が

あったことがうかがわれるとされた例（旭川公証人合

同役場事件・旭川地裁令3.3.30判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-63

ハラスメント：セクハラ Ｙは，Ｙの言動がＸにとっ

て迷惑であり，性的な嫌悪感を含む精神的苦痛を生じ

させるものであることを認識し得たといえ，使用者と

して，これを認識し，業務上の必要性に乏しいメッセー

ジ等の送信を控えるべき注意義務を負っていたという

べきであるとされた例（旭川公証人合同役場事件・旭

川地裁令3.3.30判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-63

ハラスメント：セクハラ Ｙによるメッセージ等の送

信を全体としてみれば，社会通念上，許容される限度

を超えて，Ｘに対する精神的苦痛を与えたと評価され，

その人格権を侵害するものとして不法行為に該当する

とされた例（旭川公証人合同役場事件・旭川地裁令3.

3.30判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-63

ハラスメント 業務上の必要性があるときに，至近距

離に接近することや，パソコン操作をした際に手が当

たり，腕が胸に触れたとして，そのことが，平均的女

性労働者を基準として，性的不快感を与えるものとし

て，違法であるとまではいえず，身体の接触等につい

て，被告Ｙ�の行為が違法であるとは認められないと

された例（長崎県ほか〔非常勤職員〕事件・長崎地裁

令3.8.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-5

ハラスメント Ｙ�が原告Ｘに対し，①俺じゃだめか

な，②俺の前ではそういうことをいってもいいけど，

③俺の何が気に食わないのか，などと述べたことは認

められるが，前後の経緯に照らせば，いずれもＹ�が

Ｘを指導する立場にあることを前提に，①および③は，

指導者として不適切か，不満があるのか問うものであ

り，②は，現地調査に向かう際に，現地調査の際には，

そのようなことをいわないようにとの趣旨で述べたも

のであることが認められ，Ｘに男性らしさをアピール

するために使用したものとは認められないなどとし

て，その違法性が否定された例（長崎県ほか〔非常勤

職員〕事件・長崎地裁令3.8.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-5

ハラスメント Ｙ�は，Ｘに対し，俺の何が気に食わ

ないのか，逃げるのか，俺に対して失礼だと思わない

のかなどと述べたことが認められるところ，同発言は，

退職意向を示したＸに対し，ＸがＹ�によるパワハラ

を訴え，辞めようとしているものと捉え，自己防衛的

にＸを非難するものであり，退職意向を示した部下に

対し，事情を聴取する際の上司の言動として，不適切

であることが明らかであり，社会通念に反し，違法で

あると認められるとされた例（長崎県ほか〔非常勤職

員〕事件・長崎地裁令3.8.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-5

その他：運転禁止命令 大型車等の運転禁止命令は，

業務上の必要性および合理性に基づいて行われたもの

であり，発令時期についても特段不合理というべき事

情は認められず，他に原告Ｘに対する嫌がらせの目的

およびＸを孤立させる目的で行われたと認めるに足り

る証拠はないとされた例（フェデラルエクスプレス事

件・千葉地裁令2.3.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-46

その他：使用者責任 被告Ｙ�は，被告Ｙ�社が事業の

ために使用する被用者に当たると認めるのが相当であ

り，Ｙ�のセクハラ行為は，その業務と密接に関連す

る出張中のタクシーおよび宿泊予定のホテルでなされ

ており，Ｙ�社の業務の執行についてなされたものと

認められるから，Ｙ�社は，Ｙ�によるセクハラ行為に

つき，使用者責任（民法715条）に基づく損害賠償責任

を負うとされた例（Ｐ社ほか〔セクハラ〕事件・大阪

地裁令2.2.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-66

その他：使用者責任 Ｙ�社は，原告Ｘ�からのセクハ

ラ被害申告に対し，使用者として採るべき事実関係の

調査や出社確保のための方策を怠ったものとして，
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Ｘ�主張の職場環境整備義務に違反したと認めるのが

相当であるとされた例（Ｐ社ほか〔セクハラ〕事件・

大阪地裁令2.2.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-66

その他：性同一性障害と賃金 本件身だしなみ規定

は，その規定目的自体は正当性を是認することができ

るが，同規定に基づく，業務中の従業員の身だしなみ

に対する制約は，無制限に許容されるものではなく，

業務上の必要性に基づく，合理的な内容の限度に止め

なければならないとされた例（淀川交通〔仮処分〕事

件・大阪地裁令2.7.20決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-79

その他：性同一性障害と賃金 男性乗務員が化粧をし

て乗務したことをもって，本件身だしなみ規定に違反

したものと取り扱うことは，債務者Ｙ社が，女性乗務

員に対して化粧を施したうえで乗務することを許容し

ている以上，乗務員の性別に基づいて異なる取扱いを

するものであるから，その必要性や合理性は慎重に検

討する必要があるとされた例（淀川交通〔仮処分〕事

件・大阪地裁令2.7.20決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-79

その他：性同一性障害と賃金 一般論として，サービ

ス業において，客に不快感を与えないとの観点から，

男性のみに対し，業務中に化粧を禁止すること自体，

直ちに必要性や合理性が否定されるものとはいえない

が，債権者Ｘは，医師から性同一性障害であるとの診

断を受け，生物学的な性別は男性で，性自認が女性と

いう人格であるところ，そうした人格にとっては，外

見を可能な限り性自認上の性別である女性に近づけ，

女性として社会生活を送ることは，自然かつ当然の欲

求であるというべきであり，個性や価値観を過度に押

し通そうとするものであると評価すべきものではない

ことから，性同一性障害者であるＸに対しても，女性

乗務員と同等に化粧を施すことを認める必要性がある

といえるとされた例（淀川交通〔仮処分〕事件・大阪地

裁令2.7.20決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-79

その他：無期転換後の労働条件 労契法18条による無

期転換後の労働条件について，被告Ｙ社は，無期転換

後の無期契約社員が正社員になるとは考えておらず，

正社員就業規則は適用されない旨回答しているので

あって，無期パート雇用契約書および契約社員就業規

則の無期契約社員規定が無効となる場合には正社員就

業規則が適用されるといった原告Ｘらの考えをＹ社が

了解した事情は何ら存在しないとされた例（ハマキョ

ウレックス〔無期契約社員〕事件・大阪地裁令2.11.25

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-5

その他：無期転換後の労働条件 Ｘらは，Ｙ社が無期

転換後の無期契約社員が正社員になると考えていない

ことを認識したうえで，無期転換後の労働条件は契約

社員就業規則による旨が明記された無期パート雇用契

約書に署名押印してＹ社に提出しており，ＸらとＹ社

との間には，無期転換後も契約社員就業規則が適用さ

れるという明示の合意があるとされた例（ハマキョウ

レックス〔無期契約社員〕事件・大阪地裁令2.11.25判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-5

その他：無期転換後の労働条件 無期転換後のＸらと

正社員との間にも，職務の内容および配置の変更の範

囲に関し，有期の契約社員と正社員との間と同様の違

いがあるなかで，無期転換後のＸらと正社員との労働

条件の相違も，両者の職務の内容および配置の変更の

範囲等の就業の実態に応じた均衡が保たれている限

り，労契法	条の合理性を満たすとされた例（ハマキョ

ウレックス〔無期契約社員〕事件・大阪地裁令2.11.25

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-5

その他：無期転換後の労働条件 労契法18条は，期間

の定めのある労働契約を締結している労働者の雇用の

安定化を図るべく，無期転換により契約期間の定めを

なくすことができる旨を定めたものであって，無期転

換後の契約内容を正社員と同一にすることを当然に想

定したものではないとされた例（ハマキョウレックス

〔無期契約社員〕事件・大阪地裁令2.11.25判決)

……1237-5

その他：復職命令 職務内容の変更を伴う復職命令が

権利の濫用に当たるかを判断するに当たり，業務上の

必要性・合理性については，高度の必要性に限定する

ことは相当でなく，労働力の適正配置，業務の能率増

進，労働者の能力開発，勤務意欲の高揚，業務運営の

円滑化など企業の合理的運営に寄与する点が認められ

る限りは，業務上の必要性・合理性の存在を肯定すべ

きとした一審判断が維持された例（相鉄ホールディン

グス事件・東京高裁令2.2.20判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-87

その他：復職命令 控訴人（一審原告）Ｘ19を除く控訴

人（一審原告）Ｘ�らが不慣れな清掃業務に配置され

ることがあったとしても，当該清掃業務は研修，適性

検査等の空き時間を活用するものであること，従前か

ら労務部の従業員が行っていた業務であること，執務

環境が不適切とはいえないこと，清掃業務に従事した

期間が最大で17日間にとどまることからすれば，一時

的な期間に空き時間の活用として従事させていたもの

であり，追出し部屋的処遇とは認められないとした一

審判断が維持された例（相鉄ホールディングス事件・

東京高裁令2.2.20判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-87

その他：復職命令 長年携わってきた業務から離れる

ことによる不利益は，相当大きいものと認められるも

のの，職種限定の合意が認められない以上，その保護

は限定的といわざるを得ないこと，復職後の処遇や業

務内容が過酷なものとはいえないことからすれば，著

しい不利益が生じたとまではいえないとした一審判断

が維持された例（相鉄ホールディングス事件・東京高

裁令2.2.20判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-87

その他：留学費用に関する返還合意の有無および対象

原告Ｘ社と被告Ｙとの間には，本件留学制度に基づ

く留学に際しＸ社が負担したＹの留学費用について，
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労働契約とは別個の消費貸借契約が成立していること

が認められるとされた例（みずほ証券元従業員事件・

東京地裁令3.2.10判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-82

その他：留学費用に関する返還合意の有無および対象

Ｘ社とＹとの間には，Ｙの留学に関してＸ社が負担

した費用のすべてについて，Ｙが留学終了後Ｘ社に�

年間勤務した場合にはその返還債務を免除する旨の特

約付きの消費貸借契約が成立していると認められると

された例（みずほ証券元従業員事件・東京地裁令3.2.

10判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-82

その他：留学費用に関する返還合意の有無および対象

Ｘ社とＹとの間には，Ｘ社が請求した留学費用のす

べて（合計額3045万0219円）について返還の対象とな

る旨の合意が成立していると認められるとされた例

（みずほ証券元従業員事件・東京地裁令3.2.10判決)

……1246-82

その他：留学費用に関する返還合意の有無および対象

留学費用についてのＸ社・Ｙ間の返還合意は，その

債務免除までの期間が不当に長いとまではいえないこ

とも踏まえると，Ｙの自由意思を不当に拘束し，労働

契約の継続を強要するものではないから，労働基準法

16条に反するとはいえないとされた例（みずほ証券元

従業員事件・東京地裁令3.2.10判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-82

懲戒処分（含：懲戒解雇)

懲戒解雇 退職した労働者である原告Ｘからの，懲戒

解雇したことを理由に被告Ｙ社が支払わない就労分の

賃金，退職金共済の退職一時金の受給妨害，不当な損

害賠償請求をしたこと等を理由とする損害賠償請求に

ついて，未払賃金，慰謝料および退職一時金減額分の

損害賠償請求等が認容された例（日成産業事件・札幌

地裁令2.5.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-32

懲戒解雇 原告Ｘらが各種委員会・理事会における議

論の内容等を外部に漏らした行為等につき，漏えい行

為は就業規則上の懲戒事由に該当するものの，漏えい

の対象が被告Ｙ法人関係者および守秘義務を負う弁護

士に限られること，当該漏えい行為によるＹ法人への

具体的な損害が認められないこと等を考慮し，懲戒解

雇処分を行うのは重きに失するから，その権利を濫用

したものとして無効とされた例（学校法人追手門学院

〔懲戒解雇〕事件・大阪地裁令2.3.25判決)㌀㌀㌀㌀1232-59

懲戒解雇 Ｙ法人による普通解雇が，懲戒解雇を争う

Ｘらによる訴状送達から�年以上経過し，証人尋問お

よび本人尋問も終了した後に，準備書面をもって予備

的になされたとしても，当時，当事者双方が事後に最

終準備書面を提出することを予定しており，口頭弁論

終結前であったことから，時機に後れた攻撃防御方法

として却下する対象とはならないとされた例（学校法

人追手門学院〔懲戒解雇〕事件・大阪地裁令2.3.25判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-59

懲戒解雇 同業他社に転職した原告Ｘ�および同Ｘ�

に対する，同僚への転職勧誘行為等を理由とする懲戒

解雇について，同人らの行為は単なる転職勧誘にとど

まらず，本部長または店長の地位にありながら同業他

社のため繰り返して勧誘を行うという社会的相当性を

超えた態様でなされたものであって懲戒事由に該当

し，懲戒解雇とすることに客観的に合理的な理由と社

会的相当性があるとされた例（福屋不動産販売事件・

大阪地裁令2.8.6判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-5

懲戒解雇 被告Ｙ社の社内規定に反し，Ｙ社が販売媒

介する不動産物件を居住用であると申告して転売目的

で取得した原告Ｘ�に対する懲戒解雇について，懲戒

事由があると認められるものの，懲戒解雇とすること

が社会通念上相当とまでは認められないとされた例

（福屋不動産販売事件・大阪地裁令2.8.6判決)

……1234-5

懲戒解雇 退職時期を今後の話合いによって決定する

ことを前提に退職を申し出ていたＸ�に対する懲戒解

雇が無効であるとして，労働契約上の権利を有する地

位確認請求を認め，賃金について，諸事情を考慮する

と年度末には退職したとするのが相当として，解雇日

から平成30年�月分までの賃金支払いが命じられた例

（福屋不動産販売事件・大阪地裁令2.8.6判決)

……1234-5

懲戒解雇 原告Ｘは，被告Ｙ社の商品を322点も窃取

したことを理由として解雇されたものであるから，Ｘ

の解雇は，労働者の責めに帰すべき理由に基づくもの

と認めるのが相当であって，Ｘの解雇予告手当支払請

求には理由がないとされた例（石田商会事件・大阪地

裁令2.7.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-95

懲戒解雇 原告Ｘは被告Ｙ社が管理する各自動販売機

内の売上金を着服（窃取）していたと認められ，�年

以上繰り返し行われていたこと，着服金額が100万円

を超えること，被害弁償も行われていないことを考慮

すれば，本件解雇には合理的な理由があり社会的相当

性も認められるとされた例（近畿中央ヤクルト販売事

件・大阪地裁令2.5.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-136

懲戒解雇 解雇理由①の発言①∼⑤は，学生に不信

感・不安感を与える内容であったものの，被告Ｙ�法

人の一般的な信用を毀損するおそれは小さいこと，解

雇理由②も，Ｙ�法人の業務に支障をきたすものでは

ないこと，解雇理由③について，教員規則20条の懲戒

事由となる事実があるとは認められないこと，いずれ

も，規律違反は重大であるとまではいえないこと，原

告Ｘ�が過去に懲戒処分を受けたことがないことを考

慮すれば，解雇理由①②によってＸ�を解雇とするこ

とは，重きに失し，社会的相当性を欠くものといわざ

るを得ず，したがって，本件解雇は権利の濫用に当た

り，無効であるとされた例（学校法人國士舘ほか事件・
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東京地裁令2.10.15判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-56

懲戒解雇 Ｙ�法人は，本件専攻主任解任の理由は，

処分理由①∼③である旨主張するところ，処分理由①

∼③は懲戒事由とならず，したがって，本件専攻主任

解任は，判断の根拠となる事実の基礎を欠き，事実の

評価が著しく合理性を欠く場合に当たるから，人事権

の濫用として無効であるとされた例（学校法人國士舘

ほか事件・東京地裁令2.10.15判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-56

諭旨解雇 原告Ｘが本件ストーカー行為を行ったこと

について真に反省していたかが疑わしい点を勘案した

としても，労働者たる地位の喪失につながる本件諭旨

免職処分は，重きに失するものであったといわざるを

得ず，社会通念上相当であるとは認められない場合に

当たり，労働契約法15条により，その権利を濫用した

ものとして無効であるとされた例（ＰｗＣあらた有限

責任監査法人事件・東京地裁令2.7.2判決)㌀㌀㌀㌀1245-62

諭旨解雇 本件ストーカー行為の態様や被害女性の精

神的苦痛の程度，被控訴人兼控訴人（一審原告）Ｘの

反省態度，再発の危険性等に鑑みれば，同行為を理由

とするＸへの本件諭旨免職処分については懲戒権の濫

用が認められないとして，一審判断を変更し，Ｘの同

処分無効確認請求が棄却された例（ＰｗＣあらた有限

責任監査法人事件・東京高裁令3.7.14判決)

……1250-58

諭旨解雇 ①Ｘが基本的な業務対応をほとんどできて

いなかったこと，②本件配信業務を問題なく遂行して

いたとはいえないこと，③補助業務等を担当する意思

がない旨を表明していたこと，④控訴人兼被控訴人（一

審被告）Ｙ法人のバックオフィスの職員は	割が女性

であり，本件ストーカー行為を行ったＸを他の部署に

異動させることが困難であったこと，⑤令和元年度の

業務目標設定に際しての上司の提案に反発し，同年度

の目標を設定しなかったこと，⑥令和元年度も最低の

人事評価が見込まれていたこと等から，Ｙ法人の就業

規則が規定する普通解雇事由（「職務の遂行に必要な

能力を欠き，かつ他の職務に転換することができない」

こと，および「職務怠慢がひどく，勤務成績が著しく

不良」であること）が認められるとして，一審判断を

変更し，Ｘの解雇無効確認請求が棄却された例（Ｐｗ

Ｃあらた有限責任監査法人事件・東京高裁令3.7.14判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-58

諭旨解雇 ①Ｘが本件ストーカー行為等について真摯

に反省しておらず，②Ｙ法人のアサイン制度や人事評

価制度を否定していたこと等からすれば，Ｘの言動は

Ｙ法人との間で構築されるべき誠実な信頼関係を破壊

するものであり，Ｙ法人の就業規則が規定するその他

の解雇事由（「その他……やむを得ない事由」）も認め

られるとして，一審判断を変更し，Ｘの解雇無効確認

請求が棄却された例（ＰｗＣあらた有限責任監査法人

事件・東京高裁令3.7.14判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-58

出勤停止 控訴人兼附帯被控訴人（一審被告）Ｙ社が，

被控訴人兼附帯控訴人（一審原告）Ｘらに対してした，

同僚に対する恫喝行為等を理由とする出勤停止の懲戒

処分をそれぞれ無効であるとした一審判断が維持され

た例（長崎自動車事件・福岡高裁令2.11.19判決)

……1238-5

出勤停止 原告Ｘ�が送信した本件各メールの内容を

みると，被告Ｙ法人の理事ら個人について侮辱的表現

を繰り返すなどしたものであり，他の部分もＹ法人の

経営について建設的な意見を述べたものではなく，同

理事らを一方的に批判し，揶揄する内容であるから，

本件各メールの送信はＸ�の業務に関してされたもの

とみることはできず，Ｙ法人の教職員として，担当の

業務に専念し，能率発揮に努めるべき義務を怠ったと

された例（学校法人目白学園事件・東京地裁令2.7.16

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-83

出勤停止 Ｘ�は，Ｙ法人理事らに対し，侮辱的なあ

だ名を付けて一方的に批判，揶揄する内容のメールを，

Ｙ法人内部の�名から18名に対し，約�か月の短期間

に11回にわたり送信したものであり，その内容，回数

等のほか，送信を受けた他のＹ法人の職員について業

務とは無関係の内容の各メールを作成，閲読させるな

どしてＹ法人の業務に与えた影響も考慮すると，就業

規則等に定める義務違反の程度を軽視することはでき

ず，以前に同様の行為を行ったことにより口頭厳重注

意を受けたことがあるにもかかわらず，再度，Ｙ法人

の理事等を批判，揶揄する内容の本件メールを送信し

たことからすると，Ｘ�の義務違反の責任は軽いもの

とはいいがたいとされた例（学校法人目白学園事件・

東京地裁令2.7.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-83

出勤停止 原告Ｘ�がＸ�に対して本件情報を提供し

たことは，職務上知り得た個人情報を漏えいし，また

は自ら不当な目的で使用したものであり，加えて，収

集した個人情報について定められた目的以外の目的へ

の利用，およびあらかじめ情報主体の同意を得ない第

三者への提供にも当たるというべきであり，懲戒事由

に該当するが，出勤停止処分は重きに失し相当性を欠

くとされた例（学校法人目白学園事件・東京地裁令2.

7.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-83

懲戒手続き 米軍基地内で起こった窃盗事件に関与し

たことが疑われ，制裁措置の対象となった駐留軍等労

働者である原告Ｘ�∼Ｘ11について，被告Ｙは，米軍の

捜査・取調べは適切に行った旨の陳述書を提出するの

みで，本件訴訟において，同僚らの陳述書を提出せず，

同人らの証人尋問の申請も行わないのであるから，制

裁措置の対象となるＭＬＣ附表Ⅹの�項の「窃盗」に

該当する違反行為の事実を認定することはできないと

された例（国〔在日米軍基地従業員・出勤停止〕事件・

那覇地裁令3.7.7判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-24

懲戒手続き 制裁措置にかかる本件処分①は，制裁措
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置を課すための事実の基礎を欠くものとして無効とさ

れた例（国〔在日米軍基地従業員・出勤停止〕事件・

那覇地裁令3.7.7判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-24

懲戒手続き 原告Ｘ12が従業員Ａを制止するに際して

多少の身体的接触があったとしても，その目的および

態様が社会通念に照らしても必要やむを得ない範囲に

とどまるものであったと解されるとして，ＩＨＡの定

める「11ａ 生産性，規律又は士気に悪影響を及ぼす

攻撃的な言動」に該当しないため，本件処分②は，制

裁措置の事実の基礎を欠き，無効と判断された例（国

〔在日米軍基地従業員・出勤停止〕事件・那覇地裁令

3.7.7判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-24

その他：けん責 被告Ｙ法人が原告Ｘ�∼Ｘ�に発した

本件業務命令を違法と解することはできず，また，本

件業務命令の拒否をもって懲戒権を行使することが，

懲戒権の濫用に当たるとも解されないとされた例（学

校法人関西外国語大学事件・大阪地裁令2.1.29判決)

……1234-52

その他：戒告 原告Ｘらに対する本件各処分の懲戒事

由は認められず，その余の点（社会通念上相当性欠如，

公益通報違反，懲戒規程違反）について判断するまで

もなく，本件各処分は無効というべきであるとされた

例（学校法人國士舘ほか〔戒告処分等〕事件・東京地

裁令2.11.12判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-30

その他：戒告 被告Ｙ�法人が，Ｘらに本件各処分の

懲戒事由があるとした判断は，調査不十分というにと

どまらず，中立性，公平性にも疑問があるとして，本

件各処分は違法であり，無効とされた例（学校法人國

士舘ほか〔戒告処分等〕事件・東京地裁令2.11.12判決)

……1238-30

その他：懲戒免職 懲戒権者が裁量権の行使としてし

た懲戒処分は，それが社会観念上著しく妥当を欠いて

裁量権を付与した目的を逸脱し，これを濫用したと認

められる場合でない限り，その裁量権の範囲内にある

ものとして違法とならないものというべきであるとさ

れた例（堺市〔懲戒免職〕事件・大阪地裁令3.3.29判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-33

その他：懲戒免職 第�事件原告・第�事件被告Ｘの

行為は，非違行為の態様の悪質性や結果の重大性に加

えて，その動機，過失の程度，事後のＸの対応状況お

よび社会的影響の程度等を踏まえると，処分行政庁が

Ｘに対する懲戒処分として免職処分を選択したこと

が，社会通念に照らして著しく妥当を欠くものであっ

たということはできないとされた例（堺市〔懲戒免職〕

事件・大阪地裁令3.3.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-33

その他：降格 原告Ｘが本件事故について一応の報告

をしていることがうかがわれるのであって，被告Ｙ社

が主張するように，平成28年�月14日より前には，Ｘ

から欠勤に関する連絡が一切なかったとの事実が十分

に立証されているということはできないから，少なく

とも「無連絡欠勤」であったと評価することはできな

いとされた例（東菱薬品工業事件・東京地裁令2.3.25

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-76

その他：降格 本件懲戒処分は，前提となる懲戒事由

の存在を認めることができないから，無効であるとさ

れた例（東菱薬品工業事件・東京地裁令2.3.25判決)

……1247-76

普 通 解 雇

勤務態度 被告Ｙ�社の主張する解雇理由（業務の仕

上げの期限徒過，期限に間に合わないことが予想され

るときの報告懈怠，被告Ｙ�の叱責に腹を立てて同人

に詰め寄り威嚇したこと，指導の無視等による勤務態

度不良，習熟度未熟）について，これらを理由とする

解雇が，客観的に合理的な理由のあるもので，社会通

念上相当なものとまでいうことはできないとされた例

（鑑定ソリュート大分ほか事件・大分地裁令2.3.19判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-143

勤務態度 被告Ｙ社は給与の見直しや雇用契約から業

務委託契約への変更を原告Ｘに断られた後，人員削減

の必要性や解雇回避義務を尽くしたことの十分な説明

をすることなくＸを即日解雇しており，Ｘと解雇につ

いて協議をしたとはいえないとされた例（東京現代事

件・東京地裁平31.3.8判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-100

勤務態度 Ｘの副業への従事をＹ社代表者が知ってい

たことをもって，副業が許可されているとは認められ

ず，就業規則に違反しており，客観的合理的な理由が

あるとして解雇の有効性が認められた例（東京現代事

件・東京地裁平31.3.8判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-100

勤務態度 原告Ｘ・被告Ｙ社間の信頼関係が破壊され

ているとして普通解雇事由に該当するというために

は，ＸにつきＹ社との信頼関係が破壊されたことを理

由として解雇を相当とするだけの客観的事情が存在す

ることが必要と解されるとされた例（みずほビジネス

パートナー事件・東京地裁令2.9.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀1238-56

勤務態度 勤務成績および業務遂行能力の不良および

非違行為については，いずれも直ちに解雇を相当とす

る事情とは認められないところ，これらの事情に加え

て，Ｘがみずほ銀行の OBとしてＹ社に転籍したとい

う労働契約締結の経緯や，Ｘが懲戒処分�の際に他に

規律違反行為はない旨誓約する内容の顛末書を提出し

ていたこと等を合わせ考慮しても，本件解雇時点にお

いて，Ｘ・Ｙ社間の信頼関係が破壊されていたと認め

るには足りず，当該解雇事由があるとは認められない

とされた例（みずほビジネスパートナー事件・東京地

裁令2.9.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-56

勤務態度 原告Ｘの，睡眠時無呼吸症候群を原因とす

る居眠りについて，その回数，時間等が「業務に堪え

られない」との程度に至っているとはいえず，就業規
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則上の解雇事由への該当性が認められないとされた例

（太平洋ディエムサービス事件・大阪地裁令2.3.27判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-93

勤務態度 Ｘにおいて職務懈怠等が著しく，あるいは，

もっぱらＸの言動によって本件雇用契約上の信頼関係

が破壊させられ，これが就業規則上の解雇事由「その

他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき」に該

当するという被告Ｙ社の主張について，そのような著

しい職務懈怠等やＸに帰責されるべき本件雇用契約上

の信頼関係の破壊があったとの客観的評価が妥当する

とはいえないとして，解雇事由への該当性が否定され

た例（太平洋ディエムサービス事件・大阪地裁令2.3.

27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-93

非違行為 本件解雇が妊娠中にされた解雇であり雇用

機会均等法�条�項に反して無効であると甲事件原

告・乙事件被告Ｘが主張しているとおり，証明責任が

転換されていることからしても，Ｘによる窃取の事実

を甲事件被告・乙事件原告Ｙ社が証明できない以上，

民法536条�項における使用者の責に帰すべき事由が

あるとされるのは当然のことであるとされた例（アニ

マルホールド事件・名古屋地裁令2.2.28判決)

……1231-157

非違行為 本件解雇は，客観的合理性・社会的相当性

を欠いており，権利濫用と評価され，認定事実の平成

30年�月11日以降の経過や本件訴訟での主張立証状況

に鑑みても性急かつ軽率な判断といわざるを得ず，少

なくともＹ社に過失が認められることは明らかである

から，Ｘの雇用を保持する利益や名誉を侵害するもの

として，不法行為を構成するとされた例（アニマルホー

ルド事件・名古屋地裁令2.2.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-157

非違行為 被告Ｙ法人が原告Ｘらに対する普通解雇を

検討した事実がないこと，解雇が「懲戒通知書」によっ

てなされ，解雇理由の説明も「懲戒処分説明書」をもっ

てなされており，当該書面に普通解雇をうかがわせる

記載がないことから，懲戒解雇に普通解雇の意思表示

が含まれていると解することはできないとされた例

（学校法人追手門学院〔懲戒解雇〕事件・大阪地裁令

2.3.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-59

非違行為 新たに発覚した非違行為�，�については，

懲戒処分�，�が存在することを考慮しても，直ちに

解雇を相当とする行為として，原告Ｘ・被告Ｙ社間の

信頼関係が破壊されたと認めるには足りないというべ

きであるとされた例（みずほビジネスパートナー事

件・東京地裁令2.9.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-56

非違行為 被控訴人兼附帯控訴人（一審原告）Ｘ�，一

審原告Ｘ�および同Ｘ�と控訴人兼附帯被控訴人（一審

被告）Ｙ社との間に退職合意が存在したとのＹ社の主

張には，理由がないとした一審判断が維持された例（新

日本建設運輸事件・東京高裁令2.1.30判決)

……1239-77

非違行為 本件各解雇は，いずれも客観的に合理的な

理由を欠き，社会通念上相当であるとは認められない

というべきであるから，解雇権を濫用したものとして

無効である（労働契約法16条）とした一審判断が維持

された例（新日本建設運輸事件・東京高裁令2.1.30判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-77

非違行為 原告Ｘに就業規則所定の解雇事由は認めら

れず，仮に解雇事由に該当する余地があったとしても，

Ｘを解雇せざるを得ないほどの事由があると認めるこ

とはできないから，本件普通解雇は，客観的に合理的

な理由を欠き，社会通念上相当であると認めることは

できず，労働契約法16条により，解雇権を濫用したも

のとして無効であるとされた例（ＰｗＣあらた有限責

任監査法人事件・東京地裁令2.7.2判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-62

職務遂行能力 被告Ｙ社が，原告Ｘの就業状況が著し

く不良で就業に適さない，あるいはこれに準ずるもの

としてした本件解雇は，客観的に合理的な理由があり，

かつ社会通念上相当と認められるとされた例（前原鎔

断事件・大阪地裁令2.3.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-47

職務遂行能力 原告（反訴被告）Ｘらが被告（反訴原

告）Ｙ社の承認を得ないでＹ社以外で就労しているこ

とについて，いずれもＹ社の承認なく在職中に他に就

職したものであるから，本件就業規則の解雇事由に該

当するものの，本件の具体的事情の下でこれを理由に

解雇することは著しく不合理であり，社会通念上相当

なものとして是認することができず，解雇権の濫用と

して無効であるとされた例（丙川商店事件・京都地裁

令3.8.6判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-33

整理解雇 仮に職種限定合意があっても，直ちに整理

解雇法理の適用が排除されるわけではないとされた例

（学校法人奈良学園事件・奈良地裁令2.7.21判決)

……1231-56

整理解雇 学部廃止に伴う教員の過員状態の解消とい

う人員削減の必要性自体は認められるものの，原告Ｘ

ら教員を解雇しなければ被告Ｙ法人が経営破綻するな

どの逼迫した財政状態ではなかったため，Ｘらを解雇

する必要性が高かったとはいえないとされた例（学校

法人奈良学園事件・奈良地裁令2.7.21判決)

……1231-56

整理解雇 Ｙ法人はＸら教員を他学部に異動させるこ

とを検討しておらず，総人件費削減に向けて努力をし

た形跡もないことからすれば，解雇回避努力が尽くさ

れたとはいえないとされた例（学校法人奈良学園事

件・奈良地裁令2.7.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-56

整理解雇 Ｙ法人はＸらの他学部への異動の可否を検

討しないままＸらを整理解雇の対象者に選定してお

り，人選の合理性を肯定することは困難であるとされ

た例（学校法人奈良学園事件・奈良地裁令2.7.21判決)

……1231-56

整理解雇 Ｙ法人は本件組合等との間で多数回の団交
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に応じているものの，希望退職の募集と解雇対象者の

事務職等への配転を検討するのみであり，協議が十分

に尽くされたといい得るかは疑問が残るとされた例

（学校法人奈良学園事件・奈良地裁令2.7.21判決)

……1231-56

整理解雇 Ｘらのうち無期契約を締結した�名の解雇

については，整理解雇法理の�要素を総合考慮しても，

労契法16条所定の客観的合理的理由と社会通念上の相

当性は肯定されないとされた例（学校法人奈良学園事

件・奈良地裁令2.7.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-56

整理解雇 「やむを得ない事由」（労働契約法17条�項）

の判断に当たっては，本件解雇が整理解雇でもあるこ

とからすると，①人員削減の必要性，②解雇回避措置

の相当性，③人員選択の合理性，④手続きの相当性の

各要素を総合的に考慮して判断すべきであるとされた

例（センバ流通〔仮処分〕事件・仙台地裁令2.8.21決

定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-63

整理解雇 令和�年�月から�月中旬にかけて，厚生

労働省や労働基準監督署，宮城県タクシー協会がホー

ムページや説明会を利用して雇用調整助成金を利用し

た雇用の確保を推奨していたこと，東北運輸局がホー

ムページを利用して臨時休車措置の利用を推奨してい

たこと，債務者Ｙ社自身が，同年�月20日から同月27

日までの間，雇用調整助成金の利用を検討する旨の説

明を債権者Ｘらや他の従業員にしていたことに照らす

と，Ｙ社は，本件解雇に先立ち，これらの措置を利用

することが強く要請されていたというべきであるとさ

れた例（センバ流通〔仮処分〕事件・仙台地裁令2.8.

21決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-63

整理解雇 特に雇用調整助成金の利用が可能であった

にもかかわらずこれを利用していないという解雇回避

措置の相当性が相当に低いことに加え，本件解雇が有

期労働契約の契約期間中の整理解雇であることを総合

的に考慮すると，本件解雇は労働契約法17条�項のや

むを得ない事由を欠いて無効であるとされた例（セン

バ流通〔仮処分〕事件・仙台地裁令2.8.21決定)

……1236-63

整理解雇 新型コロナウイルスの感染拡大によって，

令和�年�月中旬以降，貸切バスの運行事業がまった

くできなくなり，同年�月中旬にはすべての運転手に

休業要請を行う事態に陥ったこと，同年�月の売上げ

は約399万円，同年�月の売上げは約87万円であった

こと，従業員の社会保険料の負担は月額150万円を超

えていたこと，同年�月当時，雇用調整助成金がいつ

いくら支給されるかも不透明な状況にあったこと等を

考慮すると，その後，高速バス事業のために運転手�

名を新たに雇用したことを考慮しても，債務者Ｙ社に

おいて人員削減の必要性があったことは一応認められ

るとされた例（森山〔仮処分〕事件・福岡地裁令3.3.

9決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-31

整理解雇 Ｙ社は，令和�年�月17日のミーティング

において，人員削減の必要性に言及したものの，人員

削減の規模や人選基準等は説明せず，希望退職者を募

ることもないまま，翌日の幹部会で解雇対象者の人選

を行い，解雇対象者から意見聴取を行うこともなく，

直ちに解雇予告をしたことは拙速といわざるを得ず，

本件解雇の手続きは相当性を欠くというべきであると

された例（森山〔仮処分〕事件・福岡地裁令3.3.9決定)

……1244-31

整理解雇 債権者Ｘが解雇の対象に選ばれたのは，高

速バスの運転手として働く意思を表明しなかったこと

が理由とされているところ，Ｙ社は，令和�年�月17

日のミーティングにおいて，高速バス事業を開始する

ことを告知し，運転手らに協力を求めたものの，高速

バスによる事業計画を乗務員に示し，乗務の必要性を

十分に説明したとは認められないうえ，高速バスを運

転するか否かの意向確認は突然であって，観光バスと

高速バスとでは運転手の勤務形態が大きく異なり家族

の生活にも影響することを考慮すると，当該ミーティ

ングの場で挙手しなかったことをもって直ちに高速バ

スの運転手として稼働する意思は一切ないものと即断

し，解雇の対象とするのは，人選の方法として合理的

なものとは認めがたいとされた例（森山〔仮処分〕事

件・福岡地裁令3.3.9決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-31

整理解雇 本件解雇は，客観的な合理性を欠き，社会

通念上相当とはいえないから，無効といわざるを得な

いとされた例（森山〔仮処分〕事件・福岡地裁令3.3.

9決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-31

整理解雇 被告Ｙ法人の事業活動収支が赤字であるこ

とに加えて，入学者数の減少が見込まれる状況で決定

された人員整理について，不合理とはいえないとしつ

つ，	名の常勤講師の退職の申出のために新たに13名

を採用していることからすると，本件各解雇の予告を

撤回して原告Ｘらの雇用を継続することができなかっ

た理由も見当たらないとされた例（学校法人明浄学院

事件・大阪地裁令2.3.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-91

整理解雇 Ｙ法人は�名を教員として採用していると

ころ，入学者数の減少により授業数も減少することが

見込まれ，代わりにＸら�名で対応できた可能性が否

定できないとされた例（学校法人明浄学院事件・大阪

地裁令2.3.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-91

整理解雇 人件費の削減は，解雇に至らなくてもＸら

の給与額を削減することによっても達成することがで

きたが，Ｘらに在職したまま給与を減額する提案を

行っていないとして，Ｙ法人の解雇回避努力が否定さ

れた例（学校法人明浄学院事件・大阪地裁令2.3.26判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-91

整理解雇 本件各解雇は，人員削減の必要性に疑問が

あることに加え，人選の合理性や十分な解雇回避努力

の履行が認められず，客観的かつ合理的な理由を欠き，
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社会通念上相当であるとは認められないから，いずれ

も無効であるとされた例（学校法人明浄学院事件・大

阪地裁令2.3.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-91

その他：解雇の意思表示 Ｙ�社はＸ�に対し，同年�

月28日付での解雇の意思表示をしたものと認められる

とされた例（Ｐ社ほか〔セクハラ〕事件・大阪地裁令

2.2.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-66

その他：行方不明 被告Ｙ社の就業規則における本件

退職条項が定める「従業員の行方が不明となり，14日

以上連絡が取れないとき」とは，従業員が所在不明と

なり，かつ，Ｙ社が当該従業員に対して出勤命令や解

雇等の意思表示をする通常の手段が，まったくなく

なったときを指すと解するのが相当であるところ，原

告Ｘは本件施設に出勤しなくなって以降も休暇等届と

題する書面をファクシミリでＹ社に送信し，その後も

電子メールにより休職を申し出ていたこと等を考慮す

れば，Ｘは本件退職条項に該当する状況にあったとは

いえず，本件雇用契約が本件退職条項により終了した

ともいえないとされた例（Ｏ・Ｓ・Ｉ事件・東京地裁

令2.2.4判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-92

その他：他社就労と就労意思 被控訴人兼附帯控訴人

（一審原告）Ｘ�の離職時に就労意思がなかったとい

うことはできず，また，解雇された労働者が，解雇後

に生活の維持のため，他の就労先で就労すること自体

は復職の意思と矛盾するとはいえず，不当解雇を主張

して解雇の有効性を争っている労働者が解雇前と同水

準以上の給与を得た事実をもって，解雇された就労先

における就労の意思を喪失したと認めることはできな

いとされた例（新日本建設運輸事件・東京高裁令2.1.

30判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-77

その他：他社就労と就労意思 Ｘ�について，遅くと

も有限会社Ｈ興業に再就職した後約半年が経過し，本

件解雇から�年半弱が経過した平成29年11月21日の時

点で，客観的にみて控訴人兼附帯被控訴人（一審被告）

Ｙ社における就労意思を喪失するとともに，Ｙ社との

間でＸ�がＹ社を退職することについて黙示の合意が

成立したと認めるのが相当であるとした一審判断を変

更し，Ｙ社は，Ｘ�に対する平成28年	月分から二審

判決確定の日まで，賃金の支払義務を負うとされた例

（新日本建設運輸事件・東京高裁令2.1.30判決)

……1239-77

その他：不安全行動に基づく解雇 本件解雇の法的性

質は普通解雇であることが一義的に明らかであるとさ

れた例（山崎工業事件・静岡地裁沼津支部令2.2.25判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-94

その他：不安全行動に基づく解雇 原告Ｘは，本件事

故②の危険性を省みることなく，かえって，A,Cおよ

び被告Ｙ社を非難する姿勢を強めていたものであっ

て，Ｘが自ら職場環境の安全に対する意識を高めるこ

と，あるいはＹ社がＸにかかる意識を高めるよう指導，

教育を行い，その効果を得ることはもはや期待し得な

い状況に陥っていたというほかないところ，そのよう

な状況下において，Ｙ社がＸを雇用し続けることは，

Ｘが本件事故②と同様の事故を再び生じさせるリスク

を抱えることを意味するものであって，そのことは労

働者の生命，身体等の安全に配慮すべき立場にある使

用者として甘受し得ないほどの著しい負担をもたらす

ものであったというべきであるとされた例（山崎工業

事件・静岡地裁沼津支部令2.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-94

その他：不安全行動に基づく解雇 本件解雇は，客観

的に合理的な理由のあるものであったというべきであ

り，社会通念上相当なものであったということができ

るから，解雇権の濫用に当たらず，有効であるという

べきであるとされた例（山崎工業事件・静岡地裁沼津

支部令2.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-94

その他：地位保全の必要性 解雇によって生活に困窮

を来した債権者Ｘが賃金仮払いの仮処分の申立てを行

い，同申立てが認容されれば，Ｘは同仮払いを生活費

等として費消することが可能となり，「Ｘに生ずる著

しい損害又は急迫の危険を避ける」ことができること

となるから，それ以上の措置が必要となるとはいいが

たいとされた例（インテリジェントヘルスケア〔仮処

分〕事件・大阪地裁令3.2.12決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-53

その他：地位保全の必要性 労働契約上の権利を有す

る地位にあることを仮に定める旨の仮処分命令を発令

する保全の必要性があるといえるのは，特段の事情が

ある場合に限られると解するほかないが，本件におい

て，上記特段の事情があることを一応認めるに足りる

疎明資料はないとされた例（インテリジェントヘルス

ケア〔仮処分〕事件・大阪地裁令3.2.12決定)

……1246-53

契 約 の 終 了

退職：妊娠した労働者の退職 被告Ｙ社が原告Ｘに対

して月220時間の勤務時間を守ることができないので

あれば正社員としての雇用を継続することができない

旨を伝えていたと認めることはできず，したがって，

Ｘにおいて，月220時間勤務を約束することができな

かったため，退職を決断せざるを得なくなったという

事情があったということはできないとされた例（ド

リームスタイラー事件・東京地裁令2.3.23判決)

……1239-63

退職：妊娠した労働者の退職 Ｙ社は，Ｘの妊娠が判

明した後，Ｘの体調を気遣い，Ｘの通院や体調不良に

よる遅刻，早退および欠勤をすべて承認するとともに，

Ｘの時短勤務の希望には直ちに応じることができな

かったものの，Ｘに対し，従前の勤務より業務量およ

び勤務時間の両面において相当に負担が軽減される勤

務を提案していたものであり，これらのＹ社の対応が
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労働基準法65条�項等に反し，違法であるということ

はできないとされた例（ドリームスタイラー事件・東

京地裁令2.3.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-63

退職：妊娠した労働者の退職 Ｘの退職が実質的にみ

てＹ社による解雇に該当すると認めることはできない

とされた例（ドリームスタイラー事件・東京地裁令2.

3.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-63

雇止め 原告Ｘ�ら�名の雇止めについて，人員削減

の際に有期契約労働者を優先して雇止めとすることに

は客観的に合理的な理由があり，社会通念上も相当で

あるとされた例（学校法人奈良学園事件・奈良地裁令

2.7.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-56

雇止め 被告Ｙ法人の有期プロジェクトに専門職とし

て従事するために，有期労働契約を締結し�回にわた

り更新してきた原告Ｘに対する，財政悪化およびシス

テム構築の完了を理由とする雇止めが無効と判断され

た例（高知県公立大学法人〔第�〕事件・高知地裁令

2.3.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-23

雇止め 契約書に不更新条項等が記載され，これに対

する同意が更新の条件となっている場合には，労働者

としては署名を拒否して直ちに契約関係を終了させる

か，署名して次期の期間満了時に契約関係を終了させ

るかの二者択一を迫られるため，労働者が不更新条項

等を含む契約書に署名押印する行為は，労働者の自由

な意思に基づくものか一般的に疑問があり，契約更新

時において労働者が置かれた前記の状況を考慮すれ

ば，不更新条項等を含む契約書に署名押印する行為が

あったことをもって，直ちに不更新条項等に対する承

諾があり，合理的期待の放棄がされたと認めるべきで

はなく，労働者が置かれた前記の状況からすれば，前

記行為が労働者の自由な意思に基づいてされたものと

認めるに足りる合理的な理由が客観的に存在する場合

に限り，労働者により更新に対する合理的な期待が放

棄されたと認めるべきであるとされた例（日本通運事

件・東京地裁令2.10.1判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-16

雇止め 労働契約�から�までの不更新条項等の存在

は，原告Ｘの雇用継続の期待の合理性を判断するため

の事情の�つにとどまるというべきところ，労働契約

�の満了時において，当初の契約時から満了時までの

事情を総合してみれば，Ｘが被告Ｙ社との間の有期労

働契約が更新されると期待することについて合理的な

理由がある（労契法19条�号）とは認められないとさ

れた例（日本通運事件・東京地裁令2.10.1判決)

……1236-16

雇止め 本件各労働契約につき，雇用期間の定めの意

味や目的を考慮したとしても，なお原告Ｘの雇用継続

に対する期待を保護する必要は高いものというべきで

あるから，Ｘにおいて本件労働契約⑥の満了時に同労

働契約が更新されるものと期待することについて合理

的な理由があるとされた例（公益財団法人グリーント

ラストうつのみや事件・宇都宮地裁令2.6.10判決)

……1240-83

雇止め 本件学校や府教委側が，原告Ｘらに対し，Ｘ

らが再任用されることが保障されていると解されるよ

うな言動に及んだ事実は認められず，任用期間満了後

も任用が継続されると期待することが無理からぬもの

とみられる行為をしたというような特別の事情はない

として，本件各不再任用の国賠法上の違法性が否定さ

れた例（大阪府・府教委〔府立岸和田支援学校〕事件・

大阪地裁令3.3.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-5

雇止め 予備校講師として�年契約を更新してきた原

告Ｘが，次年度の担当コマ数減の提示を拒否したため

雇止めとされた事案において，被告Ｙ�法人のコマ数

減の提示には客観的合理性があり，社会的相当性があ

るところ，Ｘからの同一労働条件による契約更新の申

込みをＹ�法人が拒絶したことは，「客観的に合理的な

理由を欠き，社会通念上相当であると認められない」

場合に当たらないとして，地位確認請求等が退けられ

た例（学校法人河合塾〔雇止め〕事件・東京地裁令3.

8.5判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-13

雇止め 労契法19条�号の適用においては，更新の際

に同一の労働条件で更新されたか否かは更新の期待の

合理性を基礎付ける本質的要素ではなく，同号にいう

「更新」とは，当該労働契約と接続または近接した時

期に有期労働契約を再度締結することを意味するもの

であって，同一の契約期間や労働条件による契約の再

締結を意味するものではないとされた例（学校法人河

合塾〔雇止め〕事件・東京地裁令3.8.5判決)

……1250-13

雇止め 労契法19条�号の更新を期待する合理的理由

は，同一の労働条件に対する合理的期待ではなく，更

新に対する合理的期待であるから，使用者が提示した

内容で更新される限度で合理的期待を判断すること

は，労働者の合理的期待の程度を使用者が直接左右す

ることを認めることになりかねず，労契法19条の法意

に照らして採用できないとされた例（学校法人河合塾

〔雇止め〕事件・東京地裁令3.8.5判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-13

再雇用：再雇用拒否 債権者Ｘは，高年法および債務

者Ｙ社の継続雇用制度に基づき，年齢を除く解雇事由

または退職事由に該当する事情がない限り，令和�年

	月20日の定年退職後もＹ社に再雇用される立場にあ

り，現に本件合意が締結され，年齢を除く解雇事由ま

たは退職事由に該当する事情も認められなかったので

あるから，本件合意に定められた条件で再雇用される

ものと期待することには合理的な理由があると認めら

れる一方，Ｙ社において，本件就業規則抵触条項に定

める解除条件を充足したとして本件合意を解除し，Ｘ

を再雇用しないことは，客観的に合理的な理由を欠き，

社会通念上相当とは認められないことから，Ｙ社によ

る上記解除は無効であるとされた例（ヤマサン食品工
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業〔仮処分〕事件・富山地裁令2.11.27決定)

……1236-5

再雇用 ①高年法�条�項は，事業主に対し高年齢者

を雇用する私法上の義務を負わせ，または同項に違反

する労働契約を無効とするなどの私法的効力を有する

ものではないと解するのが相当である，②継匠社員制

度は，希望者全員をその定年後も引き続いて雇用する

ことを内容とするものではなく，同項所定の継続雇用

制度の内容に合致するものではない，③高年法所定の

継続雇用制度においては，同法�条�項の趣旨に反し

ない限り，その労働条件を個々の事業主の実情に応じ

た多様かつ柔軟なものとすることが許容されていると

解すべきところ，労使協議を経て再雇用社員制度が導

入されたという経緯等も踏まえれば，再雇用社員制度

が高年法所定の継続雇用制度に当たらないとみること

はできないとされた例（京王電鉄ほか�社事件・東京

高裁令元.10.24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-118

再雇用 解雇事由や退職事由に該当しない事由を選択

要件とすることができないとする根拠は見出しがたい

し，労働者の給与や昇給を決定するための基準である

成績評価制度における査定をもって，バス運転手とし

ての雇用継続の是非を判断するための基準として用い

ることが直ちに不合理であるとも，その査定が相対評

価であることをもって不合理であるともいえないとさ

れた例（京王電鉄ほか�社事件・東京高裁令元.10.24

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-118

契約の解除 被告Ｙ�社と原告Ｘとの間の契約関係に

ついて，期間�か月の有期労働契約を更新したもので

あるところ，スキル不足等を理由とするＹ�社による

中途解約について，労契法17条�項の「やむを得ない

事由」がなく無効とされた例（ハンプテイ商会ほか�

社事件・東京地裁令2.6.11判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-26

契約の解除 被告Ｙ社が原告Ｘに対してした本件契約

の解除は，労働者であるＸに対する解雇であるところ，

本件契約の解除に至る経緯からは，客観的合理的理由

があるとは認められず，当該解雇は権利の濫用に当た

り無効であるとされた例（ワイアクシス事件・東京地

裁令2.3.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-50

その他：休職期間満了 休職期間満了後も引き続き被

告（反訴原告）Ｙ社から休職扱いを受けてきた原告（反

訴被告）Ｘらが，上記休職期間満了によりすでに自然

退職となっていたかが争われているような場面におい

て，労働者の身分の喪失にも関わる規定を，文言と正

反対の意味に読み替えたうえで労働者の不利に適用す

ることは，労働者保護の見地から労働者の権利義務を

明確化するために制定される就業規則の性質に照ら

し，採用しがたい解釈であるといわざるを得ないとさ

れた例（丙川商店事件・京都地裁令3.8.6判決)

……1252-33

就 業 規 則

効力：不利益変更 原告Ｘと被告Ｙ社との間で，営業

成績給のある給与体系が就業規則の変更によっても変

更されない労働条件として合意されていたと認めるこ

とはできないとされた例（野村不動産アーバンネット

事件・東京地裁令2.2.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-74

効力：不利益変更 本件就業規則の変更により，本件

人事制度においてＸに支給された賃金は，旧人事制度

において想定される賃金よりも�割以上減少している

ことが認められ，Ｘが受けた不利益は小さくないが，

本件人事制度において，高い役割を果たすようになれ

ば給与支給額が増額するから，本件人事制度の導入直

後の不利益は，将来にわたって固定化されるものでは

なく，今後の昇進等により減少ないし消滅し得るもの

であるとされた例（野村不動産アーバンネット事件・

東京地裁令2.2.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-74

効力：不利益変更 複数の異なる給与体系を廃止して

統一的な人事制度を導入する必要性がＹ社にあったこ

と，本件人事制度の導入は，従業員に対する賃金の総

原資を減少させるものではなく，賃金額決定の仕組み

や配分方法を変更するものであること，給与体系を含

む人事制度の設計は，人材育成等の雇用施策等と深く

かかわるものであること等からすると，本件就業規則

の変更による労働条件変更の必要性を認めることがで

きるとされた例（野村不動産アーバンネット事件・東

京地裁令2.2.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-74

効力：不利益変更 本件人事制度は，従業員に対して

は，毎年，少なくとも役割給の15か月分の賃金は確実

に支給されるという点において安定的であり，従業員

の定着率を上げるというＹ社の人事計画とも合致する

ものであること，本件人事制度においては，当該従業

員に対する行動評定および業績評定に基づいて役割や

賞与額が決定されるところ，その評価の内容は，役割

に基づいた項目の達成度，業績の難易度および達成度

等によって，従業員本人および社内の研修を受けた評

定者�名が行う評定に基づくものであり，従業員本人

に対して振り返り面談が行われる等，評定制度の恣意

的な運用を避ける制度的な担保があるものということ

ができ，また評定制度の恣意的な運用がなされている

と認めることもできないことから，本件就業規則の変

更について，その内容も相当なものであるということ

ができるとされた例（野村不動産アーバンネット事

件・東京地裁令2.2.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-74

効力：不利益変更 Ｙ社は，従業員に対し，複数回に

わたり説明会を開催して本件就業規則の変更の内容を

説明し，新旧対照表を付したうえで変更後の就業規則

および諸規程を閲覧できる状態にする等して，本件就

業規則の変更の内容を周知するとともに，従業員代表
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の候補者であるＤを信任しない旨の投票をした従業員

がＸ以外にいたとも認められないのであるから，Ｄは，

Ｙ社の過半数従業員職場代表として，本件就業規則の

変更に異議がない旨の意見を述べたことが認められ，

本件就業規則の変更にかかる従業員の過半数代表者か

らの意見聴取手続きが，労働基準法90条�項，労働基

準法施行規則�条の�第�項�号に違反するとは認め

られないとされた例（野村不動産アーバンネット事

件・東京地裁令2.2.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-74

効力：不利益変更 本件就業規則の変更について，労

働条件変更の必要性，変更後の就業規則の内容の相当

性が認められ，Ｙ社は，従業員に対して必要とされる

最低限の説明は行っており，従業員の過半数代表者か

ら異議がない旨の意見を聴取していることが認めら

れ，労働者の受ける不利益を考慮してもなお，本件就

業規則の変更は合理的なものであるということがで

き，変更後の就業規則および給与規程は，従業員が容

易に閲覧可能な状態に置かれ，周知されていたと認め

ることができるから，本件就業規則の変更による労働

条件の変更は，有効であるとされた例（野村不動産アー

バンネット事件・東京地裁令2.2.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀1238-74

効力：不利益変更 本件新就業規則および本件新賃金

規程の退職金規定部分は，合理的なものとは認められ

ず，原告Ｘらと第�事件・第�事件被告Ｙ社との間の

労働契約の内容とはならないとされた例（東神金商事

件・大阪地裁令2.10.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-41

内容 使用者は，人事権の一内容として，労働者の人

事評価を行う権限を有するから，本件評価制度が就業

規則の内容となっていなかったとしても，同評価制度

により労働者を評価することが直ちに許されなくなる

ものではないとされた例（京王電鉄ほか�社事件・東

京高裁令元.10.24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-118

労働安全・災害補償

労災保険法上の労働者性 労災保険制度が，使用者の

労基法上の労災補償義務を前提に，その責任保険とし

ての性格を持つとともに（労基法84条�項参照），労災

保険給付が労基法上の災害補償事由が生じた場合に行

われること（労災保険法12条の�第�項参照）に鑑み

ると，労災保険法にいう労働者は，労基法�条にいう

労働者と同一と解するのが相当であるとされた例

（国・津山労基署長〔住友ゴム工業〕事件・大阪地裁

令2.5.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-17

労災保険法上の労働者性 労基法�条は，同法におけ

る労働者につき，「職業の種類を問わず，事業又は事務

所（……）に使用される者で，賃金を支払われる者を

いう」と定義していることから，労災保険法上の労働

者性についても基本的にこれと同様に解し，①労働が

使用者の指揮監督下において行われているか否かとい

う労務提供の形態と②報酬が提供された労務に対する

ものであるか否かという報酬の労務対償性によって判

断するのが相当であり（「使用従属性」），労基法の適用

対象を画する使用従属性は，契約の形式にとらわれる

のではなく，労務提供の形態や報酬の労務対償性およ

びこれに関連する諸要素を総合考慮し，実質的に判断

する必要があるとされた例（国・津山労基署長〔住友

ゴム工業〕事件・大阪地裁令2.5.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀1232-17

労災保険法上の労働者性 原告Ｘは，①本件事故が発

生した当時，社員ライダーと同様に，本件会社による

一定の時間的・場所的な拘束・管理の下で，本件会社

から業務の内容および方法に関する具体的な指揮命令

を受け，これに従って業務を遂行していたといえるこ

とに，②本件会社からＸに対して支払われる報酬には，

一定の労務対償性があったといえること，③Ｘの業務

遂行に不可欠なバイクは，本件会社が用意していたこ

とや，Ｘが本件会社の業務に従事している間は一定の

専属性があったといえることを合わせ考慮すれば，本

件契約が形式上は業務委託契約とされていること，本

件契約には，業務遂行上生じた損害は原則としてＸの

負担とする旨の条項があること，Ｘの報酬から，給与

所得としてではなく，報酬・料金としての源泉徴収が

されていたことなどの事情を勘案しても，Ｘは，本件

会社の指揮監督の下で，本件会社に労務を提供し，本

件会社から賃金を支払われていた者，すなわち労基法

�条にいう「労働者」に当たるというべきであるとさ

れた例（国・津山労基署長〔住友ゴム工業〕事件・大阪

地裁令2.5.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-17

業務上外 精神障害にかかる業務起因性の有無を判断

するに当たっては，認定基準を参考にしつつ，個別具

体的な事情を総合的に考慮して行うのが相当であると

された例（国･京都上労基署長〔島津エンジニアリング〕

事件・大阪高裁令2.7.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-92

業務上外 強い心理的負荷とは，精神障害を発病した

労働者がその出来事および出来事後の状況が持続する

程度を主観的にどう受け止めたかではなく，同種の労

働者が一般的にどう受け止めるかという観点から評価

されるものであり，また，業務による心理的負荷の強

度は，対象疾病の発病前おおむね�か月の間に業務に

よる出来事があり，当該出来事およびその後の状況に

よる心理的負荷が，客観的に対象疾病を発病させるお

それのある強い心理的負荷であると認められることを

いうとされた例（国･京都上労基署長〔島津エンジニア

リング〕事件・大阪高裁令2.7.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-92

業務上外 Ｃ面談および社長面談②は，控訴人（一審

原告）Ｘの正社員登用試験の当年の受験を困難にする

だけでなく，契約社員としての雇用継続も困難になる

ことを予想させる出来事であり，契約社員の地位に関

係し，かつ，正社員への登用という形であっても，ま

た，有期雇用契約の更新による契約社員としての継続
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という形であっても，雇用の継続が困難になると受け

止められる出来事というべきであるから，認定基準・

別表�の「非正規社員である自分の契約満了が迫った」

という具体的出来事の類推事例として評価することが

できるとされた例（国･京都上労基署長〔島津エンジニ

アリング〕事件・大阪高裁令2.7.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-92

業務上外 本件各出来事の直後に本件疾病を発症して

いることも合わせて考慮すると，Ｘが本件各出来事に

よってかなりの心理的負荷を受けたことが認められ，

そして，この心理的負荷は，本件出来事�の労務管理

上の不合理性および不適切性ならびに本件出来事�の

不適切性によるもの，すなわち客観的な事由によるも

のであり，Ｘに特殊なものとは解されず，Ｘと職種，

年齢，経験などが類似する同種の労働者にとっても，

同様にあり得る受け止め方ということができるため，

本件各出来事は，総合して，認定要件における「業務

による強い心理的負荷」の原因であったとされた例

（国･京都上労基署長〔島津エンジニアリング〕事件・

大阪高裁令2.7.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-92

業務上外 認定基準によると，本件疾病は，本件各出

来事という認定基準の「具体的出来事」である「非正

規社員である自分の契約満了が迫った」ことに類推さ

れる出来事により発症したものであり，これを参考に

して，一切の事情を総合的に考慮すると，本件疾病に

ついては，本件会社の業務に内在または通常随伴する

危険が現実化したものであると評価することができる

から，本件会社の業務との間に相当因果関係が認めら

れ，本件疾病に業務起因性があると認められるとして，

請求を棄却した一審判断が取り消された例（国･京都

上労基署長〔島津エンジニアリング〕事件・大阪高裁

令2.7.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-92

業務上外 労働者の疾病等を業務上のものと認めるた

めには，業務と疾病等との間に相当因果関係が認めら

れることが必要であること，そして，相当因果関係を

認めるためには，当該疾病等の結果が，当該業務に内

在または通常随伴する危険が現実化したものであると

評価し得ることが必要であるとされた例（国・大阪中

央労基署長〔讀賣テレビ放送〕事件・大阪地裁令2.6.

24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-123

業務上外 精神障害の業務起因性の判断，すなわち当

該精神障害が「人の生命にかかわる事故への遭遇その

他心理的に過度の負担を与える事象を伴う業務による

精神及び行動の障害又はこれに付随する疾病」（労基

法施行規則別表�の�第�号）に該当するか否かの判

断は，環境由来のストレスと個体側の反応性・脆弱性

とを総合考慮し，業務による心理的負荷が，当該労働

者と同程度の年齢，経験を有する同種労働者であって，

日常業務を支障なく遂行することができる労働者（平

均的労働者）を基準として，社会通念上客観的にみて，

精神障害を発症させる程度に強度であるといえる場合

に，当該業務に内在または通常随伴する危険が現実化

したものとして，当該業務と精神障害の間に相当因果

関係を認めるのが相当であるとされた例（国・大阪中

央労基署長〔讀賣テレビ放送〕事件・大阪地裁令2.6.

24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-123

業務上外 厚労省の精神障害の業務起因性を判断する

ための認定基準は，裁判所を法的に拘束するものでは

ないが，その作成経緯および内容等に照らしても合理

性を有するものといえるから，精神障害にかかる業務

起因性の有無については，認定基準の内容を参考にし

つつ，個別具体的な事情を総合的に考慮して判断する

のが相当というべきであるとされた例（国・大阪中央

労基署長〔讀賣テレビ放送〕事件・大阪地裁令2.6.24

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-123

業務上外 原告Ｘが業務によって被った心理的負荷

は，いずれも単独では「強」と評価できないところ，

本件に表れたその他の事情を含めて全体として評価し

ても，その心理的負荷の強度は「強」に当たるとまで

はいえないとされ，Ｘの業務による心理的負荷が，社

会通念上客観的にみて，本件疾病を発症させる程度に

強度であるといえず，本件疾病の業務起因性は認めら

れないとされた例（国・大阪中央労基署長〔讀賣テレ

ビ放送〕事件・大阪地裁令2.6.24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-123

業務上外 Ｘの適応障害発症につき，精神障害を発病

させるおそれのある業務による強い心理的負荷があっ

たとは認められないとしてなした，労基署長による本

件処分が適法であるとされた例（国・大阪中央労基署

長〔讀賣テレビ放送〕事件・大阪地裁令2.6.24判決)

……1231-123

業務上外 亡Ｋの時間外労働時間数は，業務と発症と

の関連性が高いものであったと評価することができる

うえ，労働時間以外の負荷要因についても，相当程度

の精神的緊張を伴う業務を深夜にわたって行うことを

余儀なくされるなど過重なものであったといえ，Ｋは，

発症前�か月間の長期にわたって，著しい疲労の蓄積

をもたらす特に過重な業務に就労したと認められると

された例（地方独立行政法人長崎市立病院機構事件・

長崎地裁令元.5.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-67

業務上外 Ｋの内因性心臓死は，質量ともに極めて過

重な被告病院での業務によって生じたものと認めら

れ，被告病院の業務とＫの死亡との間には因果関係が

あるというべきであるとされた例（地方独立行政法人

長崎市立病院機構事件・長崎地裁令元.5.27判決)

……1235-67

業務上外 使用者は，その雇用する労働者に従事させ

る業務を定めてこれを管理するに際し，業務の遂行に

伴う疲労や心理的負荷等が過度に蓄積して労働者の心

身の健康を損なうことがないよう注意する義務を負う

とする一審の判断が維持された例（サンセイほか事

件・東京高裁令3.1.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-28
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業務上外 労働者が基礎疾患を有している場合であっ

ても，業務に起因する過重な精神的・身体的負荷によっ

てその基礎疾患が自然経過を超えて増悪し，脳出血を

発症するに至ったときには，業務による過重負荷が脳

出血の共働原因となったものとして，労働者の従事し

ていた業務と脳出血との間の相当因果関係を肯定する

のが相当であるとする一審の判断が維持された例（サ

ンセイほか事件・東京高裁令3.1.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀1239-28

業務上外 労働基準監督署長が被控訴人（一審原告）

Ｘの三叉神経痛も含めて業務起因性を認め，休業補償

給付の支給を決定しているとしても，同署長が中立的

立場の専門家に対して業務起因性につき意見を求める

などしたうえで当該決定をしたとは認められず，同僚

の暴行とＸの傷害との間に相当因果関係を認めること

はできないとして，一審判決から賠償額が減額された

例（マツヤデンキほか事件・大阪高裁令2.11.13判決)

……1242-33

業務上外 労働基準監督署長が業務に起因してＸが外

傷後ストレス障害を発症したとして休業補償給付等の

支給を決定しているとしても，ＩＣＤ―10やＤＳＭ―

�に照らしてその判断過程は明らかでなく，また，当

該決定に当たっては不法行為における過失や債務不履

行における安全配慮義務の有無が審査されることはな

いから，当該決定がされたからといって当然に予見可

能性が肯定されるものではないとされた例（マツヤデ

ンキほか事件・大阪高裁令2.11.13判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-33

業務上外 亡Ｋの長時間労働について，「仕事内容・仕

事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった」

に該当し，その心理的負荷は「強」と判断すべきであ

るとされた例（国・福岡中央労基署長〔新日本グラウ

ト工業〕事件・福岡地裁令3.3.12判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-27

業務上外 Ｋに対する上司の発言について，「（ひどい）

嫌がらせ，いじめ，又は暴行を受けた」に該当し，当

該出来事自体の心理的負荷は「中」程度であっても，

その出来事前に月100時間を超える残業時間（恒常的

長時間労働）が認められることから，心理的負荷の程

度を「強」と修正すべきであるとされた例（国・福岡

中央労基署長〔新日本グラウト工業〕事件・福岡地裁

令3.3.12判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-27

業務上外 Ｋの不安障害は重度のものとまでは認めら

れず，平均的労働者の範囲を逸脱するものとはいえな

いから，不安障害を発症していたことを個体側要因と

して取り上げるのは相当ではないとされた例（国・福

岡中央労基署長〔新日本グラウト工業〕事件・福岡地

裁令3.3.12判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-27

業務上外 Ｋはアルコール依存症と診断されていたも

のの，その程度は重いものではなく，平均的労働者の

範囲内といえるから，Ｋの個体側要因として評価すべ

きとはいえないとされた例（国・福岡中央労基署長〔新

日本グラウト工業〕事件・福岡地裁令3.3.12判決)

……1243-27

業務上外 Ｋのうつ病エピソードの発病は業務に起因

すること，およびＫの自殺と業務に相当因果関係があ

ることが認められた例（国・福岡中央労基署長〔新日

本グラウト工業〕事件・福岡地裁令3.3.12判決)

……1243-27

業務上外 「ストレス−脆弱性理論」の趣旨および社

会的実態・要請等に照らすと，業務の危険性の判断は，

亡Ｋと同種の平均的労働者，すなわち，何らかの個体

側の脆弱性を有しながらも，Ｋと職種，職場における

立場，経験等の社会通念上合理的な属性と認められる

諸要素の点で同種の者であって，特段の勤務軽減まで

必要とせずに通常業務を遂行することができる者を基

準として，当該労働者の置かれた具体的状況における

心理的負荷が一般に精神障害を発病させる危険性を有

するか検討し，当該業務による負荷が当該精神障害を

発病させたと認められれば，業務に内在する危険性が

現実化したとして，業務と精神障害発病との間に相当

因果関係が認められると解するのが相当とした一審判

断が維持された例（国・三田労基署長〔日本電気〕事

件・東京高裁令2.10.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-64

業務上外 上司とのトラブル，顧客や取引先からのク

レームによりＫが軽度のうつ病を発症させ，治療によ

りいったんは症状が寛解したのち，長年の業務による

能力経験を生かすことができず，苦手な技術を駆使し

なければならない業務への職務変更および当該業務の

停滞による上司からの叱責，達成困難なノルマにより，

再びうつ病を発症してその症状を悪化させ，自殺する

に至ったことにつき，これら個別の心理的負荷として

は「中」の出来事は，相互に関連して生じており，全

体を一つの出来事として評価すると，心理的負荷は

「強」に該当するとされた例（国・三田労基署長〔日

本電気〕事件・東京高裁令2.10.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-64

業務上外 Ｋが本件疾病を発症し，その結果，自殺に

至ったことは業務に内在する危険性が現実化したもの

といえるから，業務と精神障害発病またはその自然的

経過を超えた悪化，そして死との間には相当因果関係

があるとして，一審判断が取り消された例（国・三田

労基署長〔日本電気〕事件・東京高裁令2.10.21判決)

……1243-64

業務上外 認定基準は，労働者がうつ病を発症した後

の出来事は原則としてその悪化についての業務起因性

は認められないとし，「特別な出来事」があり，その後

おおむね�か月以内に対象疾病が自然経過を超えて著

しく悪化したと医学的に認められる場合に限り，心理

的負荷の悪化を業務上の疾病として取り扱うとしてい

るところ，裁判所としては，必ずしもこれにとらわれ

ることなく，認定基準の趣旨を踏まえつつ相当因果関

係の認定を適切に行えば足りるとされた例（国・三田

労基署長〔日本電気〕事件・東京高裁令2.10.21判決)
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……1243-64

業務上外 原告Ｘの時間外労働は，心理的負荷評価表

項目16の「�か月に80時間以上の時間外労働を行った」

に当たり，発病直前の連続した�か月間に�か月当た

りおおむね100時間以上の時間外労働を行い，その業

務内容が通常その程度の労働時間を要するものであっ

たということができるから，その心理的負荷の程度は

「強」に当たるとされた例（国・大阪中央労基署長〔リー

ヴスホーム〕事件・大阪地裁令3.3.15判決)

……1249-35

業務上外 本件出来事①∼本件出来事⑤は，いずれも

業務指導の範囲内の注意・指導・叱責であり，心理的

負荷評価表項目30の「上司とのトラブル」に当たると

しても，その程度が強いとはいえず，その心理的負荷

の強度はいずれも「弱」にとどまるとされた例（国・

大阪中央労基署長〔リーヴスホーム〕事件・大阪地裁

令3.3.15判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-35

業務上外 Ｘには，それのみで心理的負荷の程度を

「強」とするに十分な長時間労働が認められ，これに

心理的負荷の程度はそれぞれ「弱」である本件出来事

①∼⑤や，心理的負荷の程度が「中」である�週間以

上の連続勤務が重なったものであるから，これらを総

合評価すれば各出来事によるＸの心理的負荷の程度は

「強」に当たるとされた例（国・大阪中央労基署長〔リー

ヴスホーム〕事件・大阪地裁令3.3.15判決)

……1249-35

業務上外 Ｘには業務による強い心理的負荷があった

のであるから，Ｘに業務以外の心理的負荷として，妻

との不和や借金があったこと，Ｘの個体側要因として，

ストレスを過剰に受け止めてしまう性格傾向があるこ

とを踏まえても，本件疾病には業務起因性が認められ

るとされた例（国・大阪中央労基署長〔リーヴスホー

ム〕事件・大阪地裁令3.3.15判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-35

業務上外 控訴人（一審原告）Ｘが平成26年10月29日

時点で発病していた本件事故前とは異なる精神障害

は，ＰＴＳＤではなく，適応障害であったとされた例

（国・一宮労基署長〔ティーエヌ製作所〕事件・名古

屋高裁令3.4.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-46

業務上外 Ｘの各入院の期間は，合計すれば�か月以

上となるうえ，その間に�回にもわたり観血的な手術

を受けたことからして，Ｘの左眼の負傷は，「（重度の）

病気やケガをした」との具体的出来事のうち，心理的

負荷の強度が「強」であるものに該当するとされた例

（国・一宮労基署長〔ティーエヌ製作所〕事件・名古

屋高裁令3.4.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-46

業務上外 左眼の負傷によるＸの心理的負荷は，全体

として極めて強度なものであったとされた例（国・一

宮労基署長〔ティーエヌ製作所〕事件・名古屋高裁令

3.4.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-46

業務上外 本件事故による心理的負荷および左眼の負

傷による心理的負荷は，負傷後の疼痛および視力の低

下も含めれば，Ｘと同程度の年齢，経験を有する平均

的労働者にとっても相当強度なものであったというべ

きであり，とりわけ視力の低下が本件事故から約�年

後の適応障害発病当時も継続していた状況にあったこ

とも総合的に評価すれば，右眼の視力の低下による心

理的負荷を除いたとしても，本件事故と適応障害の発

病との間の相当因果関係を認めるに足りる程度の強度

なものであり，このことは，Ｘが社会復帰が困難な状

況であったとまでは認められず，休業補償給付の打切

りによる経済生活上の不安等も原因として複合してい

たとしても，否定すべきものではないとして，適応障

害の業務起因性を否定した一審判断が変更された例

（国・一宮労基署長〔ティーエヌ製作所〕事件・名古

屋高裁令3.4.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-46

業務上外 Ｘの本件事故前からの既往症であるうつ病

およびアルコール依存症は，本件事故時点では，就労

に支障がない程度の状態で安定し，ほぼ寛解状態に

あったから，業務以外の心理的負荷および個体側の要

因により適応障害を発病したものであると認めること

はできないとされた例（国・一宮労基署長〔ティーエ

ヌ製作所〕事件・名古屋高裁令3.4.28判決)

……1251-46

業務上外 亡Ｋの死亡は，本件店舗における長時間労

働により生じたものと推認するのが相当とされた例

（株式会社まつりほか事件・東京地裁令3.4.28判決)

……1251-74

公務上外 本件のような脳血管疾患にあっては，公務

に内在する危険の現実化として発症したものと認めら

れるためには，当該職員と同程度の年齢・経験等を有

し，基礎疾患を有していても通常の職務を支障なく遂

行することができる程度の健康状態にある者を基準と

して，公務による負荷が，医学的経験則に照らし，脳

血管疾患の発症の基礎となる血管病変等をその自然経

過を超えて増悪させ得ることが客観的に認められる負

荷といえるものでなければならないとされた例（地公

災基金熊本県支部長〔市立小学校教諭〕事件・福岡高

裁令2.9.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-5

公務上外 控訴人（一審原告）Ｘの各業務内容を検討

すると，個々の業務自体が過重であるとまではいえな

いものの，Ｘは，これらの業務を同時期に並行して処

理していたのであるから，Ｘの業務上の負荷について

は，Ｘの業務を全体として評価する必要があるとされ

た例（地公災基金熊本県支部長〔市立小学校教諭〕事

件・福岡高裁令2.9.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-5

公務上外 自宅での作業は，職場における労働に比し

て緊張の程度が低いということができるが，Ｘは，職

場での時間外労働をした後，そこで終了させることの

できなかった業務を自宅で行うことを余儀なくされて

いたものと認められ，また，その自宅作業の時間およ
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び時刻からすれば，Ｘは，自宅作業を行うことを余儀

なくされた結果，睡眠時間が減ったものと認められ，

さらに，本件発症の前日においても，自宅で業務を行っ

ており，本件発症の前日の夜から朝にかけての睡眠時

間も短いものであったと認められるとされた例（地公

災基金熊本県支部長〔市立小学校教諭〕事件・福岡高

裁令2.9.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-5

公務上外 Ｘは，本件小学校での授業のない土曜日や

日曜日に，部活動の試合の引率を担当することもあり，

これが睡眠時間および休日の休息の時間を減少させ，

Ｘの疲労の回復を遅らせる要因となったものというこ

とができるとされた例（地公災基金熊本県支部長〔市

立小学校教諭〕事件・福岡高裁令2.9.25判決)

……1235-5

公務上外 長時間労働の継続による睡眠不足と疲労の

蓄積が脳血管疾患の発症の基礎となる血管病変等を増

悪させ得る因子となることは医学的経験則となってい

るところ，Ｘの本件発症前における業務は，その身体

的および精神的負荷により，脳血管疾患の発症の基礎

となる血管病変等をその自然経過を超えて増悪させ得

ることが客観的に認められる負荷であったということ

ができるとされた例（地公災基金熊本県支部長〔市立

小学校教諭〕事件・福岡高裁令2.9.25判決)㌀㌀㌀㌀1235-5

公務上外 本件発症と公務との間に相当因果関係を認

めることができるとして，一審判断を取り消し，公務

外認定処分を取り消すとされた例（地公災基金熊本県

支部長〔市立小学校教諭〕事件・福岡高裁令2.9.25判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-5

損害賠償 業務としての海外視察参加中の交通事故に

より重傷を負ったことにつき，使用者に対する損害賠

償請求が棄却された例（伊藤忠商事・シーアイマテッ

クス事件・東京地裁令2.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-91

損害賠償 被告Ｙ�社は，遅くとも本件発症の約�か

月前には，Ｋの時間外労働時間について把握し，Ｋの

時間外労働を制限するなどの方法により業務の負担を

軽減すべき義務を負っていたとされた例（株式会社ま

つりほか事件・東京地裁令3.4.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-74

損害賠償 被告Ｙ�はＹ�社の代表取締役として，従業

員の労働時間や労働内容を適切に把握し，必要に応じ

てこれを是正すべき措置を講ずべき善管注意義務を

負っていたところ，その職務を行うについて悪意また

は重大な過失があり，これによりＫの損害を生じさせ

たというべきであるから，会社法429条�項に基づき，

Ｙ�社と連帯して，Ｋの死亡により生じた損害の賠償

責任を負うとされた例（株式会社まつりほか事件・東

京地裁令3.4.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-74

損害賠償 Ｙ�はいわゆる名目的な代表取締役であっ

たものの，Ｙ�社の代表取締役への就任自体は有効に

行われたものであるといわざるを得ず，そうである以

上，Ｙ�社の代表取締役として第三者に負うべき一般

的な善管注意義務を免れるものではないとされた例

（株式会社まつりほか事件・東京地裁令3.4.28判決)

……1251-74

損害賠償 逸失利益の基礎収入の算定に当たって，Ｋ

がＹ�社において労働を継続することのできる限度

で，Ｋに支払われるべきであった時間外労働にかかる

割増賃金額を加えるのが相当として，�か月当たり45

時間の限度で認めるのが相当とされた例（株式会社ま

つりほか事件・東京地裁令3.4.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-74

損害賠償 本件発症は突然に生じたものと評価するほ

かなく，Ｋが発症直前の欠勤した�日間に病院を受診

しなかったことをＫに不利にしんしゃくするのは相当

でないなどとし，過失相殺を認めないとされた例（株

式会社まつりほか事件・東京地裁令3.4.28判決)

……1251-74

損害賠償 民法719条�項後段は，複数の者がいずれ

も被害者の損害をそれのみで惹起し得る行為を行い，

そのうちのいずれの者の行為によって損害が発生した

かが不明である場合に，被害者の保護を図るため，公

益的観点から，因果関係の立証責任を転換したもので

あり，被害者によって特定された複数の行為者のほか

に被害者の損害をそれのみで惹起し得る行為をした者

が存在しないことは，民法719条�項後段の適用の要

件であるとされた例（建設アスベスト訴訟〔神奈川〕

事件・最高裁一小令3.5.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-5

損害賠償：安衛法に基づく規制権限の不行使 国また

は公共団体の公務員による規制権限の不行使は，その

権限を定めた法令の趣旨，目的や，その権限の性質等

に照らし，具体的事情の下において，その不行使が許

容される限度を逸脱して著しく合理性を欠くと認めら

れるときは，その不行使により被害を受けた者との関

係において，国賠法�条�項の適用上違法となるとさ

れた例（建設アスベスト訴訟〔神奈川〕事件・最高裁

一小令3.5.17判決）㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-5

損害賠償：安衛法に基づく規制権限の不行使 主務大

臣の安衛法に基づく規制権限は，労働者の労働環境を

整備し，その生命，身体に対する危害を防止し，その

健康を確保することをその主要な目的として，できる

だけ速やかに，技術の進歩や最新の医学的知見等に適

合したものに改正すべく，適時にかつ適切に行使され

るべきものであるとされた例（建設アスベスト訴訟〔神

奈川〕事件・最高裁一小令3.5.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-5

損害賠償：安衛法に基づく規制権限の不行使 安衛法

57条は，労働者に健康障害を生ずるおそれのある物等

について，人体に及ぼす作用，貯蔵または取扱い上の

注意等を表示しなければならないとしているところ，

この表示の記載方法についても，できる限り速やかに，

技術の進歩や最新の医学的知見等に適合したものとな

るように指導監督すべきであり，このことは，特化則

に定められた掲示義務規定に基づく掲示の記載方法に
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関する指導監督についても同様であるとされた例（建

設アスベスト訴訟〔神奈川〕事件・最高裁一小令3.5.

17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-5

損害賠償：安衛法に基づく規制権限の不行使 労働大

臣は，石綿にかかる規制を強化する昭和50年の改正後

の特化則が一部を除き施行された同年10月1日には，

安衛法に基づく規制権限を行使して，通達を発出する

などして，石綿含有建材の表示および石綿含有建材を

取り扱う建設現場における掲示として，石綿含有建材

から生ずる粉じんを吸入すると，石綿関連疾患を発症

させる危険があること，ならびに石綿粉じんを発散さ

せる作業およびその周囲における作業をする際には必

ず適切な防じんマスクを着用する必要があることを示

すように指導監督するとともに，安衛法に基づく省令

制定権限を行使して，事業者に対し，屋内建設現場に

おいて上記各作業に労働者を従事させる場合に呼吸用

保護具を使用させることを義務付けるべきであったと

された例（建設アスベスト訴訟〔神奈川〕事件・最高

裁一小令3.5.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-5

損害賠償：安衛法に基づく規制権限の不行使 規制権

限の不行使が国賠法�条�項の適用上違法である状態

は，昭和50年10月�日から内閣が平成15年10月16日に

一部改正した安衛令が施行された16年9月30日まで継

続していたとされた例（建設アスベスト訴訟〔神奈川〕

事件・最高裁一小令3.5.17判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-5

損害賠償：安衛法に基づく規制権限の不行使 石綿含

有建材を取り扱う者に健康障害が生ずるおそれがある

ことは安衛法�条�号において定義された労働者に該

当するか否かによって変わるものではなく，労働大臣

の規制権限は，労働者を保護するためのみならず，労

働者に該当しない建設作業従事者を保護するためにも

行使されるべきものであったとされた例（建設アスベ

スト訴訟〔神奈川〕事件・最高裁一小令3.5.17判決)

……1252-5

その他：安全配慮義務 被告Ｙ法人は，亡Ｋの死亡を

含む何らかの健康状態の悪化を予見できたのに，Ｋの

労務負担の軽減のための具体的な方策をとらなかった

といえ，使用者としての安全配慮義務違反があったと

認められるとされた例（地方独立行政法人長崎市立病

院機構事件・長崎地裁令元.5.27判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-67

その他：取締役責任 会社の取締役は，会社に対する

善管注意義務として，会社が使用者としての安全配慮

義務に反して労働者の生命，健康等を損なう事態を招

くことのないよう注意する義務を負い，これを懈怠し

て労働者に損害を与えた場合には会社法429条�項に

基づく損害賠償の責任を負うと解されるとする一審の

判断が維持された例（サンセイほか事件・東京高裁令

3.1.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-28

その他：取締役責任 安全配慮義務違反の債務不履行

により死亡した者の遺族は固有の慰謝料請求権を有し

ないと解されるが，会社法429条�項による場合には

これを肯定する余地があると判断された例（サンセイ

ほか事件・東京高裁令3.1.21判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1239-28

その他：試用期間延長後の自殺の業務起因性 亡Ｋは，

きつ音を有しながらも他の看護師と同様の勤務に就く

ことが期待されたものであることから，Ｋにかかる業

務起因性を判断するに当たっては，きつ音を有する労

働者を基準とする必要はなく，特段の労務軽減なしに，

通常の新人看護師としての業務を遂行できる者を基準

とするとされた例（国・札幌東労基署長〔カレスサッ

ポロ〕事件・札幌地裁令2.10.14判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-47

その他：試用期間延長後の自殺の業務起因性 患者か

らの苦情による相応に重い心理的負荷が生じていた状

況において，さらに，患者とのコミュニケーション問

題を含む課題を提示され，これを改善しなければ本件

病院での勤務を継続できなくなるかもしれず，その時

期も迫っているという上司からの課題の指摘および試

用期間延長による心理的負荷が加わったものであり，

そしてこれらの出来事と重なる時期に，指導担当者に

よる指導等による心理的負荷があったと認められるこ

とにも鑑みると，これらの出来事にかかる全体的な心

理的負荷の程度は，Ｋと同種の労働者にとって，精神

障害を発病させる程度に強度のものであったと認める

のが相当であるとされた例（国・札幌東労基署長〔カ

レスサッポロ〕事件・札幌地裁令2.10.14判決)

……1240-47

その他：使用者責任 同僚の従業員から注意や叱責に

当たり暴行を受けたとしても，①それ以前に上司や同

僚から被控訴人（一審原告）Ｘに対する暴力を伴う指

導があったことや，その点につきＸが会社に苦情を申

し出たり相談したりしたことを窺わせる事情はなかっ

たこと，②上記暴行は偶発的または咄嗟に行われたに

すぎないこと，③Ｘが入社以降，人事評価において低

位の評価が続いており，注意や指導が困難な社員であ

ると受け止められていたからといって，Ｘが上司や同

僚から暴力を伴うような指導や叱責等を受ける可能性

があることを予見することができたとは認められない

ことから，控訴人（一審被告）Ｙ�社には，Ｘの上司や

同僚に対してＸへの業務上の注意・指導を行うに当た

り暴力を伴うような指導等をすることがないよう注意

すべき義務があったとまでいうことはできないとし

て，一審判断が変更された例（マツヤデンキほか事件・

大阪高裁令2.11.13判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-33

その他：使用者責任 使用者に安全配慮義務違反が認

められるためには，労働者の生命，身体等に対する具

体的な危険があることを前提として，その危険の発生

について使用者に予見可能性があることが必要である

とされた例（伊藤忠商事・シーアイマテックス事件・

東京地裁令2.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-91

その他：使用者責任 被告Ｙ社らにおいて，安全配慮
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義務違反が認められるために必要な予見可能性があっ

たとは認められないとされた例（伊藤忠商事・シーア

イマテックス事件・東京地裁令2.2.25判決)

……1242-91

その他：使用者責任 労働者が出向した場合には，出

向元の使用者が継続して出向先の労働者に対する指揮

命令権を及ぼしているといった特段の事情のない限

り，現に労働者に対する指揮命令権の帰属する出向先

が，当該労働者に対する安全配慮義務を負うと解すべ

きとされた例（伊藤忠商事・シーアイマテックス事件・

東京地裁令2.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-91

その他：安全配慮義務 被告Ｙ社は安全配慮義務に違

反するものというべきであり，Ｙ社がかかる義務を尽

くしていれば，原告Ｘが本件事故①により負傷するこ

とはなかったものというべきであるから，Ｙ社は，Ｘ

に生じた損害を賠償する義務を負うとされた例（山崎

工業事件・静岡地裁沼津支部令2.2.25判決)㌀㌀㌀1244-94

その他：安全配慮義務 本件製麺機は常時刃が露出し

ている危険性を有するものであり，被告Ｙ社は労働者

にそのような危険性を有する作業をさせるに当たっ

て，刃に覆いを付けるなどの物的な対策や，それに代

えて労働者を十分に教育するなどして，作業から生じ

る危険性を防止する義務を負っていたというべきであ

るとされた例（製麺会社Ａ事件・旭川地裁令2.8.31判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-71

その他：基礎給付日額 Ｋが管理監督者に当たること

を前提として給付基礎日額を算定した本件各変更処分

は違法であるとされた例（国・川崎北労基署長〔ＭＣ

ＯＲ〕事件・東京地裁令元.11.7判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-83

会社解散・分割・承継等

その他：事業譲渡と契約の承継 ①旧ダートと Vidya

の本件事業譲渡契約の交渉の際に，譲受会社（Vidya）

では退職金の定めがないことが明らかにされていたこ

と，②譲渡会社（旧ダート）の常務取締役Ａは原告Ｘ

らに対して，事業譲渡によって Vidyaの下では退職金

がなくなるものの，旧ダートの下での退職金は同社が

支払う旨の説明を行っていること，③かかる事情の下

で，Ｘらは，Vidyaが設立した被告Ｙ社との間で雇用

契約書を交わしていること等からすれば，本件事業譲

渡契約において，VidyaはＹ社による雇用を望む従業

員とは新たに雇用契約を締結し直すことを予定してお

り，Ｘについても，退職金の支給はない旨規定する本

件雇用契約書および本件労働条件通知書の内容でＹ社

と新たな雇用契約を締結したというべきであり，「本

件事業譲渡契約によって，旧ダートとＸとの雇用契約

とこれに基づく権利義務関係はＹ社に承継された」と

のＸの主張が退けられた例（ヴィディヤコーヒー事

件・大阪地裁令3.3.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-13

争訟・その他

損害賠償 被告Ｙ�社による原告Ｘに関する社会保険

の被保険者資格にかかる届出懈怠による精神的損害に

基づく慰謝料請求が退けられた例（鑑定ソリュート大

分ほか事件・大分地裁令2.3.19判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-143

損害賠償 Ｙ�社の取締役である被告Ｙ�によるＸへ

の言動がパワーハラスメントであるとのＸの主張を退

け，損害賠償および慰謝料請求が棄却された例（鑑定

ソリュート大分ほか事件・大分地裁令2.3.19判決)

……1231-143

損害賠償 平成30年�月11日を含む甲事件被告・乙事

件原告Ｙ社が主張する41回の窃取について，そのうち

�回でも甲事件原告・乙事件被告Ｘが行ったものであ

ると認めることはできないから，乙事件の不法行為に

基づくＹ社の損害賠償請求は理由がなく，また，本件

解雇は，客観的合理性・社会的相当性を欠き権利濫用

として無効であるとされた例（アニマルホールド事

件・名古屋地裁令2.2.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-157

損害賠償 承諾のない手形取引を行って被告Ｙ社に損

害を与えたことを理由とする，取引を担当した原告Ｘ

の損害賠償債務が存在しないことの確認請求が認容さ

れた例（日成産業事件・札幌地裁令2.5.26判決)

……1232-32

損害賠償 Ｘに対する懲戒解雇がなされた事実は認め

られず，Ｙ社は懲戒解雇自体が存在しないことを認識

しながら存在するかのように装って退職一時金支給を

妨害したこと，損害でないことが明らかな経費につい

て賠償を請求したこと，本件訴訟においてあえて真実

と異なる主張をしたばかりでなく改変した書証を提出

したこと等は，正当な権利行使として許容される範囲

を逸脱しており，これらは全体として一個の不法行為

に当たるとされた例（日成産業事件・札幌地裁令2.5.

26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-32

損害賠償 被告Ｙ社の従業員らからパワー・ハラスメ

ント行為を受けたとする，原告ＸのＹ社に対する不法

行為（使用者責任）に基づく損害賠償請求が，いずれ

も理由がないとされた例（前原鎔断事件・大阪地裁令

2.3.3判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1233-47

損害賠償 本件同意書は，使用者である原告Ｘ社が被

用者である被告Ｙに対して私的交際を禁止し，これに

違反した場合には違約金200万円を請求し，Ｙはこれ

を支払う旨合意するものであるところ，これは，労働

契約の不履行について違約金を定めたり，損害賠償額

を予定する契約をしたりすることを禁じた労働基準法

16条に違反しており，無効であるとされた例（キャバ

クラ運営Ａ社従業員事件・大阪地裁令2.10.19判決)

……1233-103

損害賠償 控訴人兼被控訴人（一審本訴原告反訴被告）
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Ｘが，医師手当を基礎となる賃金に加えたうえで割増

賃金の支払いを受けることのできる地位にあることか

らすれば，被控訴人兼控訴人（一審本訴被告反訴原告）

Ｙ法人がＸに対して管理職手当の返還を請求すること

が権利濫用に該当するものとは評価できないとして，

Ｙ法人からの不当利得返還請求が認められた例（社会

福祉法人恩賜財団母子愛育会事件・東京高裁令元.12.

24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1235-40

損害賠償 原告Ｘと被告Ｙ社との間でＸの定年後に雇

用契約が成立しなかったのは，ＸがＹ社からの申込み

を承諾せずこれを拒否した結果であること，Ｙ社がＸ

に対して申し込んだ定年再雇用にかかる勤務場所およ

び職務内容が客観的にみて不合理であったとは認めら

れないことに照らせば，ＸとＹ社との間で定年再雇用

契約が成立しなかったことにつき，Ｙ社に違法な行為

があったと認める余地はないとして，Ｘの請求が棄却

された例（アルパイン事件・東京地裁令元.5.21判決)

……1235-88

損害賠償 労働者である被控訴人（一審原告）Ｘらと

の契約を業務委託契約として扱ったことで，控訴人（一

審被告）Ｙ社に年休権を侵害する不法行為があったと

して，慰謝料の支払いが命じられた例（ＮＯＶＡ事件・

名古屋高裁令2.10.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-18

損害賠償 Ｘらを健康保険法上の被保険者として届け

出なかったことはＹ社の債務不履行ないし不法行為に

当たるとして，慰謝料の支払いが命じられた例（ＮＯ

ＶＡ事件・名古屋高裁令2.10.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-18

損害賠償 控訴人兼附帯被控訴人（一審被告）Ｙ社が

被控訴人兼附帯控訴人（一審原告）Ｘらに対する出勤

停止処分および本件処分等の事実を公表したことが不

法行為を構成するとして，一審判断を変更し慰謝料の

請求が認容された例（長崎自動車事件・福岡高裁令2.

11.19判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-5

損害賠償 被告Ｙ�法人が，利害が対立する者の供述

などから短絡的に懲戒事由を認定し，その懲戒手続き

に反する公平性を損なう手続きにより行われた本件各

処分は違法であり，Ｙ�法人には過失があるとされ，

原告Ｘらに対する不法行為が成立するとして，Ｙ�法

人に対し，Ｘら各自につき慰謝料50万円の支払いが命

じられた例（学校法人國士舘ほか〔戒告処分等〕事件・

東京地裁令2.11.12判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-30

損害賠償 過去の出来事の真実性について誤信し，誤

信したままを主張したり報告した場合には，これを違

法と評価すると，人に不可能または著しい困難を強い

る結果となるから，違法とはいえないというべきであ

るとして，被告Ｙ�の言動は，いずれも違法と評価す

ることはできず，Ｘらに対する不法行為は成立しない

とされた例（学校法人國士舘ほか〔戒告処分等〕事件・

東京地裁令2.11.12判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-30

損害賠償 労働審判において，国賠法�条�項の規定

にいう違法な行為があったものとして国の損害賠償責

任が肯定されるためには，当該労働審判委員会または

その構成する労働審判官や労働審判員が違法または不

当な目的をもって審判をしたなど，付与された権限の

趣旨に明らかに背いてこれを行使したものと認めうる

ような特別の事情があることが必要であると解するの

が相当であるとされた例（国〔口外禁止条項〕事件・

長崎地裁令2.12.1判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-35

損害賠償 労働審判の内容は事案の解決のために相当

なものでなければならないという相当性の要件を満た

す必要があると考えられ，相当性の要件を具備してい

るか否かを判断するに当たっては，申立ての対象であ

る労働関係にかかる権利関係と合理的関連性がある

か，手続きの経過において，当事者にとって受容可能

性および予測可能性があるかといった観点によるのが

相当であるとされた例（国〔口外禁止条項〕事件・長

崎地裁令2.12.1判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-35

損害賠償 本件職種変更命令に伴い府省共通研究開発

管理システム（e-Rad）に誤った記載がなされたこと

で原告Ｘの社会的評価が低下したとは認められず，研

究の機会を奪ったとは認められないとして，慰謝料請

求が棄却された例（学校法人日通学園〔大学准教授〕

事件・千葉地裁令2.3.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1243-101

損害賠償 被告Ｙ�が行った本件各掲示行為（フラッ

グ�∼�，見出し紙およびプレート掲示行為）は，原

告Ｘが盗聴や秘密録音等を行っているなど，その真実

性等について主張立証しない限り，Ｘの名誉を毀損す

る違法なものと評価されるべきものであって，不法行

為に当たると判断された例（ソニー生命保険ほか事

件・東京地裁令3.3.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-15

損害賠償 被告Ｙ�による，ＢやＹ�に対する本件情報

（ＸがＤ秘書の話法を録音していることを前提とした

虚偽の情報）の伝達は，Ｘの名誉を低下させるもので

あって，少なくとも過失があったと評価せざるを得ず，

不法行為に該当すると判断された例（ソニー生命保険

ほか事件・東京地裁令3.3.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-15

損害賠償 Ｙ�の本件各掲示行為は，Ｙ�による本件情

報の伝達がきっかけであること，Ｙ�の虚偽の情報伝

達はＸの名誉を毀損するものであることなどから，本

件各掲示行為についてＹ�とＹ�との共同不法行為が

成立し，Ｙ�もその賠償責任を負うとされた例（ソニー

生命保険ほか事件・東京地裁令3.3.23判決)

……1244-15

損害賠償 Ｙ両名には不法行為責任が認められるとこ

ろ，これらの不法行為は被告Ｙ�社の職務に関連して

行われたものと評価すべきであり，Ｙ�社は，Ｙ両名

の行為について使用者責任を負うとされた例（ソニー

生命保険ほか事件・東京地裁令3.3.23判決)

……1244-15

損害賠償 フラッグ�∼�は，数日間掲示されていた
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のであり，ＸがＹ�らに対して相談した後も，見出し

紙やプレートが掲示されるなど，Ｙ�による不法行為

が継続して行われていたこと，各掲示物がすべて撤去

されるまでの期間は短期間とはいえないこと，本件情

報に関しては，Ａ�支社以外のＹ�社の社員にも伝播し

ていた可能性が否定できないことに照らすと，その間

にＸが被った精神的苦痛は多大なものであったと評価

するのが相当であるとして，Ｙ�社およびＹ両名に，

Ｘに対し，連帯して80万円の支払いを命じるとされた

例（ソニー生命保険ほか事件・東京地裁令3.3.23判決)

……1244-15

損害賠償 原告Ｘが被告Ｙ社の管理する各自動販売機

内の売上金を繰り返し着服（窃取）したことからすれ

ば，故意にＹ社の権利（売上金の所有権）を侵害した

ものと認められるとされた例（近畿中央ヤクルト販売

事件・大阪地裁令2.5.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-136

損害賠償 本件各身元保証契約の範囲はＸの売上金着

服行為に及び，その金額もＹ社が被った全額に及ぶと

認めるのが相当であるとして，Ｙ社の被告次郎および

被告花子に対する損害賠償請求が認められた例（近畿

中央ヤクルト販売事件・大阪地裁令2.5.28判決)

……1244-136

損害賠償 ＸとＹ社との間で固定残業代の合意は認め

られないとして，ＸのＹ社への割増賃金未払額として

の424万余円の請求が認められた例（近畿中央ヤクル

ト販売事件・大阪地裁令2.5.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-136

損害賠償 法人である労働組合の代表者がその職務を

行うにつき不法行為をして他人に損害を与えた場合，

代表者も個人として不法行為責任を負うと解されると

ころ，この理は，労働組合が権利能力なき社団である

場合についても当てはまり，この場合，労働組合の財

産的取引行為に限定して適用されると解すべき理由は

ないとされた例（谷川電機製作所労組ほか事件・東京

高裁令3.4.7判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-5

損害賠償 被控訴人（一審甲事件被告）Ｙ�は，本件除

名処分が控訴人（一審甲事件原告）Ｘ�の権利を侵害

する違法なものであることを知り，または少なくとも

知り得べきでありながら，支部組合の臨時大会におい

て，執行委員長として本件除名処分の件を付議したも

のであるから，不法行為に基づく本件除名処分によっ

てＸ�に生じた損害を賠償すべき責任があるとして，

一審判断が変更された例（谷川電機製作所労組ほか事

件・東京高裁令3.4.7判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-5

損害賠償 ＪＭＩＴＵの規約には，支部組合が組織脱

退し得る旨の規定は置かれていないから，ＪＭＩＴＵ

の担当者としては，支部組合からの組織脱退の可否に

関する相談に対しては，規約上，組織脱退はできない

ことを教示すれば足り，それ以上に組織脱退が可能な

法解釈の存在まで教示すべき義務を負うものではない

として，一審判断を変更し，控訴人（一審乙事件被告）

Ｙ�組合に対する配慮義務違反が否定された例（谷川

電機製作所労組ほか事件・東京高裁令3.4.7判決)

……1245-5

損害賠償 反訴被告Ｙ社の故意または過失による反訴

原告の法益侵害があったとか，労働契約上の職場環境

配慮義務違反があったと認めることができないとされ

た例（タカゾノテクノロジー事件・大阪地裁令2.7.9判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-50

損害賠償：ＳＮＳ投稿の違法性 労働組合関係者によ

るＳＮＳにおける原告Ｘに対する批判言論につき，Ｘ

の社会的評価を低下させるものである以上，被告Ｙら

による共同不法行為を構成するが，もっぱら公益目的

に出たもので，摘示の事実は真実であるか真実と信ず

る相当の理由があり，その表現も意見ないし論評の域

を逸脱したものとまでいうことはできないから，正当

な組合活動として社会通念上許容された範囲内のもの

であるか否かを判断するまでもなく，違法性ないし責

任が阻却されるとされた例（首都圏青年ユニオン執行

委員長ほか事件・東京地裁令2.11.13判決)㌀㌀㌀㌀1246-64

損害賠償：雑誌記事投稿の違法性 雑誌記事について

も，原告Ｘの社会的評価を低下させるもので共同不法

行為を構成するが，もっぱら公益目的に出たものと認

めることができ，記事記載の事実は真実であり，本件

訴えがスラップ訴訟であるとの意見ないし論評も論評

の域を逸脱しているとはいえないことに加え，事実の

経緯からみれば，かえって，本件訴え提起の目的は，

本件組合の活動を指弾し，これに掣肘を加えることに

もあることが窺われるといえるとして，正当な組合活

動として社会通念上許容された範囲内のものであるか

否かを判断するまでもなく，違法性ないし責任が阻却

されるとされた例（首都圏青年ユニオン執行委員長ほ

か事件・東京地裁令2.11.13判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1246-64

損害賠償 第�事件原告・第�事件被告Ｘの行為は，

個人情報等の保護のための各規定の遵守事項に故意に

違反し，あるいは重過失により必要な措置を怠って違

反したものであると認められるところ，各規定の趣

旨・目的に加えて，態様の悪質性および結果の重大性

等に鑑みれば，不法行為法上の違法なものと評価され

るものであり，第�事件被告・第�事件原告Ｙが各調

査会社に委託し，各業務委託費用として支払った総額

（359万余円）につき，Ｘの不法行為と相当因果関係に

ある損害であると認められるとされた例（堺市〔懲戒

免職〕事件・大阪地裁令3.3.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-33

損害賠償 原告Ｘは本件事故当時，自らの手元を注視

しなかったのであるから，注意を欠いていたといわざ

るを得ないし，その不注意が本件事故に寄与している

ことは明らかといわざるを得ず，Ｘとしても，その危険

性を容易に認識することができたといえ，本件事故に

対するＸの過失割合は�割を相当と認めるとされた例

（製麺会社Ａ事件・旭川地裁令2.8.31判決)㌀㌀㌀1247-71
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損害賠償 軽作業であれば復職可能である旨の診断書

の提出にもかかわらず，原告Ｘが従事可能な業務につ

いて十分な配慮をせず，休職を命じたこと，復職に当

たって始末書を提出させたこと，および無効な本件懲

戒処分を行ったことについて，被告Ｙ社には少なくと

も過失が認められるから，これら一連の行為に関し，

Ｙ社は，不法行為責任ないし安全配慮義務違反による

債務不履行責任に基づく損害を賠償する義務を負うと

された例（東菱薬品工業事件・東京地裁令2.3.25判決)

……1247-76

損害賠償：技能実習生の逮捕と逸失利益 一審判決が

認容した控訴人兼附帯被控訴人（一審原告）Ｘらの逮

捕勾留期間中の賃金相当分に加え，控訴人兼附帯被控

訴人（一審原告）Ｘ�および同Ｘ�については勾留を解

かれて被控訴人（一審被告）Ｙ�組合の研修施設に移

動し，転籍により技能実習を再開するまでの間，控訴

人兼附帯被控訴人（一審原告）Ｘ�については釈放後

�か月間のそれぞれ賃金相当額について，逸失利益と

して認定された例（千鳥ほか事件・広島高裁令3.3.26

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-5

損害賠償：技能実習生の逮捕と逸失利益 被控訴人兼

附帯控訴人（一審被告）Ｙ�社らがＸらに資格外活動

に当たる業務命令を発したことを原因とする逮捕勾留

による身体拘束について，各20万円の慰謝料の請求を

認容した一審判決に加え，Ｙ�社において予定してい

た技能実習を行えなかったことによる慰謝料として各

10万円の支払いが命じられた例（千鳥ほか事件・広島

高裁令3.3.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1248-5

損害賠償 第�配転命令およびこれによるアパート内

の居室での業務の指示は，およそ使用者が労働者に対

して行う正当なものとはいいがたく，違法なものであ

るといわざるを得ないとして，これを含む被告Ｙ法人

の一連の行為は，不法行為に該当するとされた例（医

療法人社団弘恵会〔配転〕事件・札幌地裁令3.7.16判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-40

損害賠償 科目担当者会議における原告ＸのＨ教授に

対する発言を人権侵害のハラスメントであると判断

し，「Ｘに対して，学長より限りなく懲戒に近い口頭に

よる厳重注意をするとともに，宣誓書を提出すること

を命じる」旨の措置をすることが適当であることを学

長に報告した，令和�年�月�日付の大学ハラスメン

ト防止委員会決定の取消しを求める訴えは，訴えの利

益を欠き，不適法とされた例（Ａ大学ハラスメント防

止委員会委員長ら事件・札幌地裁令3.8.19判決)

……1250-5

損害賠償 原告Ｘは，初めて行政事務を担当すること

から，被告Ｙ�からの説明の際，逐一，メモをとり，覚

えようとしていたところ，Ｙ�は，平成30年�月�週

目頃，Ｘに，メモをとらずに話を聞くように指導した

ことが認められるが，ＸはＹ�の説明を十分に理解で

きずにいたのであって，メモをとることを制限された

ことも，理解を困難にした要因であったと認められる

から，Ｙ�がメモをとることを制限したことは，合理

的な理由なくＸの業務習熟を妨げるものであり，違法

であるというべきであるとされた例（長崎県ほか〔非

常勤職員〕事件・長崎地裁令3.8.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-5

損害賠償 違法行為�および�は，国賠法�条�項所

定の公権力の行使に該当し，違法性が認められ，その

態様に照らし，Ｙ�の過失も認められるから，被告Ｙ�

県は，Ｘに対し，これらに起因して生じた損害を賠償

すべき責任を負うとされた例（長崎県ほか〔非常勤職

員〕事件・長崎地裁令3.8.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-5

損害賠償 本件セクハラについて，Ｙ�に違法行為が

あるとは認められず，本件パワハラについても，その

一部の違法行為�および�が認められるにとどまるこ

と，そして，Ｘの適応障害は平成30年�月下旬頃に生

じているところ，違法行為�は，同月初めには解消さ

れており，違法行為�は，症状が生じた後，Ｘが退職

意向を示した後の行為であることなどの事情によれ

ば，違法行為�および�がＸの適応障害に若干の影響

を与えた可能性は否めないものの，違法行為�および

�に起因して適応障害を発症したとは認められず，相

当因果関係を有するとは認められないとされた例（長

崎県ほか〔非常勤職員〕事件・長崎地裁令3.8.25判決)

……1251-5

損害賠償 本件解雇は無効であるところ，解雇理由③

は懲戒事由とはいえず，解雇理由①および②は重大と

はいえないものであり，このような理由で極刑ともい

うべき解雇を選択することは，あまりに重きに失する

極端な懲戒であり，不法行為としての違法性があると

いえるし，そのような判断をしたことについては，被

告Ｙ�法人に少なくとも過失があり，したがって，Ｙ�

法人は原告Ｘ�に対する不法行為責任を負うとされた

例（学校法人國士舘ほか事件・東京地裁令2.10.15判決)

……1252-56

損害賠償 教員に対する懲戒処分はＹ�法人理事会に

決定権があり，学長および理事である被告Ｙ�の独断

によりなし得るものではないが，Ｙ�の各行為により，

違法な本件解雇が行われるに至ったものであり，Ｙ�

が，規律違反とはいえない解雇理由③を懲戒事由とし，

重大とはいえない解雇理由①②をもって懲戒解雇とい

う過大な処分を選択する意見に賛成したことについ

て，Ｙ�には過失があるとされた例（学校法人國士舘

ほか事件・東京地裁令2.10.15判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1252-56

その他：除名処分 被告Ｙ労組が原告Ｘに対してなし

た本件除名処分につき，統制事由該当事実がなく，あ

るとしても除名処分とするのは均衡を失したものとし

て，無効と判断し，組合員としての地位の確認請求が

認容された例（北海道協同組合通信社労働組合事件・

札幌地裁令2.8.6判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-5
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その他：視覚障害者の逸失利益 ①視覚障害のある者

の雇用実態に関する公的な調査結果が判然としないこ

と，②厚生労働省による平成25年度障害者雇用実態調

査において，25年10月の身体障害者の平均賃金が22万

3000円であったこと，③同調査以降に賃金格差や就労

条件等が明らかに変わったと窺える事情も見当たらな

いことを踏まえると，現時点において，健常者と身体

障害者との間の基礎収入については，差異があるとさ

れた例（視覚障害者後遺障害逸失利益等損害賠償請求

事件・山口地裁下関支部令2.9.15判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-37

その他：視覚障害者の逸失利益 原告Ｘ�については，

全盲の障害があったとしても，潜在的な稼働能力を発

揮して健常者と同様の賃金条件で就労する可能性が

あったと推測されるとされた例（視覚障害者後遺障害

逸失利益等損害賠償請求事件・山口地裁下関支部令2.

9.15判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-37

その他：視覚障害者の逸失利益 Ｘ�にはその就労可

能期間を通じて，平成28年賃金センサス第�巻第�表，

男女差，学歴計，全年齢の平均賃金の	割の年収を得

られたものと認めるのが相当であるとされた例（視覚

障害者後遺障害逸失利益等損害賠償請求事件・山口地

裁下関支部令2.9.15判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-37

その他：支部組合員の除名処分 本件除名処分は，支

部組合が組織脱退するかについて協議している最中

に，多数派に反対する意見を表明した組合員を支部組

合から排除する目的でなされたものであり，原告Ｘ�

の言動は，何ら組合規約に反するものでなかったとし

て，Ｘ�に対する除名処分が，違法無効とされた例（谷

川電機製作所労組ほか事件・さいたま地裁令2.6.12判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-73

その他：支部組合の同一性 下部組織であっても独自

の規約，役員，財産を有し，それ自体を一つの独立し

た労働組合とみることができる場合については，上部

団体の規約上個人加盟方式をとっていても，下部組織

自らの意思によって組織脱退が可能な場合があり，そ

のときには，脱退後の労働組合は，脱退前の下部組織

と同一性を有するものとして組合財産も承継されると

解されるが，有効な決議を経ることなく集団的脱退と

新組合の結成が行われたにすぎない場合には，残留し

た者によって組織される労働組合が，なお従前の下部

組織と同一性をもって存続しているとされた例（谷川

電機製作所労組ほか事件・さいたま地裁令2.6.12判決)

……1237-73

その他：支部組合の同一性 本件脱退は組織脱退では

なく，組合員各人がＪＭＩＴＵから個々に脱退しただ

けであり，集団脱退後に結成された被告Ｙ�組合は，

従前の支部組合とはまったく別の労働組合と評価せざ

るを得ないから，原告Ｘ�支部に支部組合との同一性

が認められ，支部組合の組合財産である本件動産も，

Ｘ�支部が承継するとされた例（谷川電機製作所労組

ほか事件・さいたま地裁令2.6.12判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-73

その他：口外禁止条項の違法性 原告Ｘが本件口外禁

止条項と同旨の条項を設けた調停案を明確に拒絶して

いるような場合に，労働審判委員会がそれと同趣旨の

労働審判をなし得るかについては，調停案を当事者の

一方が明確に拒絶したとしても，調停案と同趣旨の労

働審判をすることが一概に否定されるものではない

が，当事者に過大な負担となるなど，消極的な合意さ

えも期待できないような場合には，当事者が明確に拒

絶した調停案と同趣旨の労働審判は相当性の要件を欠

くといわざるを得ないとされた例（国〔口外禁止条項〕

事件・長崎地裁令2.12.1判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-35

その他：口外禁止条項の違法性 本件口外禁止条項の

内容は，Ｘの心情と合わせてみれば，Ｘに過大な負担

を強いるものといわざるを得ないものであること等か

ら，本件口外禁止条項に受容可能性はなく，手続きの

経過を踏まえたものとはいえず，相当性を欠き，労働

審判法20条�項および�項に違反するとされた例（国

〔口外禁止条項〕事件・長崎地裁令2.12.1判決)

……1240-35

その他：行政処分取消し 本件救済命令中，補助参加

人（労働組合）の申立てを認容した部分を取り消した

一審判決は相当であり，本件控訴は理由がないからこ

れを棄却することとされた例（山形県・県労委〔国立

大学法人山形大学〕事件・仙台高裁令3.3.23判決)

……1241-5

その他：行政処分取消し 本件の諸事情からすると，

本件各交渉事項にかかる昇給抑制または賃金引下げの

実施から�年前後を経過した平成31年�月15日の時点

において，本件各交渉事項について被控訴人（一審原

告）Ｘ法人と補助参加人とが改めて団体交渉をしても，

補助参加人にとって有意な合意を成立させることは事

実上不可能であったと推認することができ，このよう

な推認を覆すに足りる証拠はないとされた例（山形

県・県労委〔国立大学法人山形大学〕事件・仙台高裁

令3.3.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-5

その他：行政処分取消し 仮に，Ｘ法人と補助参加人

との本件各交渉事項をめぐる団体交渉においてＸ法人

に本件救済命令が指摘するような不当労働行為があっ

たとしても，本件救済命令が，平成31年�月15日の時

点において，Ｘ法人に対し，本件各交渉事項について，

補助参加人とさらなる団体交渉をするように命じたこ

とは，労働委員会規則33条�項�号の趣旨にも照らし，

裁量権の範囲を逸脱したものといわざるを得ないとさ

れた例（山形県・県労委〔国立大学法人山形大学〕事

件・仙台高裁令3.3.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-5

その他：行政処分取消し 本件団交における控訴人

（一審原告）Ｘ社の対応は前件和解条項に反する不誠

実なものというべきであり，本件団交の出席者の交渉

権限および経営資料の不提示について労組法	条�号
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の不誠実団体交渉に当たると判断した一審判決を維持

し，控訴が棄却された例（国・中労委〔長澤運輸〕事

件・東京高裁令3.1.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-35

その他：行政処分取消し 交渉担当者が実質的な交渉

権限を有していたか否かは，形式的な交渉権限の有無

だけではなく，実際の団体交渉における具体的な言動

を踏まえて，実質的な交渉権限を有する者としての対

応を行ったか否かを事柄の実質に即して検討すべきで

あるとされた例（国・中労委〔長澤運輸〕事件・東京

高裁令3.1.28判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-35

その他：会社による研修費用返還請求 セミナー受講

料返還合意について，①本件セミナーの受講は労働時

間と認められ，その受講料等は本来的に被告Ｙ社が負

担すべきものと考えられること，②その内容に汎用性

を見出しがたいから，他の職に移ったとしても本件セ

ミナーでの経験を活かせるとまでは考えられず，そう

すると，本件合意は従業員の雇用契約から離れる自由

を制限するものといわざるを得ないこと，③受講料に

ついて尋ねることは事実上困難というべきであって，

従業員の予測可能性が担保されていないこと，④受講

料合計額が40万円を超え，決して少額とはいえないこ

となどからすると，その実質においては，労基法16条

にいう違約金の定めであるとして，本件合意は無効で

あるとされた例（ダイレックス事件・長崎地裁令3.2.

26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-16

その他：準拠法 本件においては，不法行為によって

生ずる債権の成立および効力にかかる準拠法がマレー

シア法であると判断された例（伊藤忠商事・シーアイ

マテックス事件・東京地裁令2.2.25判決)㌀㌀㌀㌀㌀1242-91

その他：準拠法 わが国の民法715条および自賠法�

条に基づく原告Ｘらの損害賠償請求につき，マレーシ

ア法が準拠法であるため理由がないとされた例（伊藤

忠商事・シーアイマテックス事件・東京地裁令2.2.25

判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-91

その他：行政処分取消し 原告Ｘによる本件行為の動

機および態様，本件行為による損害の内容，本件行為

がもたらす影響ならびにＸの地位階級を具体的に考慮

すれば，本件行為を「重大な場合」（免職）に当たると

した判断（本件処分�）は重きに失する不合理なもの

というべきであり，社会観念上著しく妥当性を欠き，

裁量権の範囲を逸脱・濫用した違法な処分として，取

り消されるべきであるとされた例（国・陸上自衛隊第

11旅団長〔懲戒免職等〕事件・札幌地裁令2.11.16判決)

……1244-73

その他：行政処分取消し 本件処分�には，自衛隊法

施行規則85条�項の要件を満たしていないにもかかわ

らず，審理を行わずに本件処分�をしたという手続的

瑕疵があり，審理は懲戒処分の手続きにおいて被疑隊

員に防御の機会を与える重要な手続保障であることか

らすれば，本件処分�の手続きには重大な瑕疵があっ

たというべきであるから，本件処分�はかかる手続上

の瑕疵によっても取り消されるべきであるとされた例

（国・陸上自衛隊第11旅団長〔懲戒免職等〕事件・札

幌地裁令2.11.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-73

その他：行政処分取消し 違法な本件処分�を前提と

する本件処分�（一般の退職手当等の全部を支給しな

い旨の退職手当支給制限処分）も違法であり，取り消

されるべきであるとされた例（国・陸上自衛隊第11旅

団長〔懲戒免職等〕事件・札幌地裁令2.11.16判決)

……1244-73

その他：行政処分取消し 本件処分�は，国家賠償法

上も違法な処分であると認められるところ，第11旅団

長は，本件行為について「重大な場合」に当たるとし

て免職を選択するという判断が重きに失することを認

識することができたと認められるのであるから，本件

処分�をしたことについて，第11旅団長に過失が認め

られ，また，第11旅団の広報担当者が，本件行為に関

する重要な点について真実に反する内容を公表したこ

とは，Ｘに対する名誉毀損に当たり，不法行為が成立

するとされた例（国・陸上自衛隊第11旅団長〔懲戒免

職等〕事件・札幌地裁令2.11.16判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-73

その他：動産引渡請求 本件動産の所有権は，被控訴

人（一審乙事件原告）Ｘ�支部に帰属し，Ｘ�支部の控

訴人（一審乙事件被告）Ｙ�組合に対する所有権に基

づく引渡請求は理由があるとした一審判断が維持され

た例（谷川電機製作所労組ほか事件・東京高裁令3.4.

7判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-5

その他：不当利得返還 控訴人兼被控訴人（一審原告）

Ｘらが引越事故責任賠償金名目で支払った金員につい

ては，被控訴人兼控訴人（一審被告）Ｙ�社賠償規程に

基づく引越事故責任賠償金であるとは到底認められ

ず，Ｘらが賃金からの控除または現金交付の方法によ

りＹ�社に引越事故責任賠償金名目で金員を支払った

ことには法律上の原因がないとした一審判断が維持さ

れた例（アートコーポレーションほか事件・東京高裁

令3.3.24判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1250-76

その他：組合加入の成否 控訴人兼被控訴人（一審原

告）Ｘらにおいては，被控訴人（一審被告）Ｙ�組合に

ついて，少なくとも一種の社団としてのＹ�組合に加

入しているという認識は有していたものと認めるのが

相当であり，そのような認識がありながら，これを脱

退するなどの意思表示をしていない以上，Ｙ�組合に

加入する黙示の意思表示があったものと認めるのが相

当であるとした一審判断が維持された例（アートコー

ポレーションほか事件・東京高裁令3.3.24判決)

……1250-76

その他：チェック・オフ 被控訴人（一審被告）Ｙ�組

合の規約によれば，組合費の支払いはチェック・オフ

により行う旨の規定があり，Ｙ�組合の組合員である

控訴人兼被控訴人（一審原告）Ｘらは，この規約に従
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うことを当然に受容しているものと解されることから

すれば，特段の事情がない限り，チェック・オフ協定

とは別に，被控訴人兼控訴人（一審被告）Ｙ�社がＸら

個々の組合員から，賃金から控除した組合費相当分を

Ｙ�組合に支払うことにつき委任を受けることが，有

効なチェック・オフを行うために必要であるとは解さ

れないとした一審判断が維持された例（アートコーポ

レーションほか事件・東京高裁令3.3.24判決)

……1250-76

労働組合・組合活動・争議行為

労働組合 団体として組織的な組合活動を行ってきた

ことや，独自規約を定めており，組織運営や財産管理

のほか労働組合として団体交渉等の活動を行っていた

こと等から，支部組合は，民事訴訟法29条上の，いわ

ゆる権利能力のない社団であったとされた例（谷川電

機製作所労組ほか事件・さいたま地裁令2.6.12判決)

……1237-73

労働組合 支部組合は，原告Ｘ�支部としてその同一

性を維持して存続しているとして，Ｘ�支部の当事者

能力が肯定された例（谷川電機製作所労組ほか事件・

さいたま地裁令2.6.12判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-73

争議行為 団体交渉は，労使が対等な立場で，合意に

より，労働条件の決定を始めとする労使間のルールを

形成する機能を有していることに鑑みると，争議行為

は，団体交渉を通じた労使間の合意形成を促進する目

的あるいは態様で行われなければならないものと解さ

れるとされた例（学校法人関西外国語大学事件・大阪

地裁令2.1.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-52

争議行為 争議行為の態様が，団体交渉において業務

命令によって命じられた義務が不存在であることの確

認を協議事項としつつ，争議行為として当該義務の履

行そのものを拒否するものである場合，当該争議行為

は，常に正当なものということはできず，団体交渉の

実施状況や争議行為の実施状況に照らし，当該争議行

為が，業務命令の拒否自体を目的としているとみるこ

とができるなど，団体交渉を通じた労使間の合意形成

を促進する目的が失われたものと評価できる場合に

は，当該時点から正当性を有しないものというべきで

あるとされた例（学校法人関西外国語大学事件・大阪

地裁令2.1.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-52

その他：除名処分 労働組合は，自律性を有する団体

として有する統制権に基づき，組合員に対して制裁を

することができると解されるが，他方，制裁が組合員

の権利義務に及ぼす影響が大きいこと，および労働組

合が労働組合法によって特別な法的地位を認められて

いることに鑑み，その手続的正義の担保のため，その

ような制裁をするに当たっては，少なくとも労働組合

規約に制裁の内容，制裁事由，手続等の制裁に関する

主要部分が定められ，組合員に対して制裁が課され得

ることが周知されていることが必要とされた例（北海

道協同組合通信社労働組合事件・札幌地裁令2.8.6判

決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-5

その他：除名処分 改正前の組合規約において制裁に

関する定めがなかったことから，かかる組合規約のも

とで制裁はし得なかったものといわざるを得ないとさ

れた例（北海道協同組合通信社労働組合事件・札幌地

裁令2.8.6判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-5

その他：除名処分 制裁の決定の前に必ず本人に弁明

の機会を付与すべきことを定めた改正後の組合規約上

の規定の趣旨を，制裁が組合員としての権利義務に及

ぼす影響に鑑み，制裁対象者である組合員に防御の機

会を与え，もって制裁の発動が適正に行われるよう担

保する点にあると解し，弁明の機会の付与もその趣旨

に沿ってされなければならないとされた例（北海道協

同組合通信社労働組合事件・札幌地裁令2.8.6判決)

……1232-5

その他：除名処分 性急になされた本件除名処分につ

き，組合規約が求める趣旨の弁明の機会が付与された

ということはできず，手続きに瑕疵があるとされた例

（北海道協同組合通信社労働組合事件・札幌地裁令2.

8.6判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-5

その他：組合事務所明渡し 組合事務所が企業別組合

の維持・運営，団結権確保のための機能を果たしてい

ることに鑑みると，原則，事務所の使用が終わらない

うちは使用貸借契約は終了しないというべきである

が，事務所の無償貸与は使用者による恩恵的な便宜供

与の性格を有することも否定できないから，使用者が

その返還を請求するに足りる正当な事由がある場合に

は使用貸借契約が終了するものと解すべきであり，①

使用者が適切な代替施設を提供したか否か，②使用者

による組合事務所の返還請求が組合の運営・活動に対

する妨害といった他事考慮に基づくものであるか否か

は，上記正当な事由の有無を判断するうえで重要な要

素となる（ヤマト交通〔組合事務所明渡請求〕事件・

東京高判令元.7.3労判1210号�頁引用）とされた例（①

国際自動車〔占有妨害禁止等仮処分・対資産保有会社〕

事件・東京地裁令3.1.8決定，②国際自動車〔占有妨害

禁止等仮処分・対会社〕事件・東京地裁令3.1.8決定)

……1241-56

その他：組合事務所明渡し ②事件債務者Ｙ�社は，

事務所返還を請求する正当な事由として，①事件債務

者Ｙ�社との間で組合事務所を含む本件建物の賃貸借

契約を合意解約し，同社に本件建物を返還したことを

主張するが，その返還に至るまでの経緯，①・②事件

債権者Ｘ組合が本件事務所を使用する必要性が依然高

いこと，また，適切な代替施設の提供がなかったこと

からすれば，Ｙ�社がＸ組合に本件事務所の返還を請

求する正当な事由があることの疎明があったとはいえ
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ず，本件事務所にかかる使用貸借契約は終了しておら

ず，Ｘ組合は本件事務所の使用借権を有しているとさ

れた例（①国際自動車〔占有妨害禁止等仮処分・対資

産保有会社〕事件・東京地裁令3.1.8決定，②国際自動

車〔占有妨害禁止等仮処分・対会社〕事件・東京地裁

令3.1.8決定)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1241-56

団 体 交 渉

誠実交渉義務 被告Ｙ法人は，原告Ｘ�組合の主張や

要求の具体性や追及の程度に応じて，自らの主張や回

答をし，必要に応じて論拠や資料を提示するなどして

相手方の説得に努め，誠実交渉義務を尽くしていたも

のということができるとされた例（学校法人関西外国

語大学事件・大阪地裁令2.1.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-52

誠実交渉義務 遅くとも，本件懲戒処分の対象行為が

なされた時点においては，もはや当該事項についての

団体交渉が進展する状況にはなく，団体交渉を通じた

労使間の合意形成を促進する目的が失われたものと評

価でき，本件争議行為は，正当性を有しないものと解

されるとされた例（学校法人関西外国語大学事件・大

阪地裁令2.1.29判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-52

その他：労組の団交での発言に対する損害賠償請求

団交申入れ先会社の執行役員とされていた特定社会

保険労務士である原告Ｘが，団体交渉の開始前と交渉

中に労働組合の組合員らから威圧的言動や誹謗中傷等

を受けたとして，組合構成員である被告Ｙらに損害賠

償を請求した事案において，Ｘ主張の事実を認める証

拠がないとして退けられた例（首都圏青年ユニオン執

行委員長ほか事件・東京地裁令2.11.13判決)

……1246-64

労 働 協 約

不当労働行為

不利益：復職拒否 休職となっていた労働者について

復職を拒否することは，それによって労働者が種々の

不利益を被ることは明らかであるから，本件復職拒否

は，労組法	条�号所定の「不利益な取扱い」に当た

るとされた例（国・中労委〔学校法人神奈川歯科大学〕

事件・東京地裁令2.6.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-57

不利益 継匠社員制度が乗務員の圧倒的多数を組合員

とする京王労組との度重なる労使交渉を経て成立した

という事情をも踏まえると，継匠社員制度の導入の際

における京王新労との交渉状況をもって直ちに継匠社

員制度選択要件が不合理であるとはいえないし，継匠

社員制度選択要件がその前提とする本件評価制度につ

いて，控訴人（一審各事件原告）Ｘらについて恣意的

差別的な査定がされたとはいえず，京王新労を差別的

に取り扱っているものともいえないとされた例（京王

電鉄ほか�社事件・東京高裁令元.10.24判決)

……1244-118

団交拒否：不誠実団交 団体交渉において実質的な合

意をすることはしないとの原告Ｘ法人の対応は，合意

達成に向けた誠実な対応とはいいがたいものであると

された例（国・中労委〔学校法人神奈川歯科大学〕事

件・東京地裁令2.6.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-57

支配介入：復職拒否 本件復職拒否は被告補助参加人

労組の弱体化を図るものとして，労働組合の「運営す

ること」に対する「支配介入」であるということがで

きるとされた例（国・中労委〔学校法人神奈川歯科大

学〕事件・東京地裁令2.6.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-57

支配介入：団交対応 本件団交対応は，Ｃの復職に向

けた被告補助参加人の活動を妨害するものであると認

められるから，支配介入に当たるとされた例（国・中

労委〔学校法人神奈川歯科大学〕事件・東京地裁令2.

6.26判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-57

支配介入：労働者供給依頼再開拒否 被告補助参加人

会社が，本件申入れを受け，原告Ｘ組合らに対し，従

前の業務妨害行為等に関するＸ組合らの認識等につい

て意見交換をしたい旨の意向を伝えることが，Ｘ組合

らに対する支配介入に当たるということはできない

し，上記意向伝達に回答することもなかったＸ組合ら

に対して日々雇用労働者の供給依頼を再開しなかった

ことが，Ｘ組合らに対する不当な差別として支配介入

に当たるということもできないとされた例（国・中労

委〔関西宇部〕事件・東京地裁令2.3.23判決)

……1237-88

支配介入：労働者供給依頼再開拒否 被告補助参加人

が本件申入れに応じず，Ｘ組合らに対する日々雇用労

働者の供給依頼を再開しなかったことは，労働組合法

	条�号の不当労働行為に該当しないというべきであ

り，したがって，これと同旨の本件命令の判断は正当

であり，その他，本件命令に違法な点は見当たらず，

本件命令は適法であるとされた例（国・中労委〔関西

宇部〕事件・東京地裁令2.3.23判決)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1237-88

労 委 命 令

◆不利益取扱い

組合員の時間外労働抑制 組合に加入した組合員�名

に対し，定時帰宅を指示したことが不当労働行為とさ

れた例（近物レックス事件・大阪府労委令2.4.20命令)

……1231-168

組合員の雇止め 準社員であるセールスドライバーＪ

を契約期間終了としたことが不当労働行為に当たらな
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いとされた例（近物レックス事件・大阪府労委令2.4.

20命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-168

休職期間満了による退職 休職を申し入れた組合員

Ａ�に対し�か月の休職通知を送付したこと，および

休職期間満了後Ａ�にその旨を通知したことがいずれ

も不当労働行為に当たらないとされた例（第一交通武

蔵野事件・東京都労委令2.2.4命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-170

役職手当不支給 分会書記長に対し役職手当を不支給

としたことが不当労働行為とされた例（ＮＰＯ法人せ

たがや白梅事件・東京都労委令元.11.5命令)

……1231-172

異動命令 組合員Ａ�を廃棄物の収集運搬をするコー

スドライバーから廃棄物の仕分業務に人事異動したこ

とが不当労働行為とされた例（上田清掃事件・京都府

労委令元.9.18命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-102

准教授・助教の不昇任決定 組合員Ａ�准教授および

同Ａ�助教を教授ないし講師に昇任させなかったこと

が不当労働行為に当たらないとされた例（弘徳学園事

件・兵庫県労委令2.7.9命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-101

無許可ビデオ撮影等を理由とした解雇 組合員�名

を，無許可ビデオ撮影等を理由に解雇したことを不当

労働行為とした初審命令が維持された例（木村建設事

件・中労委令2.7.1命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-102

人事異動 組合員ＸをＢ�郵便局第二集配営業部から

Ｂ�郵便局に人事異動したことが不当労働行為に当た

らないとした初審命令が維持された例（日本郵便〔人

事異動〕事件・中労委令2.1.22命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-105

執行委員長の雇止め 限定正社員登用試験を受験しな

かった有期雇用の組合執行委員長を雇止めとしたこと

が不当労働行為に当たらないとされた例（日本コンセ

ントリクスほか�社事件・沖縄県労委令2.7.9命令)

……1236-102

解任および配転命令 組合員Ｇに対し本社営業課長の

任を解き運転職を命じたこと，および組合員Ｈに対し

経理担当事務を解き一般事務担当を命じたことが，い

ずれも不当労働行為とされた例（アクアライン事件・

大阪府労委令2.5.11命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-103

けん責処分 営業会議に出席しない等を理由に組合員

Ｄをけん責の懲戒処分としたことが不当労働行為に当

たらないとされた例（パナソニック事件・大阪府労委

令2.1.7命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-98

普通解雇 期間契約職員である組合員Ａ�に対し，法

人の指定した勤務シフトに従わず，欠勤を続けたこと

を理由に普通解雇したことが不当労働行為に当たらな

いとされた例（社会福祉法人新事件・東京都労委令元．

12.17命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1240-99

退職勧奨 団交において配置転換をめぐり協議中の組

合員Ａ�に対し，法人顧問が退職を勧奨したことは法	

条�号の不当労働行為に当たらないとされた例（医療

法人望会事件･高知県労委令元.11.12命令)㌀㌀㌀1240-105

賞与不支給 他の従業員に支給した平成28年冬季賞与

を組合員に支給しなかったことを不当労働行為とした

初審命令が維持された例（大久保自動車教習所事件・

中労委令2.9.2命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-101

採用拒否 堺市○区のＣ�小学校で学童保育事業の主

任指導員であったＡ�を，新たに同事業を受託した会

社が採用しなかったことは不当労働行為に当たらない

とした初審命令が維持された例（ＣＬＣ事件・中労委

令2.8.5命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-102

懲戒処分 職務上の非違行為を理由に組合委員長を減

給処分としたことが不当労働行為に当たらないとされ

た例（社会福祉法人祐愛会事件・沖縄県労委令2.3.12

命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1238-103

労給契約の終了による就労拒否 労働者供給契約の期

間満了を理由に同契約で就労していた組合員�名を就

労させない措置をとった会社の対応が不当労働行為と

された例（五一事件・大阪府労委令2.10.26命令)

……1244-149

正社員への契約変更拒否，契約の終了 契約社員であ

る組合員Ｘ�に対し，正社員への契約変更要求に応じ

ず，期間満了により契約関係を終了させたことが不当

労働行為に当たらないとされた例（ジャパンビジネス

ラボ事件・東京都労委令2.7.21命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-150

組合員の残業禁止 組合に加入した組合員�名に対

し，残業を禁止し，給与を減少させたことが不当労働

行為とされた例（ワーカーズコープタクシー福岡事

件・福岡県労委令2.12.11命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-92

組合員の賞与支給時期の遅れ 組合員の賞与支給時期

を非組合員より遅らせたことが不当労働行為に当たら

ないとされた例（沖縄セメント工業〔賞与〕事件・沖

縄県労委令2.11.12命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-94

再雇用終了後雇用継続拒否 定年退職後再雇用契約が

満了した組合員Ａ�およびＡ�の雇用契約を継続しな

かった使用者の対応が不当労働行為とされた例（全日

本海員組合〔再雇用後雇用継続拒否〕事件・東京都労

委令元.12.17命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-97

◆団交拒否

団交応諾義務 団交申入れに対して，会社の質問に事

前に回答しないこと，および組合員名簿を事前に提出

しないことを理由に，会社が団交に応じなかったこと

が不当労働行為とされた例（デリカフーズ事件・大阪

府労委令2.4.6命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-169

団交応諾義務 退職した組合員の在職中の時間外手当

等を議題とする団交に応じなかった会社の対応が不当

労働行為に当たらないとされた例（鴻池運輸事件・群

馬県労委令2.2.13命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-104

団交応諾義務等 賃上げおよび夏季一時金を議題とす

る�回の団交における対応，ならびにその後の団交申

入れに応じない会社の対応が不当労働行為とされた例
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（古久根鉄工事件・愛知県労委令2.2.10命令)

……1238-105

団交応諾義務 組合員が特定されないことを理由に団

交に応じない会社の対応が不当労働行為とされた例

（ヨーク事件・京都府労委令2.12.9命令)㌀㌀㌀㌀1244-148

団交応諾義務 当事者間で団交を行う前提となる「信

頼関係が構築できていない」ことを理由に団交に応じ

ない会社の対応が不当労働行為とされた例（魚沼運輸

事件・新潟県労委令3.1.6命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-91

団交応諾義務 組合員Ａ�の解雇問題を議題とする団

交に応じなかった会社の対応が不当労働行為とされた

例（ラクサス・テクノロジーズ事件・広島県労委令2.

8.7命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-95

団交応諾義務 組合が�回にわたって行った団交申入

れについて，会社が，組合は労組法�条および�条の

要件を満たしていないとして団交に応じないことを不

当労働行為とした初審命令が維持された例（共立メン

テナンス事件・中労委令3.4.7命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-94

誠実交渉義務 准職員および時間雇用職員の無期転換

に関する団体交渉を行う際に，人件費や財務への影響

についての資料を用いた具体的な説明を行わなかった

Ｙ法人の対応が不当労働行為とされた例（国立大学法

人東北大学事件・宮城県労委令元.11.14命令)

……1240-100

誠実交渉義務 組合員Ａ�に対する配置転換を議題と

する団交における法人の対応が不当労働行為とされた

例（医療法人望会事件・高知県労委令元.11.12命令)

……1240-105

◆支配介入

組合員の時間外労働抑制 組合に加入した組合員�名

に対し，定時帰宅を指示したことが不当労働行為とさ

れた例（近物レックス事件・大阪府労委令2.4.20命令)

……1231-168

無期雇用転換，就業規則についての団交拒否 団交申

入れに対して，会社の質問に事前に回答しないこと，

および組合員名簿を事前に提出しないことを理由に，

会社が団交に応じなかったことが不当労働行為とされ

た例（デリカフーズ事件・大阪府労委令2.4.6命令)

……1231-169

休職期間満了による退職 休職を申し入れた組合員

Ａ�に対し�か月の休職通知を送付したこと，および

休職期間満了後Ａ�にその旨を通知したことがいずれ

も不当労働行為に当たらないとされた例（第一交通武

蔵野事件・東京都労委令2.2.4命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1231-170

異動命令 組合員Ａ�を廃棄物の収集運搬をするコー

スドライバーから廃棄物の仕分業務に人事異動したこ

とが不当労働行為とされた例（上田清掃事件・京都府

労委令元.9.18命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1232-102

組合事務所の明渡請求 長年貸与してきた組合事務所

を，組合の納得を得るよう努力することなく，合理性

のない理由で明渡しを求めたことが不当労働行為とさ

れた例（ヤマト交通事件・東京都労委令元.9.17命令)

……1232-103

組合掲示板および休憩室の終業時間外の利用の禁止

組合掲示板の貸与および休憩室の就業時間外の利用

を認めない会社の対応が不当労働行為に当たらないと

された例（グローバル事件・東京都労委令元.9.17命令)

……1232-104

准教授・助教の不昇任決定 組合員Ａ�准教授および

同Ａ�助教を教授ないし講師に昇任させなかったこと

が不当労働行為に当たらないとされた例（弘徳学園事

件・兵庫県労委令2.7.9命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-101

無許可ビデオ撮影等を理由とした解雇 組合員�名

を，無許可ビデオ撮影等を理由に解雇したことが，不

当労働行為とした初審命令が維持された例（木村建設

事件・中労委令2.7.1命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-102

労働契約期間短縮措置 組合員Ａ�およびＡ�との労

働契約期間を�か月から�か月に短縮したことが不当

労働行為に当たらないとした初審命令が維持された例

（交通機械サービス〔契約期間短縮〕事件・中労委令

2.6.3命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-103

嘱託不採用 組合支部長Ａ�を定年退職後嘱託採用し

なかったことが不当労働行為に当たらないとした初審

命令が維持された例（交通機械サービス〔契約期間短

縮〕事件・中労委令2.6.3命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-103

解任および配転命令 組合員Ｇに対し本社営業課長の

任を解き運転職を命じたこと，および組合員Ｈに対し

経理担当事務を解き一般事務担当を命じたことが，い

ずれも不当労働行為とされた例（アクアライン事件・

大阪府労委令2.5.11命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1236-103

退職勧奨 団交において配置転換をめぐり協議中の組

合員Ａ�に対し，法人顧問が退職を勧奨したことは法

	条�号の不当労働行為に当たるとされた例（医療法

人望会事件・高知県労委令元.11.12命令)㌀㌀㌀㌀1240-105

組合事務所の明渡し 組合の発行する組合ニュースに

ついて，特定の記事を掲載しないよう求め，記事の内

容を理由に組合事務所の明渡しを求めたことが不当労

働行為とされた例（枚方市事件・大阪府労委令2.11.30

命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-104

組合間差別 申立外Ｚ�組合に組合事務所を無償で貸

与しながら，申立人組合に組合事務所を貸与しないこ

とが不当労働行為とされた例（長崎自動車事件・長崎

県労委令元.10.21命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1242-105

組合掲示板不貸与 申立人組合の掲示板貸与要求に応

じないものの，各営業所長との合意により組合掲示を

認める会社の対応が不当労働行為に当たらないとされ

た例（長崎自動車事件・長崎県労委令元.10.21命令)

……1242-105

労給契約の終了による就労拒否 労働者供給契約の期
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間満了を理由に同契約で就労していた組合員�名を就

労させない措置をとった会社の対応が不当労働行為と

された例（五一事件・大阪府労委令2.10.26命令)

……1244-149

正社員への契約変更拒否，契約の終了 契約社員であ

る組合員Ｘ�に対し，正社員への契約変更要求に応じ

ず，期間満了により契約関係を終了させたことが不当

労働行為に当たらないとされた例（ジャパンビジネス

ラボ事件・東京都労委令2.7.21命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1244-150

組合員の残業禁止 組合に加入した組合員�名に対

し，残業を禁止し，給与を減少させたことが不当労働

行為とされた例（ワーカーズコープタクシー福岡事

件・福岡県労委令2.12.11命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-92

組合員の賞与支給時期の遅れ 組合員の賞与支給時期

を非組合員より遅らせたことが不当労働行為に当たら

ないとされた例（沖縄セメント工業〔賞与〕事件・沖

縄県労委令2.11.12命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-94

面談における発言 組合員Ａ�に対する部長および社

長の面談における発言の一部が不当労働行為とされた

例（ビジネスパートナーほか�社事件・東京都労委令

2.1.21命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-96

組合事務室移転後の掲示板の不設置 組合事務室移転

前に設置していた組合掲示板を組合事務室移転後に設

置しなかったことが不当労働行為とされた例（学校法

人近畿大学〔組合掲示板等〕事件・大阪府労委令元．

11.26命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1247-97

組合加入慣行の停止 組合に加入した新入社員を従業

員名簿に記載して組合に交付する取扱いを停止した会

社の対応を不当労働行為とした初審命令が維持された

例（くれよん事件・中労委令3.3.3命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-95

脱退勧奨，新労組結成 会社の総務部長らが組合脱退

勧奨を行い，申立外Ｃ�組合の結成を行ったことを不

当労働行為とした初審命令が維持された例（くれよん

事件・中労委令3.3.3命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-95

再雇用終了後雇用継続拒否 定年退職後再雇用契約が

満了した組合員Ａ�およびＡ�の雇用契約を継続しな

かった使用者の対応が不当労働行為とされた例（全日

本海員組合〔再雇用後雇用継続拒否〕事件・東京都労

委令元.12.17命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1249-97

脱退勧奨 会社の管理部次長が非組合員に指示し，当

該非組合員が組合員�名に脱退を勧奨したことが会社

の不当労働行為とされた例（西武観光バス事件・東京

都労委令元.10.15命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-95

誹謗中傷記事のウェブサイトへの掲載 会社が運営す

るウェブサイトに組合を誹謗中傷する記事を掲載した

こと等を不当労働行為とした初審命令が維持された例

（シーフォービジネスインテグレーション事件・中労

委令元.10.2命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1251-96

◆救済手続き

当事者適格 労組法	条�号の救済申立てをするにつ

いては，当該労働組合のほか，その組合員も申立適格

を有すると解するのが相当である（京都地労委〔京都

市交通局〕事件・最二小判平16.7.12）とされた例（ワー

カーズコープタクシー福岡事件・福岡県労委令2.12.

11命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1245-92

◆報復的不利益

嘱託不採用 組合支部長Ａ�を定年退職後嘱託採用し

なかったことが不当労働行為に当たらないとした初審

命令が維持された例（交通機械サービス〔契約期間短

縮〕事件・中労委令2.6.3命令)㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀1234-103
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